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開会の日時

年月日 平成22年12月17日 金曜日

開 会 午前10時04分

散 会 午後５時57分

場 所

第４委員会室

議 題

１ 甲第１号議案 平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第４号）

２ 乙第１号議案 沖縄県危険物の製造所、貯蔵所又は取扱所の設置許可申請

等手数料条例の一部を改正する条例

３ 乙第２号議案 沖縄県職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

４ 乙第３号議案 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に

関する条例の一部を改正する条例

５ 乙第４号議案 特別職に属する常勤の職員及び一般職に属する常勤の職員

の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例

６ 乙第５号議案 沖縄県部等設置条例の一部を改正する条例

７ 乙第８号議案 沖縄県風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

施行条例の一部を改正する条例

８ 乙第９号議案 工事請負契約について

９ 乙第19号議案 当せん金付証票の発売について

10 陳情平成20年第60号、同第65号、同第76号、同第83号、同第85号から同第

87号まで、同第91号、同第144号、同第150号、同第175号、同第190号、同

第191号、同第200号、陳情平成21年第19号、同第38号、同第58号、同第59

号、同第66号、同第69号、同第88号、同第91号の２、同第100号、同第103

号、同第104号、同第110号、同第111号、同第120号、同第122号、同第128
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号、同第144号、同第147号、同第171号、同第174号、同第175号、同第201

号、同第202号、陳情第６号、第９号、第10号、第12号、第17号、第18号

、 、 、 、 、 、 、 、第43号 第61号 第71号 第82号 第96号 第130号 第141号 第142号

第158号、第163号、第168号、第169号、第192号及び第204号

11 閉会中継続審査・調査について

出 席 委 員

委 員 長 當 間 盛 夫 君

副 委 員 長 山 内 末 子 さん

委 員 島 袋 大 君

委 員 吉 元 義 彦 君

委 員 照 屋 守 之 君

委 員 浦 崎 唯 昭 君

委 員 崎 山 嗣 幸 君

委 員 新 里 米 吉 君

委 員 前 田 政 明 君

委 員 金 城 勉 君

委 員 糸 洲 朝 則 君

委 員 新 垣 清 涼 君

委 員 玉 城 義 和 君

委員外議員 なし

欠 席 委 員

なし

説明のため出席した者の職・氏名

知 事 公 室 長 又 吉 進 君

総 務 部 長 兼 島 規 君
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行 政 改 革 推 進 課 長 池 田 克 紀 君

財 政 課 長 平 敷 昭 人 君

企 画 部 長 川 上 好 久 君

交 通 政 策 課 長 下 地 明 和 君

科 学 技 術 振 興 課 長 田 中 建 治 君

情 報 政 策 課 長 武 村 勲 君

農林水産部漁港漁場課班長 安 里 和 政 君

富 永 千 尋 君観光商工部産業政策課副参事

観光商工部観光企画課長 下 地 芳 郎 君

観光商工部観光振興課長 嵩 原 安 伸 君

又 吉 稔 君観光商工部雇用労政課副参事

佐次田 薫 君教育庁生涯学習振興課班長

教 育 庁 文 化 課 班 長 萩 尾 俊 章 君

生 活 安 全 部 長 波 平 明 君

交 通 部 長 北 川 秀 行 君

ただいまから、総務企画委員会を開会いたします。○當間盛夫委員長

甲第１号議案、乙第１号議案から乙第５号議案まで、乙第８号議案、乙第９

号議案、乙第19号議案の９件、平成20年陳情第60号外56件及び閉会中継続審査

・調査についてを一括して議題といたします。

本日の説明員として知事公室長、総務部長、企画部長、警察本部生活安全部

長及び警察本部交通部長の出席を求めております。

まず初めに、甲第１号議案平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第４号）に

ついて、審査を行います。

ただいまの議案について、総務部長の説明を求めます。

兼島規総務部長。

ただいま議題となりました甲第１号議案平成22年度沖縄県○兼島規総務部長

一般会計補正予算（第４号）について、その概要を御説明いたします。

お手元にお配りしております「平成22年度一般会計補正予算（第４号）説明

資料」により、御説明いたします。

今回の補正予算は、国の経済対策関連経費のほか、当初予算編成後の事情変

更により、緊急に対応を要する経費について、必要な予算を措置したところで
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あります。

説明資料の１ページをお開きください。

今回の補正額は、歳入歳出それぞれ130億5724万4000円となっており、こ

れを既決予算額6153億4074万7000円に加えますと、改予算額は6283億9799万

1000円となります。

２ページをお開きください。

歳入歳出財源内訳ですが、中ほどの歳入合計欄で説明いたしますと、国庫支

出金103億2292万2000円、県債10億5820万円、その他の特定財源１億2175万

2000円、一般財源15億5437万円となっております。

歳入歳出予算の内容については、後ほど御説明いたします。

３ページをごらんください。

繰越明許費補正について、御説明いたします。

繰越明許費補正は、現時点において平成23年度への繰り越しが見込まれる県

営畑地帯総合整備事業などについて、繰越明許費を追加するものであります。

４ページをお開きください。

債務負担行為補正は、広域漁港整備事業費など６事業について追加を行うも

のであります。

そのうち、上から４つ目の「沖縄県立青少年の家」指定管理料と、その下の

「博物館・美術館」指定管理料は、指定管理者の指定に伴うものであります。

５ページをごらんください。

地方債補正について、御説明いたします。

今回の地方債補正は、沖縄南北大東地区ブロードバンド環境緊急整備事業の

追加と一般公共事業などの変更となっております。

６ページをお開きください。

歳入の内訳について、主なものを御説明いたします。

一番上の地方交付税は、７億7336万6000円であります。

２つ下の国庫支出金は、103億2292万2000円で、科学技術振興対策調整費か

ら、７ページの中ほどの特別支援学校教育情報化推進事業までとなっておりま

すが、主に国の経済対策関連と沖縄特別振興対策調整費関連分であります。

一番下の繰越金は、平成21年度実質収支額の一部で、７億8100万4000円とな

っております。

８ページをお開きください。

県債は、10億5820万円となっております。

以上、歳入の合計は、130億5724万4000円となります。

９ページをごらんください。
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次に、歳出の内訳について、性質別に御説明いたします。

投資的経費のうち、普通建設事業費の補助事業費について、主なものを御説

明いたします。

企画部の２つ目の科学技術振興費３億9420万8000円は、知的・産業クラスタ

ー形成に向けた教育環境整備に要する経費であります。

農林水産部の１つ目の含みつ糖振興対策事業費18億1950万円は、製糖工場７

カ所の製糖製造施設の整備に要する経費であります。

以下、10ページの下から２つ目の指導監督事務費まで、経済対策に関連して

事業の追加を行うものであります。

11ページをごらんください。

一番上の観光商工部の特別自由貿易地域振興費６億7027万2000円は、うるま

市の特別自由貿易地域における特別高圧の電力供給設備の整備に要する経費で

あります。

その２つ下から土木建築部となっておりますが、主に経済対策関連事業とな

っております。

12ページをお開きください。

土木建築部の一番下、公共離島空港整備事業費18億3856万9000円は、新石垣

空港の用地造成工事等に要する経費であります。

以上、普通建設事業費の補助事業費の合計は、113億1343万8000円となりま

す。

13ページをごらんください。

国直轄事業費ですが、農林水産部の土地改良管理指導費2248万4000円は、国

営かんがい排水事業に対する県負担金であります。

土木建築部の公共国道新設改良費１億1000万円は、国道331号等の整備事業

への県負担金であります。

14ページをお開きください。

単独事業費について、主なものを御説明いたします。

一番上の企画部の森林研究施設整備費5940万円は、老朽化した森林資源研究

センターの移転整備に伴う実施設計に要する経費であります。

その下の福祉保健部の医務行政費1835万2000円は、地域医療再生臨時特例基

金を活用した県立病院における助産師外来の機器整備等に要する経費でありま

す。

一番下の公安委員会の警察施設費360万円は、県道の改良工事に伴う八重山

警察署川平駐在所の移転整備に係る実施設計に要する経費であります。

、 、 。以上 普通建設事業費の単独事業費の合計は １億5035万2000円となります
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、 、 、補助事業費 国直轄事業費 単独事業費を合わせた普通建設事業費の合計は

115億9627万4000円で、投資的経費の合計も同額となります。

15ページをごらんください。

その他の経費について主なものを説明いたします。

まず、物件費でありますが、上から２番目の農林水産部の445万8000円は、

平成24年度に予定されている第32回全国豊かな海づくり大会の開催準備に要す

る経費であります。

その下の観光商工部の９億8502万8000円は、本島中南部及び宮古島における

天然ガス資源開発調査の実施に要する経費などであります。

一番下の教育委員会の１億1636万4000円は、特別支援学校16校に情報端末機

器や移動通信システム等を整備するための経費であります。

以上、物件費の合計は、11億603万円となります。

16ページをお開きください。

維持補修費は、土木建築部の県単道路維持費１億2000万円でありますが、

県管理道路のうち、観光地アクセス路線などの除草・剪定を行うための経費で

あります。

補助費等について、主なものを御説明いたします。

上から２番目の福祉保健部の介護保険福祉諸費２億3333万7000円は、介護給

付の増に伴い県負担分を増額するものであります。

以上、補助費等の合計は、２億3494万円となります。

物件費、維持補修費、補助費等を合わせたその他の経費の合計額は、14億

6097万円となり、これに投資的経費を加えた歳出合計は、130億5724万4000円

となります。

以上で、甲第１号議案平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第４号）の概要

説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

総務部長の説明は終わりました。○當間盛夫委員長

これより、甲第１号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

新里米吉委員。

今回の補正予算は、先ほどの説明がありましたが、国の経済○新里米吉委員
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対策関連経費が圧倒的部分を占めていると考えていいですね。

そのとおりでございます。○兼島規総務部長

それで、全体的に圧倒的に国からの国庫支出金、そして次に○新里米吉委員

多いのが県債になっていますが、県債は県債だけのものもありますが、国から

の支出金等の関係で、国の持ち分が８割だったり、９割だったり、６割だった

りして、それに対する対応費みたいなものをほとんど県債で充てていると見て

いいですか。

県債は対応費等に充てております。要するに国庫の裏負○平敷昭人財政課長

担分に起債を充当しているという形になります。

15ページの物件費その他の経費の場合には、国庫が圧倒的に○新里米吉委員

多い中で、県債ではなくて一般財源を充てていますよね。これも恐らく国の持

ち分があって、何％とかあってのことだろう―例えば観光商工部の天然ガス資

源の場合には、国がどれぐらい持って、後は一般財源で充ててとか。こういう

ことがあると思うのですが、下の教育委員会の特別支援学校の情報端末の件を

含めて説明してください。

観光商工部でありますとか教育委員会の事業は、特に○平敷昭人財政課長

観光商工部の場合は調査事業になります。これは国庫が３分の２の補助率にな

っておりますけれども、内閣府のソフト事業の予算、本府予算になっておりま

すが、こういう調査事業の場合は県債の対象外といいますか、基本的には公共

施設等を整備して、後年度まで施設が残らないものに関しては、起債は地方財

政法上充当できないということになりますので、裏負担分は基本的に一般財源

という形になります。

教育委員会の場合も、備品購入的なもので―これは沖縄特別振興対策調整費

でありますけれども、それは移動、携帯端末とかそういうボード型の情報機器

等でありまして、基本的に県債の充当対象ではないということで、一般財源対

応でやっております。

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

前田政明委員。
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本会議でもうちの渡久地議員が質問していますけれども、イ○前田政明委員

ンターナショナルスクールに関する予算で、いわゆるインターナショナルスク

ールという性格について、まずその設立の経過を含めて改めて、どの程度の―

協定書でいろいろ役割分担があったと思いますけれども、そこのところから。

まず、性格ですね。当初の事業計画から説明をお願いします。

インターナショナルスクールにつきましては、○田中建治科学技術振興課長

世界の科学技術の発展に貢献する沖縄科学技術大学院大学構想進展のため、国

内外の優秀な研究者が安心して家族連れで赴任できる国際教育環境を整備する

こと。それから２点目にアジア・ゲートウェイ構想進展のため、アジアから国

際金融やＩＴ産業等の技術者や企業誘致のインセンティブとするということで

子弟の国際教育環境を整備すること。それから３点目に国際教育に関心の高い

県民や国内、海外の日本人子弟に対して国際教育環境を選択する機会を広げ、

国際的な人材育成につなげることを目的に設置をするということで、県とうる

ま市、それから株式会社旺文社の３者の間で覚書を締結して、準備を進めてき

たところであります。

その覚書の内容はどうでしたか。○前田政明委員

覚書では、沖縄県は校舎建設費について募金や○田中建治科学技術振興課長

補助事業活用など、その確保に責任を持って最大限努力すると。それからうる

ま市はスクール開校までの準備期間、並びに開校後６年間は無償で用地及びセ

ンターの既存施設を貸与するとともに、準備事務所の確保のほか、準備要員１

名を派遣すると。それから旺文社におきましては、初期運営資金の準備をする

ほか、学校法人太田国際学園群馬国際アカデミーで培ったノウハウを最大限に

活用し、必要人員を含めてスクールの運営について責任を持って対応するとい

うことになっております。

資金造成計画は当初どうなっていましたか。○前田政明委員

資金造成計画につきましては、当初は校舎建設○田中建治科学技術振興課長

、 、資金を募金等で集めるということになっておりましたが それにつきましては

リーマンショック以来の経済不況等で募金がなかなか集まらないということ

で、平成22年度の当初予算におきましては、3.6億円はその学校法人が借り入

れると。それから６億円は寄附金で集めるということと、それから3.9億円に
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つきましては、県の補助金を投入するということで先の２月議会で計上させて

いただいて、予算を措置させていただいたところであります。

当初の資金造成計画ということで、校舎建設費、民間募金幾○前田政明委員

らとか。先ほどの補助事業。校舎建設費というのは民間募金で幾らでしたか。

当初は校舎建設費を15億円と見込んだところで○田中建治科学技術振興課長

すけれども、その後に１割圧縮して13.5億円ということにしました。それで

13.5億円を寄附金等で集めるということを考えておりましたが、なかなか集ま

らない状況がありますということで、その13.5億円を、3.9億円につきまして

は県からの補助、それから６億円につきましては募金、それから3.6億円につ

きましては財団法人沖縄国際学園設立準備財団で―学校法人に移行していきま

すけれども、3.6億円を借り入れて対応するという資金計画になっておりまし

た。

インターナショナルスクールというのは私学ですか。それと○前田政明委員

もどんな性格でしたか。

この沖縄アミークスインターナショナルスクー○田中建治科学技術振興課長

ルは、民設民営ということで考えています。

ですから、私学ですかどうですかと聞いている。○前田政明委員

私学になっております。○田中建治科学技術振興課長

これはそうすると、民設民営ですよね。この民設民営だった○前田政明委員

ら、当然覚書に基づいて実施するということですよね。そういう面では、校舎

建設費としての民間募金は６億円ですか。全体で先ほど言った13億5000万円で

すよね、この資金造成計画というものは。要するに皆さんの議会答弁では、イ

ンターナショナルスクールの資金造成計画は、校舎建設費として民間募金６億

円、補助事業３億9000万円、財団借り入れ３億6000万円の総額13億5000万円を

確保することとして財団法人沖縄国際学園設立準備財団と協力し、資金造成に

取り組んでまいりますと。具体的な取り組みとしては県内外の経済団体や民間

企業及び各種団体に対し、企業訪問や募金趣旨の配付等により募金協力を行っ

て、１月末現在で県内外の法人、個人４億円強の寄附金を申し出されておりま
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すと。沖縄県としては引き続き募金活動に努め、次年度―これはいつの答弁で

、 。 、したか ６億円を確保してまいりたいという形での議会答弁 なので今回私学

民設民営である中で、こういうことはほかの私学でもあるんですか。

県内の高等学校、中学校、小学校等々の私学のほうにはそ○兼島規総務部長

ういうものはございません。ただ10数年前に、名桜大学が設立されるときに県

のほうから５億円等々についての出資がありました。

沖縄の私学団体、私学の方々からもいろいろ、助成―要する○前田政明委員

に30年余りになって建物が老朽化していると。そういう面で数々の人材を輩出

してきたと。そういう面で私たちもそれを非常に評価して、県議会でも沖縄県

議会私立幼稚園・中学校・高等学校・各種専修学校振興議員連盟というものが

ありますけれども、私は私学を補助するということは大いに結構だと思うんで

す。そういう面で、この事例は今後の沖縄県の人材を輩出してきた私学の方々

にも準ずる先例という、行政の先例として理解していいのですか。

、 、○兼島規総務部長 基本的には 私学に対する設立に向けての助成というのは

補助金制度も含めてございませんので、それについては基本的にはできないと

いうことではあります。ただ先だっての２月議会で県議会の附帯決議がついて

ございます。今回の予算措置を認めるという中で、私学についても、今回の措

置との均衡を保つための私学への措置については、しっかりやることという附

帯決議がついていますので、その観点からの私学への助成が必要だと思ってい

ます。

これは民設民営で、当初募金でやるということですよね。要○前田政明委員

するに募金でやるということであるのが、なぜ税金を投入する必要があるんで

すか。なぜそうなったの。

当初、旺文社、それからうるま市と覚書等を締○田中建治科学技術振興課長

結した時点では、現時点のような経済不況ではなかったこと等もありまして、

寄附金で校舎建設費―現時点では13億5000万円ほどですけれども、それは確保

ができるという見込みで寄附金で集めるということにしておりましたが、リー

マンショック以来の経済不況等で、企業等からの寄附金がなかなか集まらない

という状況がありまして、スキームを見直したところで、さらに今回はまた国

費を投入させていただくということで調整を進めているものであります。
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この運営は、先ほどの旺文社がずっと運営していくわけです○前田政明委員

か。

この沖縄アミークスインターナショナルスクー○田中建治科学技術振興課長

ルは、現在の財団法人沖縄国際学園設立準備財団が学校法人に移行します。そ

れで学校法人が学校を運営、経営してまいりますけれども、旺文社はそれに責

任を持って支援をするということになっております。

学校運営で赤字になった場合の負担は、旺文社がやるんです○前田政明委員

か。

収支につきましては、開校後学年が全部埋まる○田中建治科学技術振興課長

ころの５年後くらいには好転するということになっておりますけれども、その

間までは、旺文社が責任を持って運営資金を手当てするということになってお

ります。

民間の、そういう旺文社などがやる私学に対して、赤字、そ○前田政明委員

ういう形の前提を想定してですよね。私は市議会議員のころ、この群馬県太田

市の学校を視察したことがあるんですよ。そこの市長が非常に自慢していまし

たけれども―そう大きいところではなかったと思うんですけれども、英語でや

っているということで、当時そこの市長ともいろいろお話しをしたことがあり

、 、 。 、ますが そういう面では私学 そして旺文社が経営の責任を持つと その場合

当然先ほどの総務部長の発言で言えば、これに準じていわゆる私学、一般的な

私学に対してもきちんとした配慮が必要だという点は踏み込まれるわけです

か。

先ほど少し御議論されていますけれども、新設する場合に○兼島規総務部長

は、私学については助成措置というものがございません。設立された後、運営

費に対する助成措置というものがございます。基本的にはそういうことです。

それで今後、例えば新たな私学ができるときに、新規に助成措置をすることに

ついては考えておりません。今回の措置については県議会の附帯決議がついて

おりますので、既存の私学に対して、今回の措置との均衡上新たなる支援策も

含めて支援を拡充してほしい、拡充してくれという附帯決議がついております

ので、その観点から検討するということでございます。
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これは県内子弟への質の高い国際教育の場の提供。今後の沖○前田政明委員

縄振興の観点から。これね、沖縄の私学、これは教育的観点とか、それから沖

縄の質の高い教育だとか、そういう面では比べられないほど―これはこれから

ですけれども、実績というものはありますよね。これは比較にならないほどの

実績があるわけでしょう。

県の教育に占める私学の役割といいますか、実績等々につ○兼島規総務部長

いては、私どものほうも高く評価しているところでございます。

そういう面で、私はいかがかなと思っています。○前田政明委員

それで、これは関係者の子弟の入学というのは聞いていましたけれども、大

体どのような状況なんですか。要するに大学の研究者の確保を含めて、その子

弟云々ということでしょう、この位置づけは。ですので、皆さんなどが言って

いる方々の研究者その他の関係の。これはそのために連携したものでしょう。

だからそういう方々の子弟というか、そこはどうなっているんですか。

現在、沖縄アミークスインターナショナルスク○田中建治科学技術振興課長

、 。ールの次年度設けている定員は280名ということで 出願は225名出ております

その中に独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構―ＯＩＳＴ関係者はどれ

だけというのは、川上企画部長が議会で答弁したところですけれども、まだア

ミークスへの入学の意志は把握できておりません。しかしながら現在ＯＩＳＴ

には180人ほどの研究者がおりまして、その中の３分の１、60人ほどが海外か

らの赴任となっております。既に海外から赴任している研究者の子弟につきま

しては、公立学校等に在籍をしているということで、４月以降は転校を伴うこ

とから、現時点で入学希望者がどれだけという把握ができていない状況になり

ます。今後、アミークスと大学院大学等の研究者とも連携をとりながら、その

確認をしていきたいと考えております。

皆さんが普通の私学ではできない私学でありながら、こうい○前田政明委員

うことをやる背景とは何でしたか。

沖縄技術大学院大学構想を推進する上で必要不○田中建治科学技術振興課長

可欠な条件整備と。それから２点目が県が進めるアジア・ゲートウェイ構想に

おける外国企業、それから外国人のＩＴ関係者、技術者等を招聘する際の条件
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整備と。それから県民子弟の国際的な教育環境を整備して、人材育成をすると

いう３つの目的で設置を考えております。

これはトップクラスの研究者の家族が沖縄にとどまるための○前田政明委員

生活環境、教育環境、そういうことをつくるということが一つの目的ですか。

３つの目的がありますけれども、その１つとし○田中建治科学技術振興課長

て、教育環境の整備も重要だと考えております。

そうであるならば、先ほどの掌握できてないというのはこれ○前田政明委員

は単なる理由ですか。理屈づけだけですか。

アミークスでは、個人的なプライバシーもあり○田中建治科学技術振興課長

まして、どういった職業をされている方のお子さんであるということは公表さ

れていないということがありまして、県のほうではこれからＯＩＳＴ関係者に

状況を確認しながら、連携を進めていきたいと考えております。

もしそういうことであるとすると、これは単なる旺文社の私○前田政明委員

学の一般的な設立に過大な税金を投入して、沖縄の復帰時点を含めて大変困難

な中から、沖縄の人材を養成するために頑張ってきた私学の方々の役割その他

からすると、本当に苦労しながら自助努力という形で頑張ってきている中で、

先ほど言った研究者の方々の家族の子弟―プライバシーがあるとしても、そう

いうことが皆さんのほとんど主な理由だと思うんですよね。このバランスとい

いますか、私はやるならやるで、私学全体に広げないといけないと思います。

そういう面ではそこのところは理解できませんけれども。

総務部長、附帯決議です。これは大学院大学設置支援事業のインターナショ

ナルスクール校舎の整備に対しては、下記の事項に留意して執行すると。１、

県は同事業に対してこれ以上の予算の支援を行わないこと。２、今回の措置と

の均衡を保つため、私学への助成に関して見直しを行い、今後十分な支援を行

うこと。事業の実施に当たっては地元企業云々と。この附帯決議の立場からす

ると、戻りますけれども、どう理解したらいいのですか。２、今回の措置との

均衡を保つため、私学の助成に関して見直しを行い、今後十分な支援を行うと

いうことを前提にして、今度の新たな予算措置なんですか。具体的にはどうい

う見直しが出ますか。私学の助成への見直し。
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附帯決議のほうで、この措置との均衡上という言葉がござ○兼島規総務部長

います。ここは先ほど申し上げましたように、新規の私学を設立する場合には

助成措置というのはございません。そこのほうをとらまえていると思うのです

けれども、今アミークスのほうに、同じ私学でありながら設立する際に国、県

等々からそういった何らかの補助等々が出てくると。それとの均衡上、既存の

私学についても助成措置についての充実を図られたしと私どものほうは重く受

。 、 、けとめております その観点から言いますと その私学の運営につきましては

平成22年度当初予算のほうでも、対前年と比べて1.3％増額して助成を措置し

たところであります。先般12月８日に―今議会のほうにも陳情が上がってきて

いますけれども、私学の団体のほうからこういった均衡上のことも含めて私ど

ものほうに要請がございます。要請は２点です。１点は今既存の助成措置につ

いての拡充を図っていただきたいというのが１点。もう一点は老朽校舎等々が

私学のほうにあるので、老朽校舎に対する県独自の新たな措置をしていただき

たいという２点になっております。12月８日に受けたばかりですので、私のほ

うからは運営費助成措置については今年度もやりましたけれども、引き続き努

力しますよと。その老朽校舎の問題は、もう少し私学団体と詰めなければいけ

ません。どの程度の老朽校舎、それから小学校、中学校、高等学校等々ござい

ますので、その辺のことも含めてもう少し意見を聞いた上で、県としてできる

ものがあるのかということも含めて、予算措置とのことも含めてしっかりと検

討していきたいということです。

1.3％とは予算額で増はどのくらいなんですか、金額で。３○前田政明委員

億円ですか。

平成21年度が私立学校等教育振興費は24億9954万円、平成○兼島規総務部長

22年度が25億3277万円ということで約5000万円の増額ということです。

私は県議会の附帯決議、それは先ほど言った、これはこのま○前田政明委員

までは、幾ら何でも私学の本来の形とはかけ離れ過ぎていますよ。政治的判断

だとしても、これは一つの旺文社というところが運営するわけですけども、余

りにもひどすぎますし、そういう面で今回の措置との均衡を保つ、まず何より

も老朽校舎ですよ。30年経って、もう建てかえなければいけない時期なんです

よ。そういう面で頑張ってきたところに対しては、十分なものが今ないと。話

し合わないといけない。これは話し合う以前の問題ですよ。そういう面では、

新しくインターナショナルスクールにこういう形で財政措置をすると。それは
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それなりに私学の方々からすると、国際的にも役に立つ人材を多く輩出してき

ていると。県内外に輩出してきている。これはそのとおりですよ。スポーツや

その他、勉学の面も含めてですよ。そういう面では、私は今回この附帯決議の

趣旨が生かされる形での新たな予算措置とは理解できないです。要するに、こ

れはしっかりと私学への助成への見直しを行い、ですよ。予算をふやしたのは

いいですよ。けれども抜本的には―これは校舎整備に関してですよね。そうい

う面では、この附帯決議の中身を十分に実施をしたという、そういう中での予

算措置ではないですよね。

今回の12月補正予算で先ほど申し上げましたように、私学○兼島規総務部長

のほうからは12月８日に、ある面では今回の措置に含めてどういったことを県

のほうに要請するかということについて、12月８日に私どものほうに要請に来

ました。そういった老朽校舎の改築について、県独自の助成措置を講じてもら

いたいという要請の内容になっております。それにつきましては私学と詰めな

がら、これについては当初予算―平成23年度の当初予算の中で、しっかり調整

しながら、措置等について考えていきたいということでございます。

これはやるんですよね。要するに、その老朽校舎に対して私○前田政明委員

学の方々から求められている。これまでの沖縄の私学の果たした役割は大きい

と。そういう面でこの行政的な、いわゆる私学に対して行政的差別をしてはい

けない。少なくとも法のもとの平等ですよね。それなりの恩恵は平等に受ける

権利があると。そういう形を含めてしっかりとこの私学団体の皆さんの―特に

老朽校舎の建てかえは大変な資金を伴うわけで、そこに対しては前向きにしっ

。 。かりと話し合って検討していくと そういう形での立場と確認していいですか

はい。附帯決議を重く受けとめて、その観点から私学のほ○兼島規総務部長

うと意見交換していきたいと思います。

ぜひそれはやっていただきたい。しかし、余りにも当初の趣○前田政明委員

旨との関係で、当初の趣旨との関係ではこの予算措置というのは全く想定外で

すよね。もともとお金を出す予定ではなかったんですよね。当初の事業計画か

らすると、これは想定外ですよね。

インターナショナルスクールにつきましては、○田中建治科学技術振興課長

当初は寄附金で校舎建設費を確保するということで進めてまいりましたけれど
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、 、も 長引く経済不況で企業等からの寄附金がなかなか集まらないということで

スキームの見直しをさせていただいて、先の２月議会で３億9000万円の県費を

投じたということと、今回、それでも寄附金が６億円までに達しなかったとい

うことで、今回は国費を投入させていただくということになりましたので、そ

こをぜひ御理解をいただきたいと思います。

最後に確認ですけれども、当初の寄附金のかわりに幾ら税金○前田政明委員

が投入されたんですか。

寄附金の目標額は６億円でありました。それで○田中建治科学技術振興課長

11月の末時点で、寄附金額は３億1000万円になっております。今回国費につい

ては３億9000万円ということでありますが、これについては執行の中で調整さ

せていただきたいと思っております。

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

照屋守之委員。

今回の補正予算で、経済対策関連を中心にということですけ○照屋守之委員

れども、前の政権のときも各分野にわたって相当な経済対策をやってきました

よね。それが新政権になって、３兆円の予算が組まれているものを国会の議決

を無視してこれをはがして、そうやりながら今度は自分たちの独自の経済対策

もないのにずるずると景気を悪くして、そういう形で今回の経済対策の補正予

算を組んだわけでしょう。それに伴って全都道府県そういうことをやりました

ということなんですけれども、これを見ていると、要は農業基盤整備の農業関

、 、連の予算も含めて 前に予算を組んだものをぶった切って予算執行させないで

結局この予算はこういう経済対策の名のもとにやりますよという形で復活して

きている、そういうたぐいのものではないの。どんなですか。前に予定してい

たものをやらないで、それをあたかも新たな経済対策みたいな感じで出してき

たのではないの。

確かに当初予算の中で、例えば土地改良事業を中心に予算○兼島規総務部長

。 、が削減されるという措置等々がございました それから新石垣空港に関しては

国の航空機燃料税であるとか、着陸料であるとか、そういった見直しを特別会

計の中でやるという関係で少し整備がおくれると懸念されることがあって、そ

の中で政府のほうは今回の補正予算の中で地域活性化であるとか、社会基盤整
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備であるとか、そういったものに対してもやはり予算措置が必要だということ

で、今回予算措置されて―全部ではなくて、確かに一部そういうものがあるの

かもしれませんけれども、全体として地域を活性化し、雇用関係、それから経

済の浮揚につなげるという措置がなされたものだと思っています。

この補正予算まで前政権で予算を組んだものを、あの事業仕○照屋守之委員

分けの名のもとに何の成果も出すこともできないあのようなものを、国民にア

ピールしてさんざんそういうものをやったあげく、前政権の予算よりはるかに

。 。大きい予算を組んで執行したわけよね ところがそれでも経済はよくならない

子ども手当もつけました。あれはどうなりましたかという話です。高速道路も

あのようにしてやっているけれども、結局わけわからない状態にして、雇用、

雇用と言いながら、あれだけ働く場所もわけわからないのに、きょう来る総理

大臣なんかは雇用、雇用、雇用と言って、そういうことをやっていきながら、

じゃあ、この経済対策に係る分が本当にそういうものにつながっているんです

かということを考えてたときに、結局前の自由民主党政権がやってきた、全体

的な仕事をつくることによっていろいろな経済、働く場所をつくって経済を活

性化させていくという、あの手法以外の何者でもないわけさ。最悪なのは、そ

れを否定してきたにもかかわらず、あの名護市辺野古の問題で否定したにもか

かわらず、結局そこに戻って来たという今の政権のそういうありようが、経済

対策にもあらわれているのではないかと思うわけですよ。これを県としてはど

うとらえているんですか。

前の政権、それから鳩山政権等々を含めて、これだけのリ○兼島規総務部長

ーマンショック以来の経済の落ち込み等々に関して―雇用問題も含めてですけ

れども、いろいろな策を打ってまいりました。ただ、地方等々の疲弊した経済

状況というのはなかなか回復しないという観点から、ある面では今回の菅政権

の中でも、地域を活性化しないとなかなか景気は浮揚しないと、雇用情勢もよ

くならないという観点から、コンクリートから人へというキャッチフレーズは

ございましたけれども、やはりそれなりに地域のほうに産業、社会基盤整備を

含めて整備をしないと難しいということでの今回の国の予算措置だと考えてお

ります。

それと非常に解せないのは、そういう緊急経済状況というの○照屋守之委員

は、それぞれの地方も含めていろいろ違いがありますね。特に沖縄県は離島県

でそういう主な産業もないので、製造業もないので、非常に厳しい状況はあり
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ますよね。そのときに、こういうことをやるときに地域主権をうたう政権だか

ら、本来は上で補正予算を組んでおろす前に、それぞれのそういう地域の実情

に合ったような経済対策と雇用対策とか、そういうものを取りまとめて、それ

に沿ったような予算措置をつくるということが、今の常識ではないかなと思い

ます。時間的にも余裕があったわけです。彼らはわけのわからないことばかり

やってきて、また事業仕分けとかこのようなことでやってきたわけでしょう。

ですから、本来はそういう形で沖縄県の雇用の実情、経済の状況はどういうも

、 。のがありますかということを吸い上げて それに沿ったような形でやっていく

もしそれができなければ、一括交付金をどんどん言っているわけだから、この

分上げるからあなた方の好きなように経済対策をやってください、雇用対策を

やってくださいということが筋ではないかと思います。逆に県のほうもそうい

うものを要求してもいいと思いますよ。こういう過程は、国とのやりとりとか

はありましたか。

これはある面で雇用対策も含めてですけれども、オールジ○兼島規総務部長

ャパンの施策の中なものですから、なかなか下から積み上げていくという方法

を今回とっておりません。確かにおっしゃるように、それぞれの都道府県によ

って雇用のミスマッチであるとか、雇用がこれだけ停滞している状況は違って

いるかと思うのですけれども、具体的にそういったものに打ち出せるような仕

組みになっていないところは、若干あろうかと思います。ただやはり、オール

ジャパンとして、こういった雇用関係についてもきめ細かくやっていかないと

なかなか難しいところもありますし、もう一つ、やはり緊急となっているわけ

ですから、そういった意味で国のほうとしても即対応しないといけないという

観点から、こういった仕組みになっているかと思います。下から積み上げて、

こういう形で雇用情勢にマッチするような制度という形での仕組みには、今回

の補正予算もなっておりません。それについては今後そういった対策を打ち出

すときに、我々のほうとしてもできるだけ沖縄県の実情に合うような予算措置

等々について、しっかりと国のほうに要請していきたいと思います。

総務部長が基本的に申し上げたことではあるのですけれ○平敷昭人財政課長

ども、あとは事業―特に今回の補正予算の中身は、やはり普通建設事業費の補

助事業費とか、そういうものが多いわけですけれども、実施している中身とい

うのは、確かに前政権、今政権も余り変わりがないところではあるのですが、

今回の補正予算の中身は、もともと各分野で予定していた事業といいますか、

事業箇所、後ろに控えていた事業を増額して前倒しするという意味では、こち
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らの要望を取り入れたものも一部あるということはあります。要するに、全く

無関係で上からこれをやれと言うわけではなく、事業の中身は前倒しをしたと

いうことで、もともと予定していた事業をやるという意味はありますよという

ことだけは申し上げたいと思います。

これはわかりきったことだよ。ですからそれをさっきから言○照屋守之委員

っているのではないのという話です。かわりばえしない―あのときに削ったも

のが農業基盤整備でも復活してきているだけの話さ。そういうことでしょう。

ですからこういうことではなくて、国道の草刈りとか、県道の草刈りも含めて

１億2000万円入っているけれども、本来はあれはまさに失業対策事業。そうで

すよね。ですので、あのようなものを全市町村も含めてバーンとやれば、雇用

対策なんて一発に解決できるわけ。このねらいとする雇用経済対策というもの

が。本来はそういうことを上に上げて、そこも政権も考えてもらうという―民

主党政権であればもう少し人気が上がったのになと思っているわけさ。残念に

思っているわけです。

次に、インターナショナルスクールに対する国からの沖縄特別振興対策調整

費でやって、いろいろ頑張ったということで、単費ではなくて国から出すとい

うことで、これは努力を良としてやりたいのですけれども、うるま市の―我々

県議会議員は、県も含めてこのことに非常に責任を感じているわけですよ。あ

の具志川野外レクリエーションセンターという公園は、市民の公園を市議会で

１回否決されて、なおかつもう一回再提案して、それも全会一致ではないです

よ。賛成多数のもとに、沖縄の科学技術の振興のために、世界に貢献をしてい

くこの拠点を恩納村につくって、その関連の施設であればやむを得ないという

ことで、あれは市議会でも相当もめて行った意思決定なんですよね。うるま市

栄野比という地域については、区は全会一致で残してくれという要求だったわ

けさ。ですからそういう経緯を踏まえて、今のインターナショナルスクールの

寄附金がどうのこうのとかといってやりとりしているんだけれども、あの地域

、 。 、からする とこれをしくじってもらうと大変なことになるわけよね ですので

県は非常に大きな責任がありますよ。株式会社旺文社との関係もありますけれ

どもね。ですからそういう紆余曲折を経て、うるま市民も全部が全部賛成して

。 、いるわけではない でも科学技術の振興のためにということで協力してやって

なかなかそういうお金も集まらないという事態を市民は見ていると、市役所も

含めて、県は何を考えているのだろうという疑問が出てくるわけですよ。そう

すると、この公園用地を提供したにもかかわらず、建設に関するそういう負担

も出てきませんか。この学校の運営に関しても自治体として負担が出てきませ
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んかという不安が相当あるわけですよ。ですから今回こういう形で建設につい

てはめどをつけたということからすると、地域としては非常に安心しているん

だけれども、建設費用はしっかりとこの分で見込まれるんですか。大丈夫です

か。

校舎建設費につきましては、今回の補正予算で○田中建治科学技術振興課長

もってこれ以上の建設費の負担はないということで確認をしております。これ

で校舎は来年の３月18日に竣工するということで予定しております。

これまでの経緯も含めて、しっかり地元のうるま市のほうに○照屋守之委員

は説明されていますか。

うるま市の企画担当部長、それから副市長には○田中建治科学技術振興課長

御説明をしてございます。

向こうの懸念するような、例えば運営費に対する部分とかそ○照屋守之委員

ういうことも出ていますか。

運営費につきましては、初期の運営資金も含め○田中建治科学技術振興課長

、 、て学校法人が運営・経営してまいりますけれども 初期の運営資金については

旺文社が責任を持って対応するということになっておりまして、そこにつきま

してはうるま市も覚書の中で確認をしておりますので、特段うるま市から運営

についての話は聞いておりません。

県とこの学校法人ですかね。そういうものも入りながらいろ○照屋守之委員

いろ協定も交わしながらやっている分については、うるま市も県のやっている

ものについては評価しているんですよ。しっかり協定を結んで、地元の企業も

建設に関して入れますよという形で、いろいろすったもんだしながらそういう

仕組みをつくりましたよね。ですので、そういうもの一つ一つの県の誠意はわ

かってはいる。ただ、なかなかこういう経済状況の中で、お金が集まらなかっ

たということもあって、この分についてはどうなんだろうねという疑問があり

ましたよ。我々は、これ以上県の単費では負担はしませんよ。でも県は寄附金

とか、国との調整でいろいろそういう仕組みをとっているから、絶対迷惑をか

けない形でやりますよということは、常々ずっと言い続けてきた。今回こうい

う形で、国のほうから何とかその仕組みがとれているというものは、私はほっ
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とすると同時に、皆さん方の頑張りも非常に評価しておりますよ。こういうも

のができていく、沖縄科学技術大学院大学の関連でそれができていく、その地

域もこういう形で協力体制をとってきたということも含めて、しっかりとやっ

てもらわないと。自分たちだけ努力してますよ。旺文社も努力してますよ。あ

っちも努力していますよでは通らないですよね。うるま市では県の用地もほか

の場所にあるんですよね。あるのだけれども、なぜあえてそこかという、いろ

いろな議論もあってこういうことになっているからね。だから、合わせてこの

予算に入っている分の沖縄自動車道石川インターの周辺整備、設計調査があり

ますよね。これをもう少し説明してもらえませんか。これもどうなんだろうね

という疑問の声が出てきているわけさ。

今回の補正予算に合わせて交通拠点施設を整備○田中建治科学技術振興課長

するということで、国、県合わせて150万円ほど予算を計上させていただいて

おります。この交通拠点施設整備事業は、沖縄自動車道石川インターチェンジ

付近のバス乗り継ぎ施設や、地域振興施設等を備えた交通拠点施設を整備する

ということで、今回の補正につきましては、施設整備に向けた用地の測量、そ

れから地権者の調査を実施するということにしております。

この分については締めたいと思いますけれども、県は県で周○照屋守之委員

辺整備について責任を持たないといけない。旺文社は旺文社で、こういう形で

沖縄がそういうことでやるのであれば協力したいということで来ました。地元

の自治体は自治体で、そういうことをやれば一緒に協力しましょうということ

になって、今それが進んでいるわけですね。ところが、当初の目標どおり寄附

金を集めてどうのこうのとかというものがだんだん崩れていく。そうなってく

ると県も厳しい。旺文社、運営する主体も厳しくなっていく。用地を提供した

うるま市も厳しいということ。これは、一つの目的を達成するために当初の予

定が少しずつ崩れてそういう形になって、今何らかの形でまた別の手段を使っ

てそういう方向に行くわけですけれども、ですから私はみんな苦しいと思って

いる。皆さま方も苦しい。うるま市も旺文社も苦しいと思っている。これはや

はり、そういう厳しいながらも、それぞれがそれぞれの分野で一生懸命努力を

していって、新しいものをつくっていくという産みの苦しみという部分で、ぜ

ひ―皆さん方にしか言えませんので、県が主体になってぜひ来年の４月に開校

していく。その次の平成24年度に沖縄科学技術大学院大学がスタートしていく

というステップに向かって、厳しい面はあるかもしれませんけれども、しっか

り頑張ってくださいね。お願いします。



- 22 -
H22.12.17-02

総務企画委員会記録

もう一点だけ。10ページの地域水産物供給基盤整備事業費、うるま市勝連津

堅地域の事業ですけれども、この内容を少し最後に説明してもらえませんか。

内容について御説明申し上げます。うるま市の津○安里和政漁港漁場課班長

堅地区の津堅漁港におきまして、津堅漁港の外郭施設の整備を補正予算で行う

予定としております。事業費2096万円のうち国費が1886万4000円、中身につき

ましては、外郭施設の整備と泊地のしゅんせつでございます。もう１地区ござ

いまして、阿嘉漁港の整備でございます。阿嘉漁港の岸壁改良工事も入ってお

ります。２地区合わせまして、補正額１億886万4000円となっております。

総務部長。このような内容だったら勝連地域外１地区と書く○照屋守之委員

なと言うんだよ。勝連地域で１億円ぐらいのものと錯覚するから、どういう内

容ですかと聞いているんだよ。全く―期待させてさ。１億円ぐらいの農林水産

の販売所とか、そういうものをつくって地域の活性化を行うものだと思ってい

たのだけれども。終わります。

休憩いたします。○當間盛夫委員長

（休憩中に、先に新里米吉委員から要求があった乙第５号議案に関する

補足説明資料が、執行部から提出された ）。

再開いたします。○當間盛夫委員長

ほかに質疑はありませんか。

山内末子委員。

天然ガス資源緊急開発調査事業について、もう少し具体的な○山内末子委員

事業内容をお願いいたします。

この調査につきましては、現在の沖縄県のエネ○富永千尋産業政策課副参事

ルギー構造がどうなっているかと申しますと、ほとんどが島の外から化石燃料

を入れている状況です。この割合が99.8％です。そういう中にあって、以前か

ら沖縄本島にあります島尻層という地層があるのですが、その中に天然ガスが

。 、含まれているということが復帰前の調査でわかっております 今回の事業では

そういったエネルギーの自給率を高めるために、この島尻層の中にある天然ガ

スがどれぐらいあるかという調査を行うものです。
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具体的にはどの地域の調査になりますか。○山内末子委員

島尻層はまず沖縄本島の中南部に分布していま○富永千尋産業政策課副参事

す―方言で言うクチャですね。これが風化したのがジャーガルということらし

いです。ですからクチャがある地域。あとは宮古島ですね。こちらはほとんど

島尻層で構成されているということで、ですから沖縄本島の中南部と宮古島に

おいて調査をいたします。

その沖縄本島中南部、宮古島と言いますけれども、広いです○山内末子委員

。 、 。よね その中でも どちらかという限定とかはまだされていないんでしょうか

調査区域は、島尻層があるところを横断する形○富永千尋産業政策課副参事

で調査をしていきます。これは以前の―復帰前に行った調査というのは、要す

るにボーリング調査をしています。これは点の調査なんですね。今回やるのは

測線に沿って調査をしていくので、断面といいますか、面での調査が今回可能

になります。これは新しい技術を使ってそういった調査をしていきますので、

そうすると、以前はこの点、この点で全部を予想していたのが、今回の調査で

ある程度、もう少しはっきりした天然ガスの分布の状況がわかるのではないか

と期待しております。

今の内容ですと、別に掘らなくてもよい形で、断面だけを調○山内末子委員

査をしていけばできるということですよね。

イメージとして、病院のエコー、スキャンをや○富永千尋産業政策課副参事

りますよね。あのイメージです。車で少し地面に振動をブーと与えて、今そう

いう微弱な振動を感知できる機械がございますので、それで地層の状況を把握

するという方法でやります。イメージとしてはスキャンになります。

沖縄県には本当にエネルギーがないという点では、大変将来○山内末子委員

的にはいいのかなと思うのですけれども、その調査をした先には、そういった

形で中南部、あるいは宮古島でそういったエネルギーが、天然ガスがこの辺に

、 、 、あるんだとか そういうことがわかれば その先の事業の展開というのですか

それはどう考えておりますでしょうか。
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１つは、こういった天然ガスを利用する場合は○富永千尋産業政策課副参事

鉱業法というものがありまして、これに基づいて鉱業権という権利を取らない

といけないです―これは今までいろいろな方たちが鉱業権を設定していて。で

すから事業化ということになると、例えば鉱業権を持っている方、それと土地

の所有者がいらっしゃいますよね。あとはこういうものは当然投資がかかりま

すので、そういった投資をする方たちがいろいろな合意形成を図っていきなが

ら、その利用を行っていくというスキームになると考えております。ですから

この調査が終わって内容がほぼ明らかになったら、この調査内容を公表すると

ともに、この天然ガス、しかもこれは一緒に温泉のようなものが出てくるんで

すよ。この水がそれなりに価値があるということで、こういったものをいろい

ろと総合利用していくために、そういった機運を盛り上げるためのシンポジウ

ム、こういったものも予定しております。

その調査自体、それから事業化していくまでのスキームとい○山内末子委員

うのですか、スケジュール的なものも立てていますでしょうか。

具体的なロードマップのようなものはまだ構築○富永千尋産業政策課副参事

はしてないのですけれども、これはまず、要するに賦存量といいますか、復帰

前の調査では非常にアバウトでこれぐらいと出ているものを、今回どこそこに

どれぐらいという精度が上がると考えております。こういった精度が上がった

段階で、具体的にどう活用していくかというロードマップにつながっていくの

ではないのかなと考えております。

とても将来的にすごい展望があって、温泉でも掘り当ててい○山内末子委員

ただいて、ぜひ沖縄県のエネルギーもそうですけれども、温泉も当てていくと

観光にもつながっていくという点では、大変この調査自体が意義のあるものだ

と思っていますので、どうか頑張っていただきたいと思います。

もう一点だけ。先ほどもありましたけれども、こういう大事な調査が、今回

の緊急経済対策で入ってきたこと自体本当に―先ほど照屋委員からもありまし

たけれども、なぜ今なのかというところもひとつお願いいたします。

今回、国の経済対策のメニューの中で、一番に雇用人材○平敷昭人財政課長

育成という分野と、新成長戦略の推進加速というものと、あとは地域活性化と

かそういうメニューがあるのですけれども、天然ガスの分は新成長戦略の推進

加速という分野の天然資源確保の推進として経済対策の中に位置づけられてい
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まして、その一貫として今回の天然ガスの調査事業が、この補正予算でやれな

いかという話が来たということであります。

あと１点だけ。この調査は今回の補正予算だけで終わります○山内末子委員

か。来年度も予算をつけないとだめな事業になりますか。

現時点では、まずは島尻層にあると言われてい○富永千尋産業政策課副参事

る天然ガスのの賦存量を調べるということですので、これはおおむね１年で完

了いたします。その先は、先ほど山内委員から御質問があったロードマップと

かは、またその内容が明らかになった時点で検討していくことになると考えて

います。

ありがとうございます。あと１点だけ。債務負担行為補正の○山内末子委員

中の沖縄県立石川青少年の家、玉城青少年の家の指定管理についてお願いしま

す。今回この指定管理がシルバー人材センターに決まったようですけれども、

その経緯についてまずお願いいたします。

７月ごろから公募を始めて、それからその公○佐次田薫生涯学習振興課班長

募に際し、５者に現場説明に来ていただきました。その中に社団法人うるま市

シルバーセンター、一般社団法人南城市シルバーセンター、社団法人糸満市シ

ルバーセンター、それと民間会社２社の５者が現場説明に来ていまして、その

現場視察を終え、実際公募を出してきたときに、シルバーセンター３者が共同

企業体という形で応募しております。

決定した大きな要因は何がありますか。○山内末子委員

１つ聞いていたのは、うるま市シルバー人材○佐次田薫生涯学習振興課班長

センターのほうが―先ほど照屋委員からの話もありましたけれども、うるま市

具志川野外レクリエーションセンターをずっと管理委託していまして、それが

今回廃止といいますか、なくなったということもあって、それに類似している

事業を青少年の家でやっているということで、ぜひそのノウハウを生かしたい

ということで応募したと聞いています。

確かに具志川野外レクリエーションセンターの委託をうるま○山内末子委員

市シルバー人材センターがやっていましたけれども、具志川野外レクリエーシ
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ョンセンターと青少年の家、それとは類似していますけれども、やはり青少年

の家は児童・生徒の野外学習、体験学習、教育的見地が大変高いところだと思

うんですよ。そういう意味で少年たちが、児童・生徒がそこで学ぶところがシ

ルバー人材センターというのが、なかなかイメージが―大丈夫なのかなと危惧

、 。しているところがあるのですけれども その辺についてどうお考えでしょうか

共同企業体ということで、任意団体というこ○佐次田薫生涯学習振興課班長

とで３者集まってやるのですが、そこの運営にかかる職員については新たに雇

用していくということで考えておりますので、そういう提案を受けております

ので、そのシルバー人材センターの会員がそこの運営全部に当たるということ

ではなくて、例えば指導業務に当たる職員、例えば社会教育主事の資格を持っ

ている方とか、教育経験者とか、あとは社会教育の指導経験がある方とか、そ

ういう人を新たに採用していただくという提言で参加しております。

確認ですけれども、シルバー人材センターのほうは管理を主○山内末子委員

としてやっていくと。ある意味で指導的なところは、新しく社会教育指導主事

ですとか、そういう方々をどちらが採用するんですか。

今回、指定管理を受けているところはうない○佐次田薫生涯学習振興課班長

シルバー人材センターとなっておりまして、共同企業体になっております。そ

こで職員を採用して運営に当たっていくということになっております。

これまでは、そこの施設長のほとんどは教員の方がやってお○山内末子委員

りましたけれども、そういう意味でも教育的な分野のことで子供たちへの指導

体制が落ちてくるとか、そういうことはないような形をぜひつくっていただき

たいんですけれども、その辺は今新しく―社会教育主事ですか、そういう方々

を配置するということになっていますけれども、教育委員会としては、そこに

は職員を全く１人も配置をしていかない状況になっていくのですか。

県の職員については、配置の予定はありませ○佐次田薫生涯学習振興課班長

ん。

もう一回確認。指導的な分野はどちらのほうが責任を持って○山内末子委員

やっていくんですか。
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業務仕様書のほうで―公募を受ける際にやっ○佐次田薫生涯学習振興課班長

ていますけれども、公募するに際して、組織については社会教育主事資格者と

か学校教育経験者、あとは社会教育団体での指導歴がある者を採用していただ

いて、運営に当たるということで応募していただいていますので、その方々が

指導業務に当たるということでございます。

そこを利用している児童・生徒、それから学校関係者、それ○山内末子委員

から社会的な地域の皆さんたちもそうですけれども、本当に安心して安全にや

ってこられたのも、やはりそういった教育的見地の教育委員会がしっかりと運

、 。 、営に当たっていたということが とても大きいと思います そういう意味では

ぜひ教育の質を落とさないという形での―そこはことし初めてですので、ぜひ

その辺を注視していただいて、教育委員会も全く管理も運営もタッチをしない

状況になりますが、その辺のところはことし１年間しっかりと注視をしていた

だいて、その質を落とさないということをぜひお約束をしていただきたいと思

います。

指定管理者任せではなくて、本庁にも指導業○佐次田薫生涯学習振興課班長

務に携わっている職員がいますので、プログラム実施については本庁側も一緒

になっていろいろ―危機管理とか、月に１回指定管理者との会議を現在でも行

っておりますので、そういう面で質を落とさないように実施していきたいと考

えております。

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

崎山嗣幸委員。

関連しますけれども、債務負担行為補正ですが、シルバー人○崎山嗣幸委員

材センターにうるま市具志川野外レクセンターのノウハウがあったからという

ことで、そこに指定管理するとの説明がありましたけれども、社会教育主事を

配置するから問題はないと言っておりますけれども、実際このシルバー人材セ

ンター組織そのものが、教育的観点から責任を持って運営するものと僕は思う

のですが、職員を配置すればいいことではなくて、理事長初め任命とか、役員

はどのようになっているのか。

シルバー人材センターと名称はつけています○佐次田薫生涯学習振興課班長

けれども、これはいわゆる県知事の指定を受けた人材シルバーセンターという
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位置づけではなくて、３者の共同体ということで任意団体になっております。

そこで新たに運営協議会というものを３者で持ちまして、そこが運営するとい

うことになりますので、現在あるシルバーセンターがそのまま入っていくとい

うことではありません。

理事長とかがどういう性格、任命されているのかということ○崎山嗣幸委員

を聞いているわけです。３者の共同企業体で。

理事長については、うるま市の金城氏という○佐次田薫生涯学習振興課班長

方が代表して理事長になると聞いております。

聞いているのは、このシルバー人材センターが指定管理、運○崎山嗣幸委員

営すると言っているけれども、この教育というのか、これは社会教育主事を配

置するからと言っているけれども、そうではなくてシルバー人材センターその

ものが、そういったことを責任を持つのではないかと私は聞いているので、こ

の理事長を初め何名かの役員構成は青少年の育成をする、管理をするというノ

ウハウというのか、専門性というのか、持っている方なんですかと聞いている

んです。３者のトップですよ。

うるま市シルバー人材センター、その中には○佐次田薫生涯学習振興課班長

教職員経験者―先ほどの金城氏もそうだと聞いています。そういう方が入って

運営に当たっていくということで聞いております。

このシルバー人材センターの、３者の共同企業体そのものの○崎山嗣幸委員

中には、業務分掌の中で役割がしっかりとうたわれているのですか。

県が公募する場合には、業務仕様書というも○佐次田薫生涯学習振興課班長

のを出しておりまして、この業務仕様書の中にはそういう指導分野について、

先ほど述べたような教職関係者とか、社会教育主事の免許を持っている人を雇

用するという条件で応募しておりますので、それは大丈夫かと思います。

休憩いたします。○當間盛夫委員長

（休憩中に、當間委員長から今の答弁では質疑に対する的確な内容とな

っていない旨の指摘があり、再答弁を求めた ）。
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再開いたします。○當間盛夫委員長

佐次田薫生涯学習振興課班長。

この青少年の家の運営に関しては、約款のほ○佐次田薫生涯学習振興課班長

うに入っております。

これは共同企業体の中で、そういう役割が入っているという○崎山嗣幸委員

ことで理解していいんですよね。先ほどうるま市具志川野外レクセンターの実

績があると言っています。この実績はうるま市シルバー人材センターの１カ所

だけですか。３者が入っていますよね。ほかの実績はないんですか。

実際こういうレクセンターを運営している実○佐次田薫生涯学習振興課班長

績というものは、うるま市シルバー人材センターだけでございます。

次ですが、先ほど議論がありましたように、科学技術振興費○崎山嗣幸委員

の中のインターナショナルスクールについてお聞きします。この件の国費の投

入なのですけれども、これは私学振興の一環ということで投入したと理解をし

ていいですか。

インターナショナルスクールにつきましては、○田中建治科学技術振興課長

先ほどお話ししましたように３つの目的があります。沖縄科学技術大学院大学

構想を推進する上で必要不可欠な条件整備と。それから２点目は、県が進める

アジア・ゲートウェイ構想における外国企業誘致の条件整備。それから３点目

は、県民子弟の人材育成ということで、これは政策目的で設置するスクールと

考えておりまして、私学振興という形のものとは別に考えております。

先ほど聞いたのですけれども、皆さんは当初は寄附金等自費○崎山嗣幸委員

で行う構想から、一転して厳しくなったということで国費の投入になっており

ますが、これの望ましい形態といいますか、実際皆さんの考え方そのものは、

私学に初期の建設の段階から助成するのではなくて、自費でというのがあくま

で望ましい考え方ですか。

平成20年７月のころに株式会社旺文社、うるま○田中建治科学技術振興課長

市、それから県の３者で覚書を締結した際に、うるま市は土地を提供していた
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だだくと。それから旺文社は経営のノウハウ、それから初期の運営資金、そう

いったものを手当てしていただくと。それで、県におきましては、この校舎建

設費につきましては、補助事業等の活用や寄附金等で手当てをするということ

になっておりまして、できましたらそれは民間の活用ということで、校舎建設

費等も民間のほうでできましたらそのほうがよろしいと思いますけれども、こ

ういった時世ではなかなか厳しいということで、校舎建設費については県のほ

うで手当てをさせていただくということになっております。

、 、○崎山嗣幸委員 聞きたいのは 先ほどの議論で事情は理解できますけれども

この学校がハイレベルな、国際的な人材育成という意味で理由にしております

けれども、この理由と皆さんが言っている私学振興の、一般的な私学と同列に

扱っているのですかという疑問と、理由の中で、これはレベルがハイレベルで

国際的なレベルに持っていくから、これは今回これまでですと。その後の私学

の建設には助成はしませんということで私は聞いたのですけれども、この国費

についてはこれからは私学助成には入れないと。運営費は考えているけれども

ということで聞いたのですが、この一般的な私学の助成とここに投じたハイレ

ベルな大学だという理由で整合性はとれているのですかということを私は思っ

たので、皆さんはほかの私学はこれほどのレベルではないので該当しませんと

いうことだと思うのだけれども、この整合性はあるのですかということで疑問

になったので、この考え方を聞きたいと思ったのですが。

先ほど来申し上げましたように、私学の建設にあたって県○兼島規総務部長

等々が助成するということは基本的にはございませんし、国の制度もこれはご

ざいません。ただ前回、名桜大学に対して出資する場合は、先ほど５億円と申

し上げましたけれども、10億円だと思います。10億円出資したわけですけれど

も、そのときは地域振興という立場で、その当時―これは実を言いますと、所

管をめぐって当時の文書学事課のほうで所管するのか、それとも企画調整室の

ほうでやるのかという議論があったのですけれども、やはりここは私学の助成

というわけにはいかないものですから、その当時企画調整室のほうで10億円を

出資すると、地域振興という観点から出資した経緯がございます。そういった

意味で言いますと、今回は先ほど来企画部のほうで説明していますように、そ

ういう立場で助成をすると。あくまで私学の助成という立場ではないというこ

とでございます。

今総務部長がおっしゃるということは、これはあくまで私学○崎山嗣幸委員
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助成の一環ということではなくて、地域振興という立場で特別にこの国費を投

入するという理解でいいですか。

そのとおり理解してよろしいと思います。○兼島規総務部長

それと具体的説明の中で、インフラストラクチャーの要請が○崎山嗣幸委員

あると聞いたのですが、その現地から、沖縄自動車道石川インターから高速バ

スの入り口までのバス路線と聞いたのですが、これは一般の皆さんも乗れる、

一般の旅客運送バスの配車なのですか。

交通拠点施設整備事業につきましては、この大○田中建治科学技術振興課長

学院大学、それから琉球大学、それからうるま市のバイオセンター、そういっ

たものの公共交通アクセスを円滑にするということで、沖縄自動車道石川イン

ターチェンジ付近のバス乗り継ぎ施設、それから道の駅等に似たような形の地

域振興施設等を備えた交通拠点施設を整備するということで計画をしておりま

す。それで今年度は、補正予算で調査費を計上してございます。

普通の方が乗れるのかという話がありましたけれども、これは乗り物という

ことではなくて、施設を整備するということでございます。

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

玉城義和委員。

今の関連で、来年４月に開校するわけですね。○玉城義和委員

来年４月の開校を予定しております。○田中建治科学技術振興課長

インターナショナルスクールの生徒の構成というか、260名○玉城義和委員

を募集するのですか。

初年度は、280名の予定をしております。○田中建治科学技術振興課長

その中の目的が３つもあったのですが、大学院大学の教職員○玉城義和委員

の子弟は把握していないということはどういうことなのでしょうか。

アミークスインータナショナルスクールに現在○田中建治科学技術振興課長
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確認をしておりますけれども、保護者の職業等については公開をしないという

ことがあって、把握できていない状況にあります。

アミークスインターナショナルスクールは、基本的に一つの○玉城義和委員

目標として大学院大学の子弟の受け入れということを考える以上は、そのプラ

イバシー云々ということも当然あるかもしれないけれども、どれぐらいの割合

で受け皿としてそこを受けるかということは非常に重要なことではないのです

か。

先ほどお話ししましたように、ＯＩＳＴには○田中建治科学技術振興課長

180人ほどの研究者がおりまして、３分の１ほどの60人が海外から赴任をして

いるという状況があります。今後さらにこの代表研究者の採用活動が本格化し

てまいりますので、海外からも研究者がさらにふえるものと考えております。

そういったことでは、研究者の子弟のアミークスインターナショナルスクール

への入学が、アミークスインターナショナルスクールのすべての学年が開設さ

れるとともに、受け入れ体制も整備されていく中で、このアミークスインター

ナショナルスクールへのＯＩＳＴ関係者の子弟の入学がふえていくものと考え

ております。

現在はこの子弟、子供たちはどこに行ってるのですか。○玉城義和委員

現在は公立の学校等に行かれていると聞いてお○田中建治科学技術振興課長

ります。

そうすると、公立の学校というのは、公立の高等学校という○玉城義和委員

意味ですか。

公立の小中学校です。○田中建治科学技術振興課長

よくわからないのだけれども、外国人の子弟のことを僕は言○玉城義和委員

っているのだけれども、外国人の子弟が今地域の小中学校に行っているという

ことであれば、この子たちは日本語での授業を受けることが可能ということで

すか。

英語のできるサポーターの教師がついて、授業○田中建治科学技術振興課長
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を行っていると聞いております。

そうすると現在、公立の小中学校、高等学校はいないのです○玉城義和委員

。 、か―高等学校はいない いずれにしても日本の学校で十分足りているというか

要は足りているわけですか。

現在のＯＩＳＴの外国人の子弟は、60人の外国○田中建治科学技術振興課長

人の研究者のうちの10名ほどだと聞いております。そういった方々は公立の学

校で学ばれておりますけれども、今後―年度末に向けてアミークスインターナ

ショナルスクールへの転校等が出てくる場合ということもあろうかと思ってお

りますので、県としましては、このアミークスインターナショナルスクール、

それから大学院大学の研究者等と調整を図りながら、アミークスインターナシ

ョナルスクールの活用を進めてまいりたいと考えております。

私も不勉強でよくわからないのですけれども、前田委員との○玉城義和委員

議論を聞いていて、一つここのところが疑問になってきたわけですが、要する

に外国人の教授陣とか、人がいたにしても独身もたくさんいるわけであって、

そのうちのどれぐらいが本当にインターナショナルスクールに行くかというの

は、これはやってみないとわからないという面もありますけれども、恐らく日

本に来て、日本で生活するのだから、普通の学校がいいという人もいるでしょ

うしね。要するに、県が考えているような誘導というのは必ずしもうまくいか

ないのではないかと、直感的にそういう感じを受けるんですよね。恐らくこの

公費を入れて鳴り物入りでやって、今先ほど照屋委員からあったように、それ

ぞれ３者、４者苦労している中でふたをあけてみると、実際に思惑どおりには

。 、全くいかないということも十分考えられるのではないかと 直感的な話ですが

そんな感じもしますけれども、その辺の見通し含めて280名の定員の中で、そ

ういう構成というか、県内からどれぐらい、国内からどれぐらい、あるいは外

国人はどれぐらいという、そういう構成のようなものも考えているのでしょう

か。そうしないと、これは恐らく思っていることと全く違う話になることは十

分にあるのではないかと思うのですが、どうですか。

出願状況は280名の定員に対しまして、225名と○田中建治科学技術振興課長

いうことになっておりますが、県外からは３名ほど、残った方々はすべて県内

に在住される方と聞いております。



- 34 -
H22.12.17-02

総務企画委員会記録

その225名のうちの外国人は何名なんですか。親の職業は別○玉城義和委員

にして。

現時点では、外国人ということの把握はできて○田中建治科学技術振興課長

おりません。

そうすると、これは最初から全然―先ほどの３つの話も含め○玉城義和委員

て、皆さんが企画したものとは合わないということが最初から明らかになって

いるのではないのですか。そういう意味で言えば、これはかなり考えているこ

とと実態が合わないという、そういうことを露呈しているのではないの。どう

なの。

現在のＯＩＳＴの代表研究者は25名ほどですけ○田中建治科学技術振興課長

れども、その中には外国人は３分の１ほどになっております。今後は代表研究

者につきましては、25名から開学までには50名ということで倍に想定をされて

おりまして、この代表研究者にさらに研究者が10名ほどついていきますので、

開学の時点では500名の研究者等がＯＩＳＴにいると。そうした場合には、こ

の500名のうちの半数ほどは外国人の方々になると考えておりまして、その子

弟が今後アミークスインターナショナルスクールに入学をしていくものだと考

えております。

一種のとらぬタヌキの皮算用みたいな話になっているのだけ○玉城義和委員

れども、例えば必ずしも全部が妻帯者というか、既婚者でもないわけだし。必

ずしもその人たちが家族で来るわけでもないわけだし、単身赴任もあるし。要

するに、その来た人たちに子供がいたとしても、必ずしも英語の学校に入れる

ということはむしろ考えにくいというか、異文化を学ばせるためにむしろ現地

の学校に入れるということも十分に考えられるわけであって。そうすると、そ

の辺のところの兼ね合いというか、先ほどの私学との関係で言えば、県内の人

が多数を占めていくとなると、今の例えば既存の高等学校―私学の高等学校に

英語の学科をつくるとかでも、そういうものでも十分足りていくということで

考えていくと、非常にこれは考えている立脚点みたいなものが揺らぐという可

能性が出てくると思うのですが、どうでしょうか。

先ほどお話ししましたように、アミークスイン○田中建治科学技術振興課長

ターナショナルスクールは設置目的が３つあるということで、ＯＩＳＴの研究
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者の子弟の受け入れということとあわせて、さらに県のほうで進めております

。 、アジア・ゲートウェイ構想の中で外国企業を誘致すると それからＩＴ関係者

技術者、海外からの技術者、研究者そういった方々も招聘していくということ

になっておりまして、その方々の子弟も受け入れると考えております。ですか

らＯＩＳＴ関係者子弟だけではなくて、海外企業の方々の子弟、外国の方々の

子弟も入って、なおかつ県内の国際教育に関心のある父兄の方々が子弟を入学

させていただだけると考えております。

今の話を聞いた限りではこれは非常に頼りないというか、不○玉城義和委員

透明というか、どうなるのかやってみないとわからないという非常にあいまい

さをだんだん広げていってしまって、だんだんわけがわからなくなるような、

そういう３つのものからだんだん広げていかないとつじつまが合わないような

話になってしまって、もう少しきちんとこれはやらないと、大変各方面に負担

が出てくるような感じがしないわけでもないんですよね。それだけ申し上げて

おきます。

もう一つは、株式会社旺文社の役割というか、旺文社がただで金を出すわけ

ではないだろうから、旺文社が担っている役割というか、旺文社が将来的に何

をなさるのか。例えば学校が赤字になった場合に旺文社はどうするのか。理事

会とか今の学校法人と旺文社との関係というのは、将来的にこれはどうなって

いくのですか。

アミークスインターナショナルスクールは、基○田中建治科学技術振興課長

本的には財団法人沖縄国際学園設立準備財団から学校法人に移行するというこ

とで、学校法人の理事構成は現時点では旺文社が過半数を置いて、残ったとこ

ろは県内の関係者が入るということで考えております。ですから学校法人が学

校を経営してまいりますけれども、旺文社はその過半数をとって経営に責任を

とっていくということになっております。

非常に重要なところですけれども、要するに学校法人に移行○玉城義和委員

する時期というのは、来年の４月を起点にするとどれぐらい先なのですか。

学校法人につきましては、この法人の設置認可○田中建治科学技術振興課長

が来年の３月に予定されておりますので、その時点で準備財団から学校法人に

変更することになります。
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もう少し具体的に教えてほしいので、要するに来年の４月か○玉城義和委員

ら学校法人に移行するとなると、理事の数は何名で、旺文社がそのうち何名を

占めることになるのでしょうか。

開校初年度の理事構成につきましては、理事全○田中建治科学技術振興課長

体で５名ということで予定していると聞いております。それで５名のうちの３

名につきましては旺文社の関係の方、それから残った２人の方は県内関係者と

いうことで考えております。それから評議員につきましては11名ということで

ありまして、評議員については特に旺文社が過半数をいただきたいという話は

聞いておりません。

理事の重役会議うちの３名が旺文社。そうすると―これは今○玉城義和委員

、 、先ほどの申し上げた議論を踏まえて考えると 推測も含めてそうでありますが

旺文社側にすれば、この学校の形態が沖縄科学技術大学院大学関係者の子弟が

入ろうが入るまいが余り関係ないわけです。要するに問題は、学校法人として

沖縄でそういういわゆる国際的な学校をつくって、どこの子弟であろうが取り

込めばいいということになるわけであって、当初の県費を投入したことが果た

してそこで本当に趣旨・目的に合うかどうかというのは、これはこういうとこ

ろまで考えてくるといささか揺るぎが出てくると思います。恐らく旺文社の役

割は非常に重要だと思うので、損得ないところに金を入れる企業はないので、

それはそれなりの旺文社のノウハウがあるわけであって、当然にその辺は勝算

があるというか、見通しがあるから旺文社だってやるわけで―非常に老舗の出

版社ですから。そういう意味で言うと、これはよほどしっかりしたことを考え

ていかないと、旺文社の経営がそこに全部反映する、投影されるという、我々

のコントロールのきかないということに十分なりかねないと。大学院大学の子

弟は思ったように来ないということになりかねないと―これは多少悲観的過ぎ

るかもしれませんが、そういう危惧をきょうの議論を聞きながら思ったわけで

すが、総務部長どうですか。その辺は大丈夫ですか。歯どめはききますか。

先の２月定例会の中でも、附帯決議の４項目の○田中建治科学技術振興課長

中で運営主体の役割や権限、責任の所在を明確にすることという項目がありま

して、これを受けまして今沖縄県、うるま市、旺文社、準備財団の４者で、こ

の沖縄アミークスインタナショナルスクールの設立後のあり方に係る、学校運

。 、営に係る基本合意書を締結するという準備をしております そういったことで

さらに県からの関係者の理事を２名、それから評議員も県関係者、うるま市関
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係者を評議員に推薦するといったことで、今玉城委員が言われたところについ

ては対応させていただきたいと考えております。

５名の理事の中に、うるま市関係者とか沖縄県関係者が入る○玉城義和委員

ことになっているのですか。

初年度の理事構成につきましては、２人が県関○田中建治科学技術振興課長

係者ということでありますけれども、校長は理事になるということになってお

りまして、先だって山内彰氏―現在の準備財団の理事長ですけれども、この方

が校長予定者になっております。ですから県関係者の理事の１人は山内彰氏と

いうことになっておりますけれども、もうお一方につきましては、これから県

かあるいはうるま市か、県内の方々を勘案しながら推薦をさせていただくとい

うことで考えております。

５名のうち３名が旺文社というところがみそで、なかなか微○玉城義和委員

妙なところで大したものだと思いますが、そういう意味では、これは糸の切れ

たたこにならないようにきちんと県としても注意深くやっておかないと、いつ

の間にか全然手が届かないところにいっているということにならないように、

くれぐれもお気をつけていただきたいと思いますし、我々も注目をしていきた

いと思っています。

平成22年度12月補正予算（案）説明資料の６ページ、沖縄新規学卒者緊急就

職支援事業を少し説明していただけませんか。

現在、来年卒業する高校生、大学生の就職内定率○又吉稔雇用労政課副参事

が厳しいものですから、今回の補正予算でもって、就職がまだ決まっていない

、 。高校生 大学生等に対しまして就職支援を行っていこうという事業であります

具体的には高等学校、大学卒業予定の方々を１週間程度―まずビジネスマナー

とか、面接対策等の基礎的研修をやって、それから就職まで専門的なコーディ

ネーターをつけまして、その後の就職までの面接対策とか、履歴書の書き方と

、 。 、か そういうものを引き続きやっていくと 最終的には就職面接会を来年１月

２月、３月、各月１回やって就職に結びつけていくと。県外から求人開拓いた

しまして、月90社程度来てもらって、就職面接会を開催して来年卒業予定の方

々を県外就職に結びつけていくと。県内・県外の企業に就職面接会に来ていた

だいて、就職に結びつけていくという内容になっています。
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そういう相談者は、個別に個人個人につけるのですか。○玉城義和委員

大体20名に対して、２人のコーディネーターをつ○又吉稔雇用労政課副参事

けるというイメージで考えております。

イメージがわかないのですが、今12月ですよね。この事業は○玉城義和委員

今年度の卒業生を対象にしているんですか。

来年の３月の卒業予定者を中心に考えておりま○又吉稔雇用労政課副参事

す。

いかにもこれは遅いので、来年の話ならわかるけれども。来○玉城義和委員

年とか再来年の話なら。要するに10月ごろにみんな決定するわけでしょう。９

月、10月には。これを今からやって、正月―年明けて、予算を執行するとなる

と、これはもうほとんど２月、３月になってしまって、とてもできないのでは

ないの。

この補正予算の事業につきましては、３月までに○又吉稔雇用労政課副参事

面接会までやって、就職まで結びつけていこうと考えておりますが、また来年

度の予算につきましても、これ以上の事業を予定しているところであります。

休憩いたします。○當間盛夫委員長

午後０時01分 休憩

午後１時24分 再開

再開いたします。○當間盛夫委員長

午前に引き続き、質疑を行います。

玉城義和委員。

午前中にも申し上げたのですが、ある面で言えば、全般的な○玉城義和委員

就職活動というのはことしは特に大変厳しいこともあって、大学生も厳しいわ

けですが、非常にこういう事業としては遅いという感じを持っていまして、何

となく行き当たりばったりというか、予算の消化というか、そういう感じはし

ますが、実際問題として年が明けて―今が暮れですから、年明けて、正月を越
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してこういうものが始まってくるのが１月の下旬と。実際問題、これは事業効

果として見込めるのでしょうか。

この事業は、実は時期が余り残り少ないというこ○又吉稔雇用労政課副参事

ともありまして、教育関係等の連携も必要ですのでそのような連携をして、例

えば企業への事業説明会とかは既に進めておりまして、すぐ来年１月から取り

かかれるようにしているところであります。対象者の学生といたしましては、

大体360人程度を予定しておりまして、そのうち就職率８割程度―290名程度の

就職に結びつけたいという考えで進める予定であります。

どうしてこういう事業が今ごろから予算がつくんですか。要○玉城義和委員

するにもう少し―なぜことしの夏とか、あるいは初年度から計画的にやれない

のでしょうか。

県のほうでは７月に県内県外合同企業就職説明○又吉稔雇用労政課副参事

会、さらに10月に同じく県内県外就職―今度は面接会とやっておりまして、今

回新たに就職内定率が低いということで、国の経済対策を活用して内定率をも

っと上げていこうということで、今回実施することにしております。

県内の大学と高等学校の就職内定率を、全国平均も含めて挙○玉城義和委員

げてもらえますか。

高等学校卒ですが、９月末現在で沖縄県が９％に○又吉稔雇用労政課副参事

対しまして全国が40.6％となっております。大学が沖縄が10月末で21.1％、全

国が57.6％という結果となっております。

大変深刻な状況ですよね。高等学校が９％なんて、要するに○玉城義和委員

希望者のうち、100名に１人しか決まっていないということですよね。そうす

ると、今あなたがおっしゃっていた８割程度を目指すには―290名を目指すと

言っても、これは焼け石に水で、これはほとんど効果もないということになり

ますよね。これでいって今おっしゃった１億5000万円かけて、290名の手当て

をするにしてもどうなんですか。結果として、高等学校の就職内定率は何％く

らいの達成見込みなのですか。

全体でどれくらい見込んでいるかということでござ○又吉稔雇用労政副参事
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、 。いますが できるだけ前年を上回るように努力していきたいと考えております

休憩いたします。○當間盛夫委員長

（休憩中に、玉城委員から290名でどの程度就職内定率を押し上げるの

かについて再度確認があったが、執行部から回答はなかった ）。

再開いたします。○當間盛夫委員長

玉城義和委員。

要するに、全体の１億5000万円もこれからかけて、どれくら○玉城義和委員

い押し上がるかもわからないと。全体的に３月末でどれぐらいの就職内定率を

目指すか等も出てこないということでは、こういう予算の組み方自体が非常に

深刻味がないというか、全体的な計画内の中で予算の消化をやっているという

ことがどうもやはり感じられるので聞いたのですが、何となくそういう結論で

すね。非常に深刻な割に、こういうピンポイントみたいな充て方で就職状況全

体が押し上がるとは考えられないですよ。構造的な問題もあるしね。そういう

意味でこれは基本的な対策が必要であろうと思うのですが、この予算の組み方

、 、 。 、 。で 総務部長 これはどうですか こういう組み方をして 今のような実態は

昨今、国、他の都道府県でもそうなのですけれども、新卒○兼島規総務部長

者の就職内定率がかなり悪いという状況を受けて、今回の緊急経済対策の中に

国のほうもその辺のことを措置しながら補正予算を組んで、その中で沖縄県と

してこういう形の事業を仕組んで今回やろうということございまして、この

290名という数字がございましたけれども、多分全般的な数字の目標というの

は先ほど御説明しましたように、対前年度を上回るものが目標でありますけれ

ども、その中に290名が含まれているという観点からの答弁だと思います。そ

ういう観点で私どもとしては、国の緊急経済対策の中に就職内定率を高めるよ

、 、うなそういった仕組みがあるのであれば そこに沖縄県としても予算を組んで

少しでも就職内定率を高めるということを展開したいということでの補正予算

事業の仕組みでございますので、御理解いただければと思います。

１億5000万円も入れて約300名。実際にはこれはできるかど○玉城義和委員

うかわかりませんね。そうすると１人当たりの費用が幾らになるかということ

も出てきますし、そういう予算があるのであれば、もう少し年度当初からきち
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んと全体的にカバーできるような組み方があるのだろうと思います。これはど

ういうことでこういうことになったのかというのは、時間もありませんのでそ

れ以上は言いませんが、もう少しそこは来年度に向けて少し議論をして、もう

少し有効な金の使い方を考えたほうがいいということだけを申し上げておきま

す。

それからもう一つ。中身だけ聞きますが、外国人観光客の沖縄への誘致活動

及び受け入れ環境整備に要する費用というのが２億3000万円、沖縄観光力強化

緊急対策事業というものが出ていますが、この中身について説明をいただけま

すか。

この事業では大きく３つの柱がございまして、１つ○嵩原安伸観光振興課長

が外国人観光客対策ということで、重点市場である台湾、韓国、中国、香港、

それから今後開拓していくロシア、タイ、シンガポール。こういったところを

対象にして現地メディア等を活用した広報宣伝、それから海外の旅行者の担当

者を沖縄に招聘して商談会を開くという事業、それから受け入れ環境の整備と

いうことで多言語のパンフレット、それからドライビングマップ、こういった

ものを作成するということが１つでございます。それから２つ目がスポーツツ

ーリズムの推進ということで、来年の春に新しく読売巨人軍がキャンプをしま

すけれども、それへの対応ということで、プロ野球キャンプの歓迎イベントを

拡充して実施をいたします。それからプロ野球キャンプの経済波及効果を高め

るために、キャンプ地を巡回するバスを10台確保しまして、離島を含めてその

キャンプ地めぐりを支援するということを予定しております。それからもう一

つは文化資源の活用ということで、沖縄にある文化資源―こういったものを中

心にして、旅行社等と連携して観光ＰＲを国内向けに実施するということと、

ブロガーというものが最近はやっておりまして、口コミで観光宣伝をしていた

だくという趣旨で国内16名、それから海外８名を沖縄に招聘して、沖縄の文化

体験などいろいろなイベント等を体験していただいて、それをブログで書いて

いただいて、情報を発信してもらうという事業でございます。

外国人を沖縄に誘客するということですが、要するに世界の○玉城義和委員

観光地、非常に有名な観光地というのは、どこも国内客を半分、外国客を半分

というか、半分以上を外国から誘致しているというところがあるわけで、国内

だけに頼るとどうしても国内景気等々で左右されてでこぼこが出てきてだめな

ので、一定程度の水準を保つには、半分以上を外国からのお客さんを誘致する

ということが世界の先進観光地の大体の傾向であるわけですが、この我が県で
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こういう台湾、中国、シンガポール等々を誘致をするのに、今一番障害になっ

ているというか、壁になっている問題というのは担当部局として一体何だとお

考えですか。

一番大きな要素としては、まだ沖縄自体が知られて○嵩原安伸観光振興課長

いないということがあるのではないかと考えております。というのは、最近香

港から非常に急増しておりまして―これはいろいろな物産のキャンペーンも含

めて、財団法人沖縄県産業振興公社香港事務所を中心にしていろいろな活動を

することによって知名度が上がってきて、距離的にも近いということもあって

たくさんふえてきております。それから中国についても、現時点で昨年度の実

績を上回っているということで、徐々に沖縄が浸透しているということがござ

います。そういった意味では、知名度を上げるということが一番の課題。それ

と同時に―今後の課題なのですが、来ていただいた方々に満足していただくた

めには、言葉の問題とか、いろいろな問題があるかと思いますけれども、そう

いった知らせるということと、それから受け入れ体制を進めていくということ

を同時並行で進めていくことが重要ではないかなと考えております。

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○當間盛夫委員長

よって、甲第１号議案に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員等入れかえ）

再開いたします。○當間盛夫委員長

次に、乙第２号議案沖縄県職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

について、審査を行います。

ただいまの議案について、総務部長の説明を求めます。

兼島規総務部長。

それでは、平成22年第６回沖縄県議会（定例会）議案（そ○兼島規総務部長

の２）をごらんください。
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３ページをごらんください。

乙第２号議案沖縄県職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例につい

て説明いたします。

この議案は、本年10月に行われた沖縄県人事委員会の給与等に関する報告及

び勧告並びに国及び他の都道府県の職員の状況を考慮し、沖縄県職員の給与に

関する条例など関係する条例を改正するものであります。

改正の内容を申し上げますと、異動に係る地域手当を廃止する。法律で定め

るもの以外に給与から控除できる費目を規定に加える。時間外勤務手当につい

て、日曜日又はそれに相当する日を月に60時間を超える時間外勤務の合算に含

めることとなっております。

以上、乙第２号議案の説明をいたしました。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

総務部長の説明は終わりました。○當間盛夫委員長

これより、乙第２号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○當間盛夫委員長

よって、乙第２号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第３号議案外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等

に関する条例の一部を改正する条例について、審査を行います。

ただいまの議案について、総務部長の説明を求めます。

兼島規総務部長。

同じく６ページをごらんください。○兼島規総務部長

乙第３号議案外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関す

る条例の一部を改正する条例について、御説明いたします。

この議案は、県の職員を外国の政府や地方公共団体等へ派遣する場合、その

派遣期間中に職員が受け取る県からの給与等と外国政府からの報酬の合計額

が、国家公務員が海外で勤務する際の基準となる外務公務員の給与・手当等を

超えないようするための条例改正であります。
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以上、乙第３号議案の説明をいたしました。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

総務部長の説明は終わりました。○當間盛夫委員長

これより、乙第３号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○當間盛夫委員長

よって、乙第３号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第４号議案特別職に属する常勤の職員及び一般職に属する常勤の職

、 。員の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例について 審査を行います

ただいまの議案について、総務部長の説明を求めます。

兼島規総務部長。

乙第４号議案特別職に属する常勤の職員及び一般職に属す○兼島規総務部長

る常勤の職員の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例について、説明

します。

特別職に属する常勤の職員及び一般職に属する常勤の職員の給与の額を減ず

、 、る特例措置につきましては 職員の給与等に関する報告及び勧告等を勘案して

当該特例措置の一部を廃止するため、当該条例を改正するものであります。

具体的には、知事及び副知事を除く特別職について、現行の給料の５％を減

額している特例措置を平成23年１月から廃止します。

また、一般職については、現行給料の３％、期末・勤勉手当の２％を減額す

るなどしておりますが、当該特例措置を平成23年１月から廃止します。

以上、乙第４号議案の説明をいたしました。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

総務部長の説明は終わりました。○當間盛夫委員長

これより、乙第４号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。
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質疑はありませんか。

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○當間盛夫委員長

よって、乙第４号議案に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員等入れかえ）

再開いたします。○當間盛夫委員長

次に、乙第５号議案沖縄県部等設置条例の一部を改正する条例について、審

査を行います。

ただいまの議案について、総務部長の説明を求めます。

兼島規総務部長

乙第５号議案沖縄県部等設置条例の一部を改正する条例に○兼島規総務部長

ついて、御説明いたします。

この議案は、文化、観光及びスポーツに関する施策を総合的に実施する目的

で文化観光スポーツ部を設置するほか、環境施策を強化するために環境部門の

部を再編する等の改正を行うものであります。

なお、本条例は平成23年４月１日から施行することとなります。

以上、乙第５号議案の説明をいたしました。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

総務部長の説明は終わりました。○當間盛夫委員長

これより、乙第５号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

新里米吉委員。

この追加資料の文化観光スポーツ部の組織案、これはきょう○新里米吉委員

に審査に必要でかつ重要な資料ではないかと思うのですが、皆さんの認識はど

うですか。
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確かに細かい事務分掌等々が網羅された組織図の再編図に○兼島規総務部長

なっておりますので、事前に皆さんのほうにお配りしなかったことに対して、

おわびを申し上げたいと思います。必要な措置だと思っています。

今必要だと言われたわけだから、少なくと―遅くともきのう○新里米吉委員

までには配られているべき資料だと私は思っているのですが、そこはどうなん

ですか。

私ども議案説明をする際に、大まかな部の再編のことにつ○兼島規総務部長

いて、資料をもとに各委員に回りながら御説明した経緯がございます。ただそ

の時点では、今お手元の細かい資料については作成されていなかったものです

から、そのときにお配りすることについてなされなかったという事実がござい

ます。その後、この細かい事務分掌等含めて資料が整いましたので、求められ

ている委員とその後説明する委員の方にはお配り申し上げましたけれども、全

般にわたって、しっかりと一斉にお配りしながら説明することが必要だったと

思っておりまして、深く反省しております。

前に説明に来られたときには、非常に簡単なものを持ってき○新里米吉委員

てあったのだが、その時点ではできていなかったと。いつこの資料はできたの

ですか。

12月８日に作成―いや、お配りしてございます。○兼島規総務部長

12月８日に配って。きょうは何日だったか―17日。９日間も○新里米吉委員

私たちに配らないで。

課レベルまでの、今の細かい資料につきまして○池田克紀行政改革推進課長

は、おおむね12月８日ごろに資料としてできておりまして、その後委員の中に

課レベルまでの資料が欲しいという方もいらっしゃったものですから、それ以

降―12月13日、14日にかけてお配りしている方もいらっしゃいます。

これはね、本人が要求しなくても当然配られるべき資料です○新里米吉委員

よ。ですから、できていないときに大まかな資料を配ったのであれば、これが

できた時点で我々が当然手に入れなければならない資料なんです。過去のこう
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いう審査のものを調べてみたら、みんな配られているのですよ。こういう議論

をしているのですよ。あんな簡単な話ではないのだよ。こういうところまでな

いと、部の設置とか、機構改革というのは議論できないのは当たり前の話なの

に、その資料も提供しないで。非常に腹が立っているのは―私はきょう相当頭

にきているんだけれども、本来前もって配られるべきものが配られていない。

ですから私が委員会開会前に要求したのですよ。その場で配られるべきでしょ

う。１時間たっても配ろうとしない。相当侮辱されているような感じですよ。

総務部は我々審査すべき委員に対して相当ないがしろにしているよ。なぜすぐ

配らなかったのですか。準備してなかったのですか。

その時点では準備しておりませんでした。それで甲第１号○兼島規総務部長

議案の審査中だったものですから、審査中に私のほうから至急資料を整えるよ

うにと指示を出して、配った経緯で１時間余という形になりまして、大変申し

わけございませんでした。

今の話を聞いてもね、総務部のこの問題に対する姿勢が非常○新里米吉委員

に問われる。準備しておくべきでしょう。本来なら前もって配るべきもので、

遅くともきょう朝には準備しておくべきなのに、私が指摘して―どうなってい

るんだと言って、その場で配るかと思ったら配りもしない。準備もしていなか

。 、 。った こんなやり方で―私が言わなければ これはどうなったかもわからない

配られたかもしれないし、配られなかったかもしれない。配るにしても今ごろ

配ったかもしれない。私たちに検討もさせないで、大事な資料を見せもしない

で、この部設置、機構改革をやろうとしていたのですか。

ここは重々おわび申し上げますけれども、私どものほうと○兼島規総務部長

、 。 、 、しては 大まかな資料で説明したと もう一つは 細かい資料につきましても

事前に求められた―ここは確かに事務手続上そごがございます。そういう方々

に配った経緯があって、全員に行き渡っていないという認識がなかったもので

すから大変申しわけないのですけれども、その時点では全員に配られていると

、 。 、いう認識はあったものですから このように審査に―議会に臨んだと しかし

委員からそういう指摘をされて、資料が皆さんに配られていないということが

判明したものですから、急ぎ指示をして配ったという経緯がございます。

ですから、みなさんの認識がいかにひどいかがわかっている○新里米吉委員

わけですよ。当然審査は―あの最初に配られた簡単なものでは審査できないこ
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とはわかりきっている。追加資料がなければ審査できないのですよ。その資料

がきのうまで配られなかったから、私はすぐ早い段階で―委員会開会する前に

指摘をしたのであって。それも準備もされていなかったと。ウッター我々にこ

れを審査させようという気があったのかどうかと疑われるんですよ。相当腹立

って―きょうは腹に据えかねているんですよ、さっきから。

それで、組織案についてですが―追加資料について質疑をしますけれども、

県立芸術大学とか、平和祈念資料館の所管はどちらになりますか。

県立芸術大学は、知事部局の文化観光スポーツ部の所管に○兼島規総務部長

なることになります。平和祈念資料館はそのまま環境生活部―仮称でございま

すけれども、環境生活部のほうに残るということでございます。

。 。○新里米吉委員 財団法人沖縄県体育協会はどこにきますか ここにきますか

体育協会は新しい部のほうにまいります。○兼島規総務部長

この部の中に―この資料におおまかに課の名前が書かれてい○新里米吉委員

ますが、参事監を配置するのかどうか。

観光を担っている観光商工部の中に観光統括監がいるわけ○兼島規総務部長

ですけれども、参事監という形で―俗にいう帽子をかぶっている状態なんです

、 。 、けれども 参事監が配置されております 新しい文化観光スポーツ部のほうは

この参事監はもちろん除きます。除いて観光担当の統括監を置く。その上に部

長がいるという形になります。

参事監兼統括監はなくなって、統括監を置くということです○新里米吉委員

が、統括監は１名ですか、２名ですか。それとも３名ですか。

今２名を予定しております。○兼島規総務部長

その２名の担当する仕事―今１名は観光と言ってましたよ○新里米吉委員

ね。あと１名は何を担当するのですか。

１名は観光の２課をまとめる統括監。もう一名は文化スポ○兼島規総務部長

ーツ統括監という形で、文化振興課、スポーツ振興課、それから交流推進課を
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束ねる予定でございます。

来年９月には全体的な機構改革をすると。来年の９月定例会○新里米吉委員

には出す予定―遅くとも来年12月。まあ来年９月を予定していると前に話をさ

れましたね。そうすると、来年９月の全体的な機構改革をするときの皆さんの

ビジョン―いわゆるどういう改革をしようとしているのか。どういうビジョン

で来年９月に全体的な機構改革をしようとしているのか。それは内部で検討さ

れていますか。

今検討しているところでございます。○兼島規総務部長

現在、どういう協議がなされていますか。○新里米吉委員

次年度と申しますか、来年９月定例会に遅くとも諮るつも○兼島規総務部長

りでありますけれども、その次の平成24年度に向けての組織再編は、私どもの

考えでは、まず、ポスト沖縄振興計画がほぼ固まるという状況が出てきます。

それに私どものほうは沖縄21世紀ビジョンを実現するために、基本計画を並行

して作成します。その基本計画を実行できる組織体制ということが基本でござ

います。その中でもう一つ加えますと、一括交付金の行く末がおぼろげながら

見えてきましたけれども、多分これも平成24年度に向けての本格的な一括交付

金という制度要求になろうかと思います。そのあたりの状況を踏まえて、沖縄

21世紀ビジョンを実現するための基本計画がスムーズに実行できるような体制

を基本につくろうと思っております。今検討しているのが、公共事業を含めて

かなり土木建築部、農林水産部関係の事業が落ち込んできてますので、そのあ

たりの組織、定数等についてもしっかり見直す必要があろうかと思っておりま

す。ただもう一方では―これは少し近い将来の話で、まだ議論は煮詰まってま

せんけれども、沖縄総合事務局の行く末も１つございます。先だっての本会議

でも知事のほうから答弁がございましたけれども、沖縄総合事務局が国の出先

機関の改革の中で、もしいろいろな改編等が出てくるのであれば、県が引き受

ける事業も用意しなければなりません。そういった組織体制も考慮しながらの

平成24年度に向けての組織の検討でございます。

沖縄総合事務局についても考えているということでしたが、○新里米吉委員

沖縄総合事務局の今後のあり方は、来年の９月以前には大体方向性が見えると

判断しているわけですね。
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、 、○兼島規総務部長 そういうことではなくて 国のほうの出先機関の改革でも

御案内のとおりなかなか進んでいないいきさつがございます。ただ地域主権戦

略の中では、出先機関の見直しというのが１つございますので、その行く末も

見ながら、受け皿づくりはしっかりやっておかなければならないと思いますの

で、そのあたりの受け皿づくりも含めて、組織体制についても検討したいとい

うことでございます。

来年、総合的なビジョンで組織、機構改革をしていこうとい○新里米吉委員

うことで、今の話を聞いてもそれは非常に結構なことだと思うんですが。沖縄

21世紀ビジョン、ポスト沖縄振興計画含めていろいろな今後の沖縄の方向性―

かなり検討しなければならない課題もたくさんあるんでしょうし、それに対し

てどういう組織体制で臨むかというのは重要なことで、じっくり大まかなこう

いう議論がなされている。そしてそれを具体的にどういう組織で対応していく

、 。かと 時間をかけて方向性を持ってやっていくということが大事だと思います

ただそれに比べると今回出てきたものは、非常に拙速な感じを受けるのです

よ。あなたたち既にビジョンを―ある意味で今の段階から、こういう次の組織

はこういう大きな目標、ビジョンを持って、しかもあと９カ月かけて具体的に

大きな政策目標に向けてどのように検討していくかと。課はどうするかとか、

体制はどうするかとかいうのは、これから９カ月かけて検討しようとしている

わけですよ。部の設置、機構改革というのは、それぐらい大事なことだと思う

のです。組織をしっかりとつくって、そこに適切に人を配置して、遂行してい

く。それに比べたら、これはもう―だからわけもわからないで、要求されて急

いで持ってきたんでしょう。皆さんがいかに急いでこれをやっているかという

ことが見え見えなんですよ。余りにも見え見えすぎる。どういうことなの。

これは実を言うと、今回つけ焼き刃のような感じでできた○兼島規総務部長

組織ではございません。実を申しますと、一昨年来議会の中でもいろいろ御議

論あって、いろいろな御提案を私のほうでも受けております。例えば観光と文

化のコラボレーションで何とか統一的な組織―名称はいろいろなごったな部と

いうような名称で表現されておりましたけれども、そういった組織ができない

。 、 、ものかと 実を言いますと 私ども一昨年来ずっとその議論をしておりまして

もう一つは時代のトレンドがそういうところに来ているんですね。そういった

こともとらまえながら―実を言うと、これは県全体の抜本的な組織改編の中で

も、ここの部分だけはしっかりとこういう組織でつくろうねということで検討
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して、すでに検討が終わった組織なんです。ただこれを先行的に、来年の４月

１日からぜひ実施させていただきたいということでの御提案でございます。

どうもよく理解できない。なぜかと言うと、あれだけ明確な○新里米吉委員

次に向けてのビジョンを持って、９カ月かけてどのようにしていくかというの

を考えようと言っているのに、これについては、先ほどもあったように12月８

日につくりましたと。大まかなものはあったけれども、どうしていいのか、ま

だつくりきれていなかったと。急ぎつくったと。そんなに以前から検討してや

ってきているのであれば、そんなに慌てふためいてつくるような話ではないで

しょう。ですから慌てふためくからきょうのような失態を招くわけですよ。大

変な失態でしょう。もうこれは皆さんがいかに―総務部長がそんなに急いでや

ったわけではない、前から考えていたんだと言う割には、前から考えられてい

るような皆さんの作業の進め方ではないんだな。きょう先ほどからの私の質疑

に対する答弁やこのやり方を含めて。ですから総務部長としては急いでやりま

したと言ってはまずいから、拙速にやりましたとは言えないから―本当は拙速

にやっているけれども、拙速ではないという言葉遣いをしているとしか、答弁

しているとしか見えないような感じがして、もうどうしようもないなと思って

いるんですよ。

名称なんですが、そういうこととの関係で、文化観光スポーツ部とした理由

。 、がよくわからないのですよ 前にもちょっと聞いたことがあるんですけれども

普通、我々が言葉を使うときに文化・スポーツと言うんですよね。いろいろな

本全部見ても。ですから普通だったら観光文化スポーツ部とくるか、文化スポ

ーツ観光部とくるかだろうと思っているのですが―説明に来た人にもそう言っ

ているんだけれども。なぜ文化とスポーツの間に観光が入ったのか納得できる

説明がなかったのですが。これはどういう意味ですか。

ここのほうは、文化、観光と優劣をつけるということでは○兼島規総務部長

なくて―文化環境部という部がございます。それから観光商工部が現在あるわ

けですけれども、物の順序といいますか、その順序を決めるときにどういった

観点からやるのかということなんですが、これにつきましては私どももいろい

ろな意見がございました。観光を先にすべきではないのかとか、観光スポーツ

文化だという議論もございました。ただ庁議の中で、やはり大きな概念のある

文化をまず先に持ってくるという考え方がありまして、私どもの提案としては

大きな概念のある文化、そしてその後に観光、スポーツはやはり観光の一部な

ものですから―先ほど委員おっしゃったようにやはり観光スポーツだという観
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点もございましたので、観光商工部の中にスポーツ関係―プロスポーツを持っ

ているものですから、その中に一つ包含されるところもあるのかなということ

もあって、庁議で概念的な形で文化観光スポーツ部と―いろいろ議論はあった

のですけれども、そういう形の名称にしたということでございます。

私が言っていることと全く違うことを言っているんだよ。私○新里米吉委員

、 、は 文化とスポーツが普通は並べて語られるんですよと言っているのであって

観光とスポーツが並べて語られるとは一言も言ってないよ。ですから観光文化

スポーツ部と言うか、文化スポーツ観光部と言うか―要するに、文化とスポー

ツをある意味の一体性を持って、そして観光と結びつけて並べるのが一般的で

はないかと。それなのにわざわざ中に挟んだのは何ですかと。日本語で普通―

社会的な文章を見ても、文化・スポーツというものはあるけれども、観光がそ

こと結びついてきたり、間に入ってきたりというものは初めて見るんですよ。

ですから何か意図があってのことかなと思って聞いているわけですよ。私の言

っていることに対して全然答えていない。

通常の名称とは違って、私どものほうとしては、やはり大○兼島規総務部長

きな広い概念の文化を先に持ってこようと。その文化の中で観光という１つの

産業といいますか、そこのほうが入ってくると。あとは地域おこし等々含めて

のスポーツがその次だと。概念理論で、ある面ではそういう形の整理をしたと

いうことでございます。

この文化観光スポーツ部というものを設置するということが○新里米吉委員

決まったのはいつですか。

12月１日の県の庁議でございます。○兼島規総務部長

やはりかなり大急ぎで進めてきたなという感じがするのです○新里米吉委員

が、これだけのものをやる場合には関係する人たち―観光とか、文化関係者と

か、スポーツ関係者とかあるから、ある程度意見も聞いたりしながら進めると

いうことがある程度時間をつくって必要なんだろうと思うのですが、そういう

ことはなされたんですか。

文化関係の団体、それから観光関係の団体、スポーツ関係○兼島規総務部長

の団体等々についてはそれぞれの部局を通じて意見聴取をしております。ほぼ
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異存なしということですけれども、ただ観光関係の団体は、やはり観光が先だ

という御意見がございました。ただ私どものほうとして、今言った概念も含め

て説明を申し上げましたところ、観光がサンドイッチになっているけれども、

やはり観光中心のそういった組織だということで、観光振興に寄与するという

ことで御理解を得たところでございます。

この意見聴取というのはいつごろなさったのですか。○新里米吉委員

意見聴取につきましては、12月１日の庁議が終○池田克紀行政改革推進課長

わった直後からずっと―ある日を特定してということではなくて、その時々で

説明に行っております。具体的に申しますと、まず文化関係の団体につきまし

ては、一番早いのが12月２日です。それから12月７日。12月９日。それから12

月15日という形で説明をいたしております。

観光は。○新里米吉委員

観光関係につきましては、12月13日と14日に行○池田克紀行政改革推進課長

っております。

あのね、やはり皆さんいかに拙速かがすぐにわかるわけよ。○新里米吉委員

どういう名称をつけるか、どういう組織をつくるか、話も聞いて意見も聞いて

から名称もつくったり、組織もつくるのであって、これは事後承認を求めてい

るようなものでしょう。庁議が12月１日でしょう。その後に話を聞いて、聞い

たら観光の皆さんから観光は先に持ってくるべきだろうと。しかし、庁議も済

んでいるから泣き寝入りをしないといけないとか。実際はそうなんでしょう。

。 。何しろ観光は12月13日からしか話を聞いていないんです 庁議は12月１日です

事後承認なの、つくってから。意見聴取ではないのです。実際はつくってこう

なりましたから、よろしくということをやったということなのですよ。皆さん

ね、悪いけれども、こうつくりましたからよろしくねと。それは権力から言わ

れたら文句も言いにくいでしょう。それで、皆さんは了解をとったという形態

をつくったということがこれは見え見えだよ。以上です。答弁しなくていい。

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

玉城義和委員。
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今の続きですが、観光業界ですね。どこどこにどういう話を○玉城義和委員

されてどういう返事だったか、ちょっと詳しく教えてください。

観光業界の正式な説明につきましては、12月14日に○下地芳郞観光企画課長

財団法人沖縄観光コンベンションビューローを訪問いたしまして、説明をいた

しました。その後翌日の15日ですけれども、ホテル組合のほうには連絡を入れ

まして、資料を送付して話をしております。あとは個別に一般社団法人沖縄県

レンタカー協会の会長のほうにも話をしております。

僕はそういうことを聞くのは、要するに沖縄観光というのは○玉城義和委員

よく言われるように県のリーディング産業と―引っ張っているし、売り上げも

多いし、影響力が高いわけですね。それで前の観光リゾート局から今の２足の

わらじに移って、業界に不満がたくさんあります。つまり、前の観光リゾート

局のころは、局長という名刺で観光が一つだったと―観光企画課と観光振興課

か。それでよく業界にも来て、いろいろな旅館組合にも来て、エージェントも

キャリアも回ってよく対応もできたと。ところが、商工部と一緒になって、観

光商工部になって、部長がほとんど商工につきっきりと。それで統括監が観光

担当で来ていると。こういう状況で業界は非常に不満もあるわけです。できれ

ば観光部にして、きちんと名刺も観光部長にしてやるべきだという意見がずっ

とある中で、そういうことを勘案しないで今のように３つをくっつけてつくっ

て、財団法人沖縄観光コンベンションビューローなども15日に来て―15日とい

うのは議会はもう始まっているんです。来て、後で相談したら、いやこれは決

まったことだと。県も決まったことだし、ホテル組合も私は14日に電話をした

。 、 。 。んです そしたら 何も聞いていなかったですよ 行ったのはその後でしょう

翌日に行っているので。電話をしてどうですかと言ったら、我々は違和感があ

。 、りますという話でして 非常に違和感があるのできょう議論しますという話で

それで県に行ったと思うんですよ。県はびっくりしてやっているんですよね。

こういう状況なんです、私の得ている情報で言えば。いかにこの案が実際現地

で、現場で苦労している人たちの意思を反映してないかをやはりあらわしてい

ますよね。それで庁議でも、例えば観光を前に持ってくるべきだという意見は

あったわけでしょう。ところが知事が、いや、それではだめだと。文化が前だ

ということで知事が中身を押し切ったのではないですか。だから恐らく現場の

企画部も総務部も僕はたくさん不満があると思うよ。はっきり言ってね。きょ

うここに部長が来ていないのも僕は不満だけれども、つまりそういう意味で、

。 。現場の声というものが届いていないということがまず１つですよ どうですか
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そこは。

名称の問題になっておりますけれども、実を言うと、観光○兼島規総務部長

関係はこういった文化関係、それからスポーツ関係が一緒になったほうが、よ

り観光に資するんだという御意見でございます。そういった関係で今回観光と

文化、それからスポーツを統合することについては、もともと異存ないという

ことでございます。確かに観光リゾート局がございました。ただその中で行政

改革、組織のスリム化という観点で、中２階―当時の地域・離島振興局、それ

から観光リゾート局、知事公室等がございました。そこについては整理すると

いう形で県議会のいろいろな意見も聞きながら、当時はスリム化された組織に

なったと思っております。その中で商工観光部を、観光を筆頭名称とする観光

、 。 、商工部にしたり いろいろな組織の再編がございました 今回私どものほうは

観光商工部に観光を置くよりも、今回のように観光が望んでいる文化とスポー

ツを統合した形でやるほうが、より筆頭部長として観光を担当する―文化も担

当しますけれども、そういう部長ができるわけですから、もっと機動的に観光

施策が展開できるということでこういう組織再編をしているわけです。

ただ、おっしゃるように文化を先にする名称については、後日の説明になっ

て―決定後の説明になったものですから、観光関係の団体からは中身について

は問題ないと。ただ名称だけを先にしてくれたらという話があったものですか

ら、それについては優劣を決めるわけではなくて、観光を中心とする事業内容

ですよということを説明しながら、御理解をいただいたところでございます。

私は、どちらが先に来るかということはそう問題ではないと○玉城義和委員

思うんですね。問題は、沖縄観光をどう考えるかという基本的な問題を言って

いるわけです。業界のほうは文化とかスポーツを観光と結びつけなさいという

意見でして、これは当たり前のことです。それだけではなくて医療もあるし、

健康もあるし、農業もあるし、１次産品もあるし、製造業もあるわけで、だか

らといってすべて並べるわけにもいかないでしょう。ですから事の本質は、沖

縄観光をどう位置づけるかということですよ。行政組織としてあるいは政策と

して。そのことをこれから言おうと思っているのですが。

、 、 。まず 業界からの話では かつては観光リゾート局で名刺１枚でよかったと

これが文化観光スポーツ部長なんて名刺を持っていくと、受け取るほうは一体

何が何だかわからないわけね。これは別に国内だけではないですよ。外国もそ

うですよ。その部長は何をやっているのか―文化担当なのか、スポーツ担当な

のか、観光担当なのかわからないわけですよ。ですから沖縄観光がリーディン
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グ産業というのであれば、そこはやはりそういうことではなくて、もっとやる

ことがあるだろうということなんです。そういう意味では、業界の方々もいろ

いろな不安がありながらも、知事が天の声で―きのうも私の質疑に対して少し

触れたら何と言いますか、非常に意欲的というか、感情的になっていたのはそ

ういうことですが、要するにこれは知事の肝いりでぱっと出てきたということ

が県庁の中でもあるし、業界でもあるわけですね。それはまず言っておきたい

と思っております。

それで、なぜ文化と観光とスポーツを並べるのか。そこのところをわかるよ

うに説明してくれませんか。

私どもの観光の認識でございますけれども、従来の名所を○兼島規総務部長

観光する周遊型観光から、独自の文化を堪能したり、温暖な気候で沖縄でスポ

ーツやレジャーを楽しみたいといった形で少し目的型の観光にシフトしている

という認識を持っております。その中で、文化資源やスポーツイベントを観光

。 、に結びつける取り組みを強化する必要があるということがございます 例えば

全国エイサー大会、沖縄国際アジア音楽祭等々―全国エイサー大会は現在観光

商工部で担っておりますけれども、沖縄国際アジア音楽祭は現在文化振興課の

ほうでやっております。それからプロ野球など各種プロスポーツのキャンプが

活発化しております。それから那覇マラソン―実を言うと那覇マラソンの所管

はどこかと言われますと、これはアマスポーツですから、ある面でこれは教育

庁所管に該当します。そういったところをぜひ一元化した形で発展させていく

仕組みが大変必要だということでございます。加えまして、昨今国のほうも観

光庁をつくりまして文化の産業化であるとか、スポーツアイランド、スポーツ

と観光との結びつきとか、そういった施策のメニューが出てきています。次年

度の新規事業の中にも幾つかそういった事業がございまして、その事業をぜひ

、 、 。執行するためにも組織をつくり上げて 果敢に 機能的にこれを実行したいと

それから、ひいては沖縄観光振興に結びつくのだという観点でございます。

文化というのは、別に観光のためにあるわけではないんです○玉城義和委員

よね。スポーツというのも、観光のためにあるわけではないですよね。今言っ

ているのは、沖縄型の文化財、文化―例えば琉球舞踊であるとか、空手である

とか、沖縄独特の文化とかスポーツが観光と結びつくことによって、より観光

の付加価値を高めるという意味なんですよね。ですから文化というのは、例え

、 、 、 、 、ば書道もあるし 絵画もあるし 文学もあるし 詩歌もあるし 陶芸もあるし

物すごく広いわけですよ。これらを全部含めて文化と言うわけですよね。ずっ
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と広いわけです。スポーツだって、学校のスポーツもあるし、国民体育大会も

あるし、プロ野球もあるでしょう。そういうものも全部含めてスポーツなんで

すよね。スポーツはスポーツで一つの意味を持っているわけで、文化は文化の

意味を持っているわけで、その隆盛をやりながら機能的に、うまく組織的に絡

、 。 、めていくという考え方なわけで これは業界もそうなんです だからといって

これを一緒にすればよいという考え方にはならないんですよね。その辺はどう

ですか。

おっしゃるとおり、今回私ども文化観光スポーツ部になり○兼島規総務部長

ますと、観光だけが振興されるわけではなくて、文化の面の振興、スポーツの

面での振興もあろうかと思っております。なぜかと申し上げますと、例えばお

っしゃるとおり文化は広い概念ですから、書道もあれば、生け花もあればいろ

いろ文化はございます。ただ沖縄の中には独自性を持った―例えば組踊である

とか、琉球舞踊であるとか、空手であるとかそういったものがございます。た

だ今そのまま文化振興課に置いたり、それから空手会館などは教育庁の所管に

なっておりますので、社会体育の一環ですのでそこに置くような形になってお

ります。そうすると、なかなか―世界に発信したり、国内外に発信したりして

観光客に結びつけたほうが琉球舞踊にしても、空手にしてもより発展していく

ということを我々はもくろんでおりまして、そういった観点からやはり一部は

―もちろんしっかりとした文化行政もやりますけれども、その中でも観光と結

びつけたほうがよりよい発展をするという要素もありますので、そこのほうは

ぜひ結びつけたいというのが１つです。もう一つはスポーツの部門なんですけ

れども、今教育庁と仕分けされているのが、学校体育は依然として教育庁の所

管にします。その中で社会体育の分野ですけれども、社会体育の中でもアマチ

ュア部門は教育庁の所管になっております。プロスポーツは観光商工部の所管

になっております。そのコラボレーションが、仕分けがなかなか難しいところ

がございまして、そのあたりも融合した形でやるとアマチュアのほうも発展し

ますし、プロの競技を見ることによって、アマチュアの競技力向上にもつなが

るという観点もありまして、行き着いたところが、融合した形でやろうという

のが私たちの今回の組織再編のもくろみでございます。

今の話だと、要するにスポーツ部門でも、文化部門でも観光○玉城義和委員

に使える部分だけをつまみ食いするということですよ。私が言っているのは、

スポーツは観光のためにあるのではないですよ、文化は文化としてあるのです

、 。よと言っているのは そのもの自体を―私は非常に重要な部門だと思いますよ
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ですから文化スポーツ部をつくるべきだと思いますよ。つまり、そうすべきで

、 、あって 一緒にくっつけて観光に使えるものだけを使っていくというやり方は

文化の部門にとっても失礼だし、スポーツの部門にとっても失礼だと思ってい

るのです。ですからそういうやり方ではなくて、観光部門を観光部みたいなも

のを―沖縄観光が今直面している課題はたくさんあるわけですよね。一番問題

なのは、例えば個人消費額が上がらない。落ちてくる。これをどうするかです

よ。人がふえても７万円を割っているわけでしょう。これは一時期10何万円あ

ったわけですから。こんなことではどうにもならないわけですよ。ですからそ

こにもう一つ課をつくって、個人消費額をどのように上げるかに集中すべきな

んですね。あるいは、延泊というか、もっと日にちを延ばさなければならない

と。４日とか５日とか。幾らでも課題はあるわけですよ。ですから集中して観

光部をつくって、課をふやして、観光の付加価値を高めて、売り上げを上げて

いくということ。そのために、スポーツの中でどういうものとコラボレーショ

ンをするかと―総務部長がおっしゃるとおりで言えば。どういうものを有機的

、 。に結びつけていくか あるいは文化としてはどういうものを結びつけていくか

こういうものは組織論として考えるべき話なんですよ。それをくっつければど

うにかなるという話は、これは全く観光の現状をわかってない方の発想だとし

か思えないわけですよ。実際どうですか、観光の現状は。観光担当の課長から

見解を聞かせてください。

今玉城委員からも話がありましたけれども、観光も○下地芳郎観光企画課長

これまで順調に成長してきておりますけれども、やはりこのところ先ほどおっ

しゃった観光消費額をどうするか、滞在日数をどうするか、それから外国人観

光客をどうしていくのかといったさまざまな課題があることが指摘されてお

り、我々のほうでもそれに向けて解決を何とかしようということで、今いろい

ろな施策を打っているわけですけれども、我々観光サイドとしましては、これ

までの観光商工部の中の位置づけから今の観光客のニーズといいますか、この

部分から見ますと、文化だったりスポーツなどの体験型への関心も非常に高ま

っているわけですから、この分野につきましては強化をしていきたいというこ

とはあります。一方で、その他の部局との連携をどうするのかということが言

われるわけですけれども、これはこれまで以上に新しい部になっていく中で―

観光を中心とする部になるわけですから、農林水産部を初め各部とはさらに強

化をしていくと。当然業界側との連携が必要となってきますので、こういった

総合産業としての役割を新たな部の中でしっかりと果たしていきたいと考えて

おります。
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例えば、観光が持っている条件、沖縄が提供できるいろいろ○玉城義和委員

な要素ということで言えば、むしろ今一番言えるのは健康産業というか、医療

との結びつきでしょう。要するに保養施設として、冬中全国から客を呼んで沖

縄で治療してもらう、あるいはいろんな意味で健康状態を取り戻してもらうと

か、そういうことが一番重要なんですよ。あるいはアグリカルチャーとか、エ

コとか。そういうものを求められているわけですね。農産物との関連とか。こ

ういう意味でいえば、これは全部くっつけなければなりませんよ。健康、医療

もくっつけなければならないでしょう。そういう理屈で言えば。別にスポーツ

と文化だけが観光の条件ではないわけで、今観光企画課長が言うように農産物

とどうするかとか、あるいは健康―観光との関係をどうするかとか。私は健康

―観光というのはスポーツや文化に劣らないと思いますよ。それも一緒にくっ

つけるかという議論なんですよ。そういう議論になってしまうんですよ。です

からそういう議論ではなくて、観光は観光としてやる課題がたくさんあるんだ

から、集中すべきであって分散すべきではないということなんです。私はこれ

は組織論としても政策論としても間違っていると思うのですよ。

確かに観光というのは総合産業ですので、いろいろなとこ○兼島規総務部長

ろの結びつき、波及効果がございます。ただ決して私ども文化面、観光面、今

やっている事業を後退させるということではございません。これもしっかりや

りながら、なおかつ文化面、スポーツ面とつけ加えると、観光発展にも資する

し、先ほど申し上げましたように文化の発信であるとか、スポーツの横の広が

りであるとか、人材育成であるとか、教育であるとか、そういったところまで

波及しますよという意味での今回の部の設置でございます。もちろんほかの農

林水産業とか、今おっしゃるような医療との関係、もちろん観光との結びつき

はございますのでこれもしっかりやりますけれども、これは文化とか一緒にな

ってくっつけるものではなくて、ある面で緩やかな結びつきといいますか、文

化とかスポーツは観光ともっと強烈に結びつけたほうが２つの文化・スポー

ツ、観光にとっても有益になるという観点から今回の組織再編ということでご

ざいます。

余り言いたくはないのだけれども、そういう理屈にはならな○玉城義和委員

いんだよね。医療がそうではなくて、文化とスポーツのほうが医療よりも確実

に強いだなんていう暴論を言ってはだめですよ。こんな言い方は素人に言う話

だよ。ですからそういう議論になってしまうのですよ。なぜそういうものがほ
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かにもありながら、それをあえてスポーツと文化を並べていくかという―要す

るにこれは１人の部長で書道から生け花まで、少年野球からすべてのスポーツ

の部門やプロ野球まで、それから観光の売り上げ高の話まで全部１人の部長で

やるんですか。その辺の組織論の話になるわけね。政策論の話になるわけね。

ですからそのように並べたことが―文化とかスポーツが観光に寄与しないとは

言いませんよ。もちろん寄与しているんですよ。寄与しているから入れるとい

うことにはならないと言っているんですよ。そこのところの区別がついていな

いんですよ。ならば医療はどうしますかという話になってきますよと言ってい

るわけ。医療は観光にとってランクが下だみたいなことを言ったら、そんな言

い方は全然だめだよ。総務部長がそんなことを言ったらだめだよ。

、 、○兼島規総務部長 そういうことを申し上げているのではなくて 医療と農業

そういったものとの結びつきというのは依然として大変重要なので、そこは粛

々と今までどおりしっかりやっていくと。ただ今言ったように文化とかスポー

ツとの関連というのが深まってきていますので、そういった観点から観光と結

びつけたほうが両方にとってもよりよくなるということでございます。決して

医療とかの結びつきが弱いとか、観光で劣るとかそういったことはございませ

ん。

そうすると、この編成は観光を主として、文化とスポーツは○玉城義和委員

結びつけるための材料ですか。

先ほども御説明したとおり、両方です。今言った文化の中○兼島規総務部長

にも静的な文化、それから琉球舞踊であるとか、空手であるとかそういったも

のもございます。そういったものも観光に結びつけることによってより普及さ

れる、世界に発信できる。例えば空手道会館（仮称）の建設についてもここの

分野になります。県立郷土芸能会館（仮称）もここの分野で、この部でやるこ

とになります。それからＪリーグ対応のサッカー場の建設―これについても今

のところ教育庁の所管で、社会体育施設は教育庁が所管しています。そこの部

門をこちらのほうに持ってきて、サッカー場の建設等々についてもここのほう

で加速させるという施策でございます。

後の人もいますので終わりますが、全然説得力がありません○玉城義和委員

ね。もう一つあえて言えば、学校スポーツの関係と何というか、プロ野球だと

か、言っていることはプロ野球は観光に使えるという話で―あとはマラソンで
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すか。プロ野球とこういうことを言っている。要するにこれもつまみ食いとい

いますか、スポーツ全体というよりも観光に使えるものみたいな話をやってい

るのだけれども、例えば国民体育大会などで―少年男子とか、少年女子とか、

高校生だとか社会人と国民体育大会などはつながっていきますよね。そういう

ところで、スポーツの一番のメインというものは、普通で言えば学校体育なの

だと思うのです。広くて人口も多くて。そこを切ってしまって、スポーツのと

ころだけまた観光とくっつけるということも非常に不自然で、このつながりは

どうするかという、一方は教育庁、もう一方は―表でよく見られるものはその

部局というやり方も極めて不自然で違和感があります。その辺はどういう議論

をされましたか。

これは実を言いますと、教育委員会のほうにこういった体○兼島規総務部長

育関係の所管があって、文化関係も一部ございますけれども、ここの部分は平

成18年の地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正で―平成20年から実

施になっているわけですけれども、そこの部分を知事部局に持ってくるという

道が開かれました。この背景はやはりスポーツをもう少し―例えばプロスポー

ツであれ、アマチュアスポーツであれ振興発展させながら、そして一部では学

校教育と何とかこれに結びつける仕組み、そのあたりができないものかという

ことで地方教育行政の組織及び運営に関する法律でそういう改正があったわけ

です。18都県がその改正を受けて、このスポーツに関することの部分を―教育

庁所管の社会体育の部門が中心なのですけれども、知事部局のほうに移管する

手続をとっています。やはりそういう背景の中にはプロスポーツと連動しなが

ら、プロスポーツを見せることによって学校体育の競技力の向上等々につなが

るという観点があるということでございます。

全体の部局の編成は次年度ということですよね。そうであれ○玉城義和委員

ば、何でこの文化観光スポーツ部だけを取り出して、こう慌てて未消化なまま

―業界についてもわずか１週間とか、３日前に話をしてこんなに慌てて、これ

だけを突出して進めなければならない理由はどこにあるのですか。

まず１つは、先ほど御説明しましたけれども、国のほうで○兼島規総務部長

もやはり観光庁ができて、そういったスポーツに結びつける、文化に結びつけ

る、それから国のほうも文化の産業化という施策がございまして、そういった

メニューの中でやはり文化と観光と結びつけたような施策の展開が沸き起こっ

ておりまして、次年度新規の予算の中でもそういったものもございますし、も
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う一つは、やはり知事公約の空手道会館（仮称 、それから県立郷土芸能会館）

（仮称）建設、それからＪリーグ対応のサッカー場の整備などについてもでき

るだけ早く着手して、実効あるものにしたいということもございます。そうい

ったものを平成24年度ということもあるかもしれませんけれども、先に積極果

敢にやる必要があると。もう一つは、先ほど説明しましたけれども、平成23年

度の新規事業の中で沖縄文化発信・交流促進事業というものに4500万円をつけ

る予定です。それから文化芸術振興産業創出支援事業―これも１億2500万円。

それからスポーツ・ツーリズム戦略推進事業―これも１億1760万円という形

で、平成23年度の新規の中でもこういったスポーツと観光と文化のコラボレー

ションという形での戦略推進事業というものがあるわけです。そういったこと

をしっかりと推進するためにも組織を早目に立ち上げて、その組織の中でしっ

かりと連携をとりながら検討してもらうということでございます。

総務部長にしてはほとんど説得力のない話で、大変質問には○玉城義和委員

答えていないといいますか、現在の部局ではできないことでは全くないので、

今つくらなければならないという話にはなかなかならないですね。最後にいみ

、 、じくも言っていたように 今の観光商工部は―業界の受け取り方もそうですが

ほとんど部長が商工にとられて、統括監が観光を見ているという受けとめ方で

すよ。県内の業界は。これを見ているとさっきの話では、観光政策課と観光振

興課に統括監を１人置くという。あとは文化振興課とスポーツ振興課と交流推

進課に１人統括監を置くと。こうなると、まさにこれは観光は統括監専任とい

うことになりますよね。つまり世の中の受け止め方もそうだけれども、沖縄県

はリーディング産業の観光でやっていく観光立県と言いながら、やっているこ

とは集中ではなくて分散だと。統括監が名刺を持ってきて私が責任者です―こ

ういう話になるわけでしょう。そういうやり方はまずいと。本土にしても、外

国にしてもそうですよ。だからや、はりそうであれば、沖縄が本当の意味で観

、 、 、光立県としてやるのであれば やはりもっと堂々と観光部 観光局をつくって

我がほうは最も観光で行政の中でもやっているんだということを内外に示すと

いう時期なのに、逆の方向に行っているわけですよ。そういう意味では私はこ

れはそんなに慌てることはないので、もう少しじっくりと業界も含めて、県庁

の中の実務者も含めて少し議論してやったほうがいいのだろうと。沖縄観光の

正念場ですから。個人消費額も少なくなってきて。そういう意味で、こういう

ことを慌てて出して拙速にいくことは、我が観光にとってちっとも利益になら

ないであろうと思います。答弁は要りません。
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ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

照屋守之委員。

この文化観光スポーツ部、それにあわせて文化環境部が環境○照屋守之委員

生活部、観光商工部が商工労働部。私はこの名称は後で言いますけれども、環

境生活部―これは非常にいいと思います。商工労働部―本来はこれがいいと思

うんです。いろいろな議論があるかもしれませんけれども、観光商工部という

よりは、逆に今の順番は―私も本当は観光、文化、スポーツ。観光を先に持っ

てきたいわけですよね。それがいいのだけれども、今の議論を聞いていても付

加価値をつけるとかいろいろなものがあるけれども、何で付加価値をつけるの

ですかという話ですよね。結局カジノ・エンターテインメントがどうのこうの

と言ったら、これは反対ですよと。何かやったら、これは反対ですよと。こう

いうまさに文化とスポーツと観光をタイアップさせて、そこの部分を今の観光

ＰＲも含めて本土にＰＲするのに、琉球舞踊とかあのようなものでどんどん客

寄せしてきたわけですよね。これは沖縄の特質なものですよね。それイコール

観光につなげていくということは非常にいいと思うわけ。ですから、元々の観

光商工部も含めて、これを例えば今のような形で事前に議員に対するそういう

説明とかも含めて、それはもっとしっかりとしなければいけなかったというこ

とはありますよね。あるのだけれども、これから観光をもっとＰＲしていくと

いうことも含めて考えていくといいのではないかと思うのだけれども、これが

出てくるまでの経緯ね。例えば1000万人観光客がどうのこうの、現状がどうの

こうのとありますよね。それを少し経緯を説明してもらえませんか。

先ほど来ございますように、1000万人観光客の誘客目標に○兼島規総務部長

向かって今県は観光施策をしっかりとやっているわけですけれども、もう一つ

は消費額の問題等々もあって、なかなか滞在型という形の観光として十分でな

いところがございます。やはりそこを伸ばすには、観光メニューを幾つつくる

かということも大きな要素だと思います。いろいろなメニューを用立てして、

それを商品化して、ぜひ観光客に来てもらうという方法を考えることが一番の

課題だと思っております。それらの観点からどういう形でその観光メニューが

できるのか、滞在型の観光メニューをどうつくるのかということをいろいろ観

光を中心にやっているわけですけれども、そういった組織の中で縦割りの組織

になっているものですから、なかなか連絡調整も含めていろいろな観光の視点

からの―例えば県立郷土芸能会館（仮称）にしても、それから空手道会館（仮

称）にしても、そういった視点がなかなか抜け落ちるところがある。そこのあ
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たりをしっかりとやりながら、そのメニューをどうつくるかということが大変

大きな課題でありましたので、これを機会にぜひいろいろなメニューづくりを

して、観光振興に結びつけるという考えでございます。

。 、○照屋守之委員 それと修学旅行はどうなんですか 沖縄は多かったのですが

来県する学校の数とかあるいは現状、それと修学旅行の魅力というもの、どう

いう形で沖縄に引きつけているのかも含めてどうとらえていますか。

沖縄への修学旅行は現在のところは約40万人ぐらい○下地芳郞観光企画課長

―ここ数年はこの40万人台で推移しておりますけれども、やはり中長期的には

やはり減少していくのだろうというところはあります。やはり、まだ沖縄に来

られていない学校も多数ありますから、県外での誘致活動を強化していくと。

そのときに沖縄の修学旅行の、ある意味の強みといいますか、必然的な部分と

いいますか、我々が強くアピールしているのは現時点で３つあります。１つは

平和学習。ほかの地域とは別にして沖縄で平和をしっかりと学んでもらうとい

う平和学習があります。あとは歴史だとか文化という、他府県とは違う文化に

ついてもしっかりと体験をして見ていただくと。もう一つは、沖縄の自然とい

う部分が非常に亜熱帯性でほかと違う部分がありますから、これを体験しても

らうと。こういった３つのコンセプトをしっかりとアピールしていきながら修

学旅行につげなていくということをしております。そういう意味でも今議論に

なっておりますけれども、文化資源の活用という部分はこれまでの伝統芸能を

含めて活用しているわけですけれども、新しい文化という部分の活用というこ

ともこれからは必要になってくるだろうということもありますので、我々とし

てはほかに対しての強みである沖縄の文化をより育成しながら、強化をしなが

ら活用していくと ここは観光も厳しい競争の中にありますから そこへのＰＲ。 、

という部分は大事なところだと考えております。

付加価値とかそういう課題を解決するためにどうするかとい○照屋守之委員

うことなのですけれども、そうすると付加価値をつけるためには別のところに

。 、特質するような部分がないといけないわけね 本来文化観光スポーツ部なんて

私は部としてはあり得ないと思うわけよ。このようなものが部として成り立つ

のかと本当に思いましたよ。思うのだけれども、こういう時代でなかなか同じ

ようなことをやっていては差別化はできないと考えながら、こういうものもあ

。 、 、りだなと思っているわけです なぜなら 今までの発想ではできないのだから

それを文化もスポーツも観光に結びつけていくということはいいのかなと思う
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わけです。特に修学旅行、これは真剣に考えないといけないと思います。これ

はリピーターにつながっていくわけですよね。そのときに―彼らたちが沖縄に

来たときに、沖縄はこんなものかと思ったら成功はないですよね。この修学旅

行では沖縄でこういう体験ができますよとアピールするのだけれども、平和だ

けではもう無理なのでしょう―大体わかりきっているよね。そうすると、あと

はスポーツあるいは文化、そういう体験をさせたりとかというものは非常にい

いと思います。ですから、こういうタイアップはいいのではないかなという観

点からはいいし、それからもう一つは滞在型。どうなのですか。大学の合宿と

、 。 、か あるいはプロ野球が来ていますね ほかにそういうスポーツの合宿関係で

そういう滞在日数を延ばして観光消費というか、そのお金を落としていくとい

う部分の現状はどうなのですか。

沖縄の今の平均滞在日数が3.7日余りでありますけ○下地芳郞観光企画課長

れども、これを何とか延ばしていきたいと考えているわけですけれども、御指

摘のようにプロ野球のキャンプだとかというのは最低でも１週間、２週間以上

ということがありますし、離島に行っている学校の合宿等もやはり平均滞在日

数は３日ということではありませんから、そういう部分ではスポーツを通して

沖縄への滞在型を進めていくという部分は非常に大事なことだと考えておりま

す。

現状はどうなのですかということだよ。例えば、それぞれ全○照屋守之委員

国に大学とかたくさんありますね。そこのサッカーだの、空手だのいろいろな

スポーツ競技があります。そこはいろいろな大会に向けてそういう地域で合宿

をしたりとかやっているわけでしょう。ですからそういう市場というか、こう

いうことを展開することによって、そういうことを沖縄に呼び込んできて、そ

れを長期滞在の１週間だったら１週間、10日だとかというもの、スポーツ合宿

みたいなものの需要というもの、そういうものの可能性はどうなのですかとい

うことです。

今年度スポーツ・ツーリズム推進事業をやっており○下地芳郞観光企画課長

ますので、その中でこれからの可能性のある分野を含めて調査をしていこうと

今進めているところです。残念ながら、実態としては個々の団体ごとの詳しい

数値というものがないものですから、それを含めてスポーツコンベンション振

興協議会を活用しながら、詳細なデータ等についてもとっていきたいと思いま

す。
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ですから、これは余りデータを持っていないということであ○照屋守之委員

れば、私はまだ非常に多くの可能性を秘めていると思うわけ。北海道から九州

まで全部の大学を含めて。専門学校もそうです。各種学校もそう。各種学校は

この前にここで九州大会をやりましたよね。あのようなものを含めて。こうい

う部をつくって、ターゲットをそこに絞り込んで―そういうスポーツというも

のは幾らでもあるわけですからね。それを沖縄県の全体のそういう施設も含め

てこういう施設がありますよ、こういう宿泊もありますよという形で呼び込ん

でいってふやしていくという、これからは具体的にどこにターゲットを絞って

どうするかということなのです。幾ら滞在日数を延ばせとか、観光消費を上げ

ろと言ってどうやって上げるのですか。言うことは簡単ですよ。ですから具体

的にどうやっていくかということが問われているから、こういう奇抜な発想も

含めてやはり考えるべきだなと最近は思っています それから 空手道会館 仮。 、 （

称 、県立郷土芸能会館（仮称 、Ｊリーグ対応のサッカー場―知事の公約の） ）

。 、 、部分がありますね 私は 箱物とかというものを含めて本当に必要なのかなと

ある一方ではそういう考え方も持っていました。ところが、こういう形で県の

ほうで文化観光スポーツ部という部署をつくって、本当に観光とかというもの

をいろいろなこういう形で連携してやっていくということが出てきたときに、

ああ、なるほどねと。このように力を入れるのであれば、それに特化したよう

なものが展開される。だからこれは関連して必要だなという思いがあるのだけ

れども、ただ箱物だけつくってこれをやりますと言うだけだったら幾らでもあ

りますよね。ですからそういうものとしっかりとタイアップというか、こうい

う流れでやっていきますよというもとでそういう施設がつくられるのであれば

よいのだけれども、ただ箱物だけだったらつくる必要はないなという思いがし

ます。知事がそういう形で県民に対してもそういう約束をして、あるいはまた

この役所の中もそういう形でやっていける組織ができていけばそれはマッチす

るし、それは県民も願ったりということなのではないですか。それと観光に関

しても、やはりそういう連携をしないといけないいろいろな観光関連の人たち

も含めて、新たなそういう仕組みづくりができればいいのではないかという感

じがするのですけれどもね。どう思いますか。そう思いませんか。単なる箱物

がどうのこうのだけでひとり歩きさせたらどうしようもないよ。これとタイア

ップできるのであればいいのではないかなという思いがするのですがね。そう

いうことも含めて今のトップの考え方も含めてもう一度紹介してもらえません

か。



- 67 -
H22.12.17-02

総務企画委員会記録

今回こういった提案になっているわけですけれども、おっ○兼島規総務部長

しゃるように空手道会館（仮称）含めて、観光のほうでも空手道会館（仮称）

をつくるなら、観光の視点で今空手道会館（仮称）の建設についてやろうとし

ています。そう申しますのは、外国から空手家の方々を招いて沖縄空手を世界

へまた発信していくと。そうしてくるとその方々が、例えばリピーターという

形でまた沖縄のほうに来られるという仕組みですね。単なる箱物だけではなく

て、そういった仕組みをつくりたい。もう一点は県立郷土芸能会館（仮称）に

しても国立劇場おきなわもございます。実は国立劇場おきなわは教育庁が所管

なのですけれども、この国立劇場おきなわの所管についてもこちらのほうに持

ってくる予定です。国立劇場おきなわと県立郷土芸能会館（仮称 、観光を含）

めて交流関係を大事にしながら、箱物についてのあり方等々も含めてしっかり

と検討していきたいという観点も１つございます。もう一つはＪリーグの箱物

なのですけれども、沖縄県総合運動公園―そこのほうの改修なのですが、でも

ここは社会体育施設という形で教育庁の所管になっているものですから、なか

なかＪリーグを呼び込むための施策が教育庁の中ではなかなか難しいというと

ころがございまして、そこの部分をここのほうに持ってくることによって、今

おっしゃるようにＪリーグであるとか、それから大学のサッカー部が合宿に使

えるとか、そういった相乗効果を期待しながら、そういった形の部の編成をや

っていって文化の振興、スポーツの振興、そして何よりも観光の振興に寄与す

る組織にしたいということが私どもの考えでございます。

それと今沖縄に41市町村ありますよね。例えばうるま市あた○照屋守之委員

りでも今観光業界とか、物産何とかというものをつくるということで今その立

ち上げにいろいろやっているんですよね。例えばうるま市あたりのそういう観

光とか、入客を見込むとかというときに何をターゲットにするかということで

これから大きな課題を抱えています。組織を立ち上げていくんですね。それを

どうやっていくかということなのですが、やはり私は県とそれぞれの市町村が

本当に連携して、外からの観光入客をふやすということだから、今までみたい

に当たり前に旅行会社に頼んでいたのではどうしようもないわけですよ。みん

な競争ですからね。京都なんかは黙っていても1000万人来るというでしょう。

今の京都は。本当に我々が何を売りにして、離島の沖縄に人を寄せつけるかと

いうことはただごとではないですよ。理屈ではないですよ。カジノだって―あ

れはいろいろな議論が出てくるのだけれども、あのようなものも含めて、ただ

自然とか何とかと言ったってここだけでは無理なのです。だから特質するよう

なものを打って、それぞれの―県だけでは考え切れないから、例えばうるま市
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だったらうるま市の海中道路とか、あのような離島関係とか、あのようなもの

も背景にして、そこに何かを持ってくるとか。あるいは南部あたりは南部あた

りでこういういろいろありますね。そういうものも含めて、これとタイアップ

した形で全国的に営業展開していく、あるいは世界的にも営業展開していくと

いうことを真剣にやっていかなければ、右肩上がりではないのだから。ここで

。 、 、なにか手を打たないと この部の設置にしても個人的に言えば こうでもない

ああでもないといろいろありますよ。あるけれども、その時代時代の流れで果

敢にそういうチャレンジをしていって、組織を変えていきながらそれに取り組

んでいく。あるいはそういう時代になったらこれはやめて、また別のものをや

っていくということになっていかないと、なかなか対応できないのではないか

と思います。ですので、問題はこの形を変えていくということももちろん大事

なのだけれども、その形を変えながらどれだけの成果をつくっていくかという

この決意とか、覚悟が必要だと思います。発想の転換やそういうものは皆さん

方にありますか。これがないと1000万人観光なんて絶対できないですよ。そう

思いませんか。どうですか。

観光もやはり非常に厳しい競争で、さらには今のよ○下地芳郞観光企画課長

うな円高の状況、あと羽田空港の国際化等を含めて考えると国内の競争だけで

はなくて、海外との競争というものも非常にこれから激しくなっていきます。

そういうことからすると、いかに沖縄の魅力を高めていくかということに尽き

、 、る部分があるわけですから それはこれまで以上に従来の資源だけではなくて

それぞれの地域の魅力をどう高めるのか。今照屋委員がおっしゃったとおりだ

と思いますけれども、最終的には地域の魅力をどれだけ高めていけるのかとい

うこと。地域資源とは何なのかということを地域の側からも再発見していただ

いて、県としてはそれを世界に向かって発信をしていくこと。受け皿づくりを

していくということになると思います。ですからこれからの観光については従

来の観光産業の人たちだけではなくて、もっと幅広い人たちが参画をした観光

でないと、到底これからの社会では勝ち抜いていけないと考えております。で

すのでその意味からすると、それぞれの地域の中にどれだけ違った魅力がある

のか―資源は１つだとしてもつくり方によっては別の魅力にもできる部分もあ

ると思いますから、そこに特徴のあるプログラムをどうつくっていくのかとい

うことが非常に大事だと考えております。

幸い特にスポーツは―12月27日でしたか、県民栄誉賞は。宮○照屋守之委員

里藍選手がそういうことで世界的にも非常に知名度があるからね。そういう面
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では、今非常にタイミングというか、時期的にそういうものは沖縄にとっては

いいかもしれませんね。ですのでその時代その時代のそういういろいろな課題

があるかもしれませんけれども、やはり積極果敢にこのような形で部の改編も

行いながらやっていくということは非常にいいことかもしれませんね。私もよ

くわかりませんよ。わからないけれども、そういう形で時代の流れとかも含め

て、今までのようなやり方ではだめだということははっきりとしていますよ。

ですので何か特化したものがなければ、沖縄は観光としては継続できないとい

うことははっきりとしています。それを今執行部のほうでは文化とスポーツと

かということをとらえて、それを観光に結びつけてということ。もちろんほか

の別の文化、あるいはスポーツありますよね。そういう面では、非常に期待は

できるという思いと、しっかりと頑張ってもらいたいというものはありますけ

れども、ただそのためには、先ほどからいろいろ議論はありますように委員の

皆さま方にもそういうものも含めて、再度またそういう熱意も伝えながら理解

を得るということも必要だろうと思いますけれども。繰り返し言いますけれど

も、これは知事も選挙のときに県民に約束したそういう空手道会館（仮称）と

、 （ ） 、 、か 県立郷土芸能会館 仮称 とか Ｊリーグの会場とかというものも含めて

沖縄県をそういう文化とスポーツというものも含めた形の沖縄県づくり、さら

にはそれをひいてはそれを観光に結びつけていって、そういう経済的なものも

発展させていくという、これが拠点になるようなものが文化観光スポーツ部。

そういうとらえ方でいいのですか。

そのとおりです。○兼島規総務部長

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

金城勉委員。

今さまざまな議論がありましたけれども、私も今照屋委員から○金城勉委員

の視点に非常に共感を受けました。やはり1000万人観光を目指すという視点か

ら、さまざまな施策を展開していかなければならない。それで国際的にも厳し

い観光の状況にある。そういう中で、いかにしてそれをさらにばねにしながら

次への展開を広げていくか。そういう目前に喫緊の課題があるわけで、そうい

う中でやはり大きな要素としての文化やスポーツと連携しながら観光、沖縄の

産業振興に役立てていくという視点からの今回の提案になっていると理解して

おりますから、手続云々というのは本質的な問題ではないでしょうから、それ

はそれとして今後きっちりとしながら、しかし趣旨としてはやはり沖縄観光の
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そういう観光産業をいかに広げていくか、強化していくか、県民生活に資して

いくか、そういう大きな視点があるわけですから、これはむしろ積極的に仕掛

けていって、具体的な果実をより早く……。見直していくという形でぜひ皆さ

んと頑張っていただきたい。また先ほどからのやりとりの中で総務部長のそう

いう決意も非常にひしひし感じますから、そこは観光部門も同じ思いを共有し

ながらぜひ頑張っていただきたいと期待を申し上げます。以上。

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

崎山嗣幸委員。

先ほどから聞いて感じるのですが、観光を強化するために組○崎山嗣幸委員

織改編をするという説明でありましたけれども、この観光の強化という意味で

文化・スポーツをくっつけたという感じがしたのですけれども、観光行政の課

題を幾つか挙げていましたよね。外国人の問題とか、消費額の落ち込みとか。

そういったことの課題が1000万人観光の問題もありましたが、この課題の目標

達成に向かって行政は進むべきだと僕は思います。この課題に向かって取り組

むべきものなのが改編なのかと私は聞きたいのですけれども、これと皆さんの

課題と成果ですよ。それが変わって、組織改編をして皆さんの目標と課題が達

成でき得るものとして皆さんは提案をしているわけですよね。ただ単なるくっ

つけたということでしたら―例えば先ほど知事部局にそういった文化・スポー

ツができるようになったと。だから持ってくるんだと。そういう機械的な法律

の改正だけではないでしょう。本質的なところは観光の課題と目標が、知事が

公約しているもので改編をして実効あらしめると言っているわけでしょう。こ

れを語らないで、ただ皆さんは連携するからという話なものだから、頭も観光

がいいとか、文化がいいとか、スポーツがいいとかという話になってしまうと

僕は思っています。ですからその辺はしっかり説明してもらわないと。数字的

にもやはりどうするんだということがあって変えるんですよね。私はそこの説

明を聞きたいです。

少し説明が足りなかったかもしれません。確かにおっしゃ○兼島規総務部長

るように大きな目標は1000万人観光であり、それから消費額の向上、観光産業

の振興という観点はもちろんございます。それは１つ大きな柱です。もう一方

では文化の振興であったり、スポーツの振興もそこのほうで一緒になることに

よって、我々は相乗効果があると見ています。おっしゃるように観光の一つの

目標があって、その目標を達成させるためには、先ほど来いろいろ議論があり
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ますように、私どもが提案していますように観光メニューの発掘であるとか、

それから今トレンドとして周遊型の観光から体験型の観光に変わってきている

と。そういったことをとらまえてスポーツであるとか、文化であるとか、そこ

に親しむような観光メニューを多くつくる。そういうことによって滞在型の観

光がふえてくる。それからもう一つは観光客もふえてくるという形での目標達

成に向かって、そういう組織をつくり上げながら目標達成に向かって観光振興

していくという観点で、組織があって、そして組織改編することが１つの目的

ではなくて、それをよりよく実現するためにはどういった組織がいいのかとい

う観点からの組織再編ということで、御理解をいただだければと思います。

玉城委員も言っていましたが、これは文化・スポーツが特に○崎山嗣幸委員

関連することかもしれないが、でも療養型の沖縄観光を目指すという意味での

医療とか、福祉とか、農林とかさまざまな分野にわたるものが観光産業に集約

されるわけです。ですから両方が大きく関連するからといって引き出してきて

いるけれども、観光行政の中で全部局の事業形態を網羅して、そこに検討する

機関というか、特化する機関というのか、そういうものをさらに置くことが私

は重要ではないかと思っていますが、部長がおっしゃったようにその他の事業

を置いていくものではないと言ったわけです。各部署にあるものと連携すると

いうシステムをやることで克服できるのではないかと思うのだけれども、その

辺の構想の姿は―置き去りにするのではなくて、その辺の部局と観光とどのよ

うに一元化するかは、構想はあるのですか。

ただいまの御質問ですけれども、県庁内での観光と○下地芳郞観光企画課長

の連携という部分につきましては、沖縄観光リゾートコンベンション推進本部

という組織をつくってございます。これは各部長が委員になっておりますけれ

ども、この中に６つの部会をつくりまして、例えばインフラ部会だとか、産業

間連携部会だとかという形でそれぞれの各部の取り組みを観光の視点から意見

交換をして、さらに進めていくということにしています。しかしながら、残念

ながら現状ではなかなかこれが十分に機能していないというところがありま

す。我々としては新しい部になっていく中で、特に産業間の連携という部分と

いうのは観光収入を高め、県経済の自立化のためには非常に重要な部分ですか

ら、観光がよりリーダーシップをとる形で各部との連携を進めていくと。この

推進本部をより強化をしていきたいと考えているところです。

ここが重要であるというのであれば、現在機能していないよ○崎山嗣幸委員
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うなことをこれから機能させると話しているが、今の組織改編の中でこれがど

のように機能するかについての考えはどうなんですか。そのような形でこれは

動いていくということですか。例えばなぜ動かなかったのか。これを変えたら

動くのかということはどのようなことなのですか。

観光商工部という現在の組織の中で先ほど来出てお○下地芳郞観光企画課長

りますけれども、部長が観光と産業部門全般を見ているということもありまし

て―これは本来の理由にはならないのかもしれませんけれども、実質的にそう

いう会議を開催するタイミングがなかなかつかめなかったということはありま

す。一方で各部におきましても、現在では観光と絡めた事業というものをどん

どん取り組んでいく形となっております。ですので我々としては現在十分に機

能していなかった部分を、これを機会により強化をしていくという形をねらっ

ていきたいと考えているところです。

先ほど各観光業界とか、文化団体だとか、スポーツ協会とか○崎山嗣幸委員

の聴取―皆さん庁議で決めた後に説明をしたと言っていますけれども、今言わ

れているものも現状のそういう団体の意見というのか、目標とかについて皆さ

んは正確に事情掌握をしていないのではないかと私は思ったのですが。全部聞

くわけにはいかないけれども、観光の場合には頭が観光であるべきだと言って

いたと皆さんは言っていますが、各部局の要望とか、問題点とかについてペー

パーに記録されているというものはないのですか。要するに皆さん―今財団法

人沖縄観光コンベンションビューローもそうなのですけれども、観光とかそう

いう部局とそれぞれ関係する問題点と課題についてペーパーにされている、要

望や意見というものの集約一覧表はないのですか。

少しものの順序がいろいろあるかと思いますけれども、１○兼島規総務部長

つ申し上げますと、実を言うと私どもこの間―先ほど冒頭にポッと出た話では

ない、考えではないと申し上げました。一昨年来から文化環境部、それから観

光商工部、それから教育庁等々にはこういった組織、こういったコラボレーシ

ョンを考えていると。皆さんの意見はという形で求めております。部の意見は

こぞって皆さん―文化環境部も賛成、観光商工部も賛成、それから教育庁もこ

の前本会議でも意見がございましたように、教育委員会も異存なしという形の

中で進めてきていまして、こういう文化観光スポーツ部という名前ができたも

のですから、この名前でいきますよという形での説明が少し後日になったと。

確かにおっしゃるように、その組織をつくる以上は事前にそれぞれの関係部局
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のほうからそれぞれの関係団体にしっかりと聴取すべきなのかもしれませんけ

れども、その部自体の意見についてはこれまでにいろいろと意見交換をしてい

まして、そこについては皆さん賛成ということでございます。

総務部長が言うことを丸のみして理解するということにはな○崎山嗣幸委員

らないと思いますが、私が聞いていることは観光業界とか、スポーツ協会とか

その他の団体の日常的な目標とか課題があって、行政に対する要望もあると思

います。しかし、これは異存がないということでしたと言っているのだけれど

も、果たして皆さんがこの組織改編をすることによって、各部局の各業界団体

の皆さんの要望が集約されて、目標に向かっていけるのかなと私にあるもので

すから、異存はありませんというただ一言で各業界―スポーツ協会も、文化協

会も、観光業界もすべてこれで済まされているのかなと私は理解したのです。

しかし、課題と問題点は各業界の皆さん持っているのではないかと私は言いた

いのです。その問題点を皆さんが整理したものがペーパーでないですかと私は

言っているのであって、これが皆さんは庁議が12月１日に終わって、13日、14

日の期間に説明をして、異議ありませんでしたと言っているけれども、本当に

これで各業界問題ないと言っているのかなと私は疑問なんですよ。それは今に

始まったことではなくて前から検討してきたわけだから、前から検討してきた

結果のそれなりの意見書というものがあるのではないかと聞いたのです。ない

ならただ普通のディスカッションでやってきたのかどうかと聞きたいのです。

直接それぞれの部局が各業界にどのようなアンケートをし○兼島規総務部長

たり、どういった形の意見聴取をしているということについては定かではない

のですけれども、この組織をする前には―一、二年前ぐらいからそういう組織

をつくるということであれば、それぞれの部局と私ども総務部とヒアリングを

するわけです。今皆さんが持っている課題は何ですかとか、業界からどういっ

た話を聞いていますかとか。そういったことを踏まえた上で、集約しながらこ

ういう組織をつくり上げていきますので、直接業界サイドにどういった意見を

、 、求めたとか そういったことについては私ども承知はしておりませんけれども

、 、少なくとも各部局のヒアリングをしっかりとしながら そういう課題があって

こういう組織をつくることについて皆さんどうですかという意見交換は常日ご

ろやっているということです。

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

新垣清涼委員。
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少し懸念することがあってお尋ねしたいのですけれども、き○新垣清涼委員

ょうもらった資料の中に、教育委員会から文化観光スポーツ部に移る中で県立

博物館・美術館に関することや著作権に関することが移っていくわけなのです

、 。 、けれども これがなぜ文化観光スポーツ部の中に必要なのかなと というのは

観光というものはある意味で外からいらっしゃる方に対して示すものだと思っ

ています。そして、おっしゃるようにプロスポーツの振興だとか、総務部長が

。 。 、先ほどおっしゃったのはいろいろわかります 理解します ただ私は文化の面

あるいはスポーツの面が、本当に県民の文化振興ができるのかなと、あるいは

スポーツでも振興がしっかりとできるのかなという懸念があるわけです。とい

うのは、観光と結びつけるとどうしても見せ物になったり、イベント性のもの

が前に出てしまうのではないかと。そうするとゴルフなんかはもちろんプロゴ

ルファーが活躍して、子供たちもプロゴルファーを目指してやっているからそ

れはいいのですけれども、舞踊を習うとか、子供たちがある意味で精神修行と

いう形でお行儀だとかいろいろな形で習う子供たちが、今でさえも上級に行く

に従って衣装代が高くて続けられない子供たちがいるのです。そうすると観光

と結びつけた場合、もっとそういうことが進んでいかないのかなと。本当に沖

縄の芸能として守っていかなければならない人たちを、あるいはそこに携わっ

ていきたい人たちをしっかりと育てられるのだろうかという心配があります。

ですからそういう意味では、観光は観光でいいのですけれども、文化とスポー

ツをもちろん―融合してというのですか、観光に結びつけることは大いに結構

だと思います。ただ文化は文化で守りながら、そこはやはり教育委員会の中で

金銭とは絡まずに―変な言い方ですけれども、利益を生むとかそういうことで

はなくて、沖縄の文化は文化として、その芸能でありいろいろなものを守って

いくことをしっかりと育てる。そこに置いておいて、文化観光スポーツ部の中

で要するに文化イベント課とか、スポーツイベント課とか、交流イベント課と

か、そのようなイベント性のあるものを扱う部分は文化観光スポーツ部に置い

てもいいのですけれども、本当にスポーツや芸術というか、そういったものは

そこの中で余り金銭と絡ませないような部の中で置いておかないと、将来廃れ

てしまうのではないかなという気がするのですが、そこら辺はどのように考え

ていますか。

確かに伝統芸能保持であるとか、文化財、これについては○兼島規総務部長

依然として教育庁のほうに置くという考えです。問題は県立博物館・美術館だ

と思います。これについても私どものほうも少しいろいろと検討しました。確
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かに博物館となってくると教育的な要素が強いところもあって、博物館でした

ら教育委員会のほうの所管ということもいろいろ考えたのですけれども、教育

委員会とのいろいろ意見交換の中では、博物館、美術館という形でいろいろ設

置されているものですから、やはり美術館はもう少し観光も含めて―国内外の

人にある面では来ていただいて、見てもらうという要素も少しあるものですか

ら、博物館の中にも確かに沖縄のそういった文化財であるとか、そういったも

のもございますので、そういったものを見せるということも１つの要素なのか

なということでいろいろと検討した結果、もちろん伝統文化保存については、

おっしゃるとおり保存ということについては教育委員会でもしっかりとやると

いう関係で、こういったすみ分けになったということです。

博物館にしても、やはり沖縄にこれまであったいろいろなも○新垣清涼委員

。 、 、のを集めて見てもらうわけですよ そういう伝統であったり 歴史であったり

そういったものがあるからこそ観光に来た人たちも、やはり異文化に接するだ

とか、あるいは非日常を味わうために観光というものがあるわけですから、そ

ういう意味ではそこにあるものをしっかりとそこに住んでいる人たちが守って

いかなければ、厳しくならないかという思いがするのです。縦割り行政の弊害

だと思うのですが、今これを見ているとどちらも体育団体に関することは両方

にあります。それから文化関係団体に関することも両方に―教育委員会と文化

観光スポーツ部の両方にあります。そうすると、先ほどあったようにある団体

が皆さんにお願いをするときに、こういうことをもう少し支援をしてほしいと

いう話をしているときに、文化観光スポーツ部に行ったほうがいいのか、教育

委員会に行ったほうがいいのか―あそこに行ったら向こうに回せと、ここに行

ったらこれはあっちだということにならないかという心配があるんです。です

からむしろそういった意味では、文化に関するものはしっかりと教育委員会で

守ってもらって、そして観光イベントとして必要なときには連携をするんだと

いう取り組みが必要だと思います。これはそうなっていると思うのですけれど

も、この文字からすると、こういうすみ分けからすると、なかなかそういった

ものが理解できなくて不安があるものですから。10年後、20年後に沖縄の伝統

文化と言われたものは、本当に人に売るための商業主義になってしまって―ス

ポーツにしてもそうですが、特に沖縄の場合は文化だと思うのですけれども、

これが商業主義に走ってしまって、行っても大したことないよという話になっ

たら、自然だけしか魅力がなくなってしまうということに陥らないかなという

懸念があります。その辺はどうでしょうか。
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そこの部分はしっかりと保存する―守るもの。そしてもう○兼島規総務部長

一つは、やはり外の皆さんの目に触れて、体験してもらって、振興していくも

の。そういうことを使い分けしながらしっかりとやっていきたいと思っていま

す。

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

前田政明委員。

私も説明に来られたときに詳しいことはと聞いたら、まだ具○前田政明委員

体的には余り決まっていませんということでこの表だけいただいたのですけれ

ども、追加資料を見て戸惑っておりますけれども、そういう面では新里委員と

同じ気持ちです。それで最初に質疑しますけれども、観光においてリピーター

の方々の沖縄観光に対する感想というものはどのようでしたか。

沖縄観光客満足度調査の中でリピーターが約78％、○下地芳郞観光企画課長

８割近くなっておりますけれども、これまでの調査の中では個別に見ますと、

自然の美しさという部分に対する評価が非常に高くなっております。あとは森

や川の美しさ―これは海の美しさとは別にしておりますので、その部分が一番

高いと。あとは食事の関係、観光施設や文化体験。こういったものなどが観光

客の期待、満足度としては高い部分となっております。

総務部長、観光産業はリーディング産業ですか。○前田政明委員

リーディング産業だと思います。○兼島規総務部長

これから発展するということですよね。○前田政明委員

総合的な産業であり、なお県経済を引っ張っていくという○兼島規総務部長

意味でのリーディング産業という理解です。

沖縄観光客満足度調査で自然、森や山、川、それから食事、○前田政明委員

それから伝統―踊りその他だと思いますけれども、先ほど玉城委員からもあり

ましたけれども、１人当たりの使うお金が下がっていると。そこをどうやって

質を上げていくかということが大事なところですよね。そういう面では観光イ

ベントだけではなくて、やはり地域性とか全体的な沖縄のよさというのは非常
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に大事ではないかと思います。そこはどうですか。

先ほどもお答えいたしましたけれども、沖縄の魅力○下地芳郞観光企画課長

という意味では、こういった自然的な部分に加えて地域の魅力というものが非

常に重要だと考えております。

そういう面では独特の特産物とか、そういう農業、漁業、地○前田政明委員

域振興ですよね。総務部長答えてください。

。 。○兼島規総務部長 地域振興はいろいろあろうかと思います 例えばエイサー

私は沖縄市に住んでおりますけれども、沖縄市ですとエイサーを標榜した形の

観光、それから地域の文化等々を発信することが大変重要だという形でやって

おりますし、またスポーツコンベンションなどで例えば宜野座村、それから北

谷町等々地域おこしの観点でプロ野球のキャンプを誘致したり―これは石垣市

も一緒なのですけれども、そういった意味での地域おこしもあろうかと思いま

す。

僕が聞こうとしているのはそういうイベントとかではなく○前田政明委員

て、例えばさとうきび。さとうきび畑がなくなったら、これは沖縄観光として

どうなりますか。

いろいろ観光の要素は観光商工部のほうに少しお答えさせ○兼島規総務部長

たかったのですけれども、いろいろな要素があろうかと思います。さとうきび

にしても、サンゴにしても。いろいろな観光客が親しむ風景であったり、そう

いったものもあろうかと思います。

よくリーディング産業と言われているのだけれども、観光事○前田政明委員

業、ホテル関係はもう衰退産業だということでホテル組合の方々と私ども共産

党も懇談したのですけれども、そういう面では、常雇いでなかなか大学、専門

学校を出てくるけれども、なかなか雇いきれない。若い人材をずっと確保でき

ない。そういう意味では、いわゆる県の方々はリーディング産業とかいろいろ

言うけれども、自分たちの願いをじっくりと聞いてくれる機会がなかなかない

と。こうなりましたよということで会議の場でもなかなか発言ができないとい

うようなことを率直に言っておりましたけれども、そういう面では私はやはり

観光産業を支えてきた地元のホテルの方々がたたかれて、本当に四苦八苦して
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いると、こういう状況に光を当てないといけないと思いますが、そこはどうお

考えですか。

これまで沖縄観光をずっとリードしてきた県内の宿○下地芳郞観光企画課長

泊産業―ホテル組合の方々はそこの主なメンバーに入っているわけですけれど

も、おっしゃるように今厳しい競争の中で、地元系の宿泊施設が非常に苦戦を

しているということは理解をしております。そういう中で、実際にどうやって

お客さんに利用してもらうかという意味では、１つには先ほど話がありました

けれども、修学旅行の誘致という部分に業界の方々と連携して取り組んでいく

と。さらにはスポーツ合宿だとか、少し長期的な滞在ができるような方々につ

いてもなるべく地元のホテルの利用を勧めていくと。こういった幾つかの施策

を実施しておりますし、これからも強化していきたいと考えております。

先ほど他の委員からもありましたけれども、これをどうする○前田政明委員

のかと。この沖縄観光を支えてきて、ここまでもってきた我々はどうするんだ

と。それに対していろいろな形でのイベントその他あるけれども、実際そこを

支えてきた地元のホテル関係業者に対して、具体的な施策をああだこうだとか

じっくり話を聞いて、今たたかれている単価をどうするかとか、そういう面で

今の利用率とか、修学旅行も今非常に落ち込む中で大手のホテルが一括してと

るような方向も出ていると。これを何とか規制できないかとかいろいろありま

すよね。ただそういう面ではいわゆるリーディング産業と言われている流れの

中で、このままではしっかり支えてきた、ここまでもってきた地元のホテルの

関係者がもう本当に続けられるのかと。そのときに―これはある人や県庁の方

にも、自分の子供が育ったらそこに勤めさせることはできないなと平気で言う

人がいるんですよと、いろいろな関係で別のところでも聞いたりするのですけ

れども、ですからそういう面では個々の観光産業に光を当てると。観光消費額

をふやす。そして復帰時から長年頑張ってきた方々が依拠している修学旅行の

分野まで大きいところが出てきていると。そういう意味での危機感といいます

か、そういうことを私は観光云々と言う前に、では新しい部をやる場合に実際

そこはどうなるのかと。そしていろいろな人からもっと集中してほしいと。自

。 。分たちを助けてほしいと ですから誘致の問題でももっと力を入れてほしいと

そういう面では、もっと自分たちの状況をつかんでほしいという訴えがある。

このように文化、観光、スポーツとなってしまうと、何というか、今でさえな

かなか実際上―派手な中でじっと耐えている関係者に対して光が当てられて、

今度こういう部局をつくることによってこのようになるんですよと皆さんは説
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明できたのですか。

県内の観光業界をどうやって支えるかという部分は○下地芳郞観光企画課長

非常に重要な問題だと思いますし、実際我々もそういった事業を通して支援を

しているつもりです。１つにどうやってマーケットを広げていくかという部分

が大きな課題です。そこは修学旅行だけにとどまらず、観光客のニーズが多様

化していく中でどうやって沖縄の魅力を発信するか。そこは沖縄県観光コンベ

ンションビューローを通してホテル組合なり、レンタカー業界なりそれぞれの

業界とは連携を図っております。その一方で先ほど話がありましたけれども、

業界の人たちの待遇の問題もありますから、ここは観光人材育成センターとい

うところを通して研修を強化したり、海外留学制度をつくってみたり、現時点

でも幾つかのことはやっております。そういう中で新たにつくる部の中におい

ても、こういった下支えする部分の施策については強化をしていきたいと考え

ているところです。

そういう面で私はそこのところが大事だと。そういう面でど○前田政明委員

うなるのかなと―まともな答弁はありませんけれども。やはり沖縄県がやって

いる、自然を破壊して、沖縄の宝である干潟とか全部破壊してきて―埋め立て

は全国でも……。そういう流れの中で、私は行政としては自然遺産登録とか、

この沖縄のよさを生かしたものをじっくり腰を据えると。それをやるんだとい

う形で、要するに自然遺産登録をしたところでの経済振興やその他などいっぱ

い本にも出ていますよね。その中で村おこし、まちおこしという形で出てます

ね。そういうことは今度の部局編成ではどのように位置づけられるのですか、

連携は。

今回の観光、文化とスポーツの連携強化ということ○下地芳郞観光企画課長

ですけれども、先ほど御説明いたしました沖縄観光リゾートコンベンション推

進本部の中に部会が幾つかありますが、その中でも世界遺産等歴史遺産ネット

ワーク化部会という部会があります。こちらについては教育庁の関係者、それ

から専門家の方々を交えての議論をしておりますので、こういった世界遺産の

活用の分野もこれからさらに強化をしていきたいと考えております。

私は沖縄の観光のかなめはそこだと思うのですよ。それでヤ○前田政明委員

。 、ンバルの森を守る そして今度の名古屋の国際会議―ＣＯＰ10でもあるように

日本を含めて自然を守ると。世界に例のない極めて貴重なこの亜熱帯の沖縄の
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自然を守ると。それこそが経済の発展だという認識は総務部長はあるわけでし

ょう。

自然環境、これは沖縄の観光の大きな売りでございます。○兼島規総務部長

そういった意味で言いますと、世界遺産を含めて―例えばサンゴ礁の保全等も

しっかりとやっていきながら観光に結びつけていくと。これは大変大事だと思

っております。

そういう面で、先ほどありました沖縄に来た観光客の感想含○前田政明委員

めての沖縄の大事な自然の宝。その中で沖縄の芸能、文化があるんですよね。

その中では先ほどありました県立博物館・美術館というのは、法律的にはどの

ように位置づけられているのですか。

沖縄県立博物館・美術館は、博物館法でいう登○池田克紀行政改革推進課長

録博物館ということで位置づけられております。

それはわかっているよ。ですからその目的は何ですかと。博○前田政明委員

物館法に定められている施設は。

これは沖縄県立博物館・美術館の設置及び管理○池田克紀行政改革推進課長

に関する条例第１条ですが、設置の目的として 「歴史、芸術、民俗、産業、、

自然科学等に関する資料を収集し、保管し、展示して教育的配慮の下に一般公

衆の利用に供し、その教養、調査研究、レクリエーション等に資するために必

要な事業を行い、あわせて博物館・美術館資料に関する調査研究を行うため、

博物館法第２条第１項に規定する博物館として沖縄県立博物館・美術館を設置

する」と規定されております。

それでは、沖縄県立博物館・美術館の目的は何ですか。博物○前田政明委員

館法の適用を受けた県立博物館・美術館の位置づけがあるでしょう。

今申し上げたものが、沖縄県立博物館・美術館○池田克紀行政改革推進課長

の設置及び管理に関する条例に規定されている設置の目的です。

沖縄の美術館、博物館を含めて、この中でずっと議論されて○前田政明委員

きて、博物館は博物館法に基づいていろいろな研究をする、調査をする、その
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成果を展示すると。これは民族的にも、国民的にも極めて貴重な、人類的にも

大事な財産だと。それを研究し、そしてそのためには学芸員が要る。その形で

しっかりと定められているんですよね。ですからその研究―あくまでも研究、

そしてそれは沖縄県民の誇り。そういう面で県立美術館の位置づけも現代美術

館だとか、いろいろな意味で米軍占領下の中に置かれた沖縄県民の民族性、そ

して苦難、これをどう生かすかと。そしてまた博物館も沖縄独自の、琉球王朝

。 、 、含めて歴史があると それをやはりしっかりと研究し そしてそれをまとめて

その研究成果を発表する。これは当然発表が目的ではなくて、展示が目的では

なくて、そういう研究した成果は博物館法に基づいて展示する義務があると。

こういう仕組み、理念ではないのですか。

今委員がおっしゃったことだと思います。○池田克紀行政改革推進課長

それで私は博物館、美術館をつくる場合は、別々にすべきだ○前田政明委員

と。それから多くの美術関係者が本当に待ちに待った美術館だと言って―とこ

ろがこれが民間委託されて、天皇関係の表示も規制するとか。またいろいろな

ものを含めて、確かに民間委託、運営は委託されているけれども、展示やその

他は研究して、いわゆる委託会社の発表と県独自の企画だとか、そういう面で

は博物館法に基づく趣旨がまだ残っていますよね。この大事なものをやるのが

教育委員会だと思うんですよ。そういう調査・研究が中心なので、当然教育委

員会の仕事ではないのですか。

今回県立博物館・美術館自体は、条例上特に改○池田克紀行政改革推進課長

正をするわけではなくて、その管理について知事部局に委任をするということ

で考えております。

先ほどから総務部長が言っているその趣旨は、展示―ある面○前田政明委員

では商業主義的ですよ。その県立博物館・美術館で最も関係者が、美術関係者

その他研究者が苦慮するのは商業主義に陥ってはいけないと。研究が中心で、

、 、それを発表するのであって 何かイベント的なそういう方向に行ってしまうと

商業主義に走ってしまうと、本来の調査・研究―本当に民族的宝、これを研究

して後世に伝えるという本来の役割がなくなってしまうのではないかと。これ

が知事部局に移ったら、要するにあくまで観光のイベントのためにさあさあ、

こういうのをやったらどうかとか、企画展の問題も―いわゆるどちらかという

と商業イベント主義的な中身に組み入れられてしまう。そうなったら長年ずっ
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と研究してきた学芸員を含めて、こういう大事な土俵そのものが変わるという

、 、のが 皆さんが言っている観光中心の部をつくるということになってしまって

本来の趣旨が違う方向になるのではと懸念されますが、そこはどうですか。

確かに、先ほど設置の目的の中に、保管し、展示して教育○兼島規総務部長

的配慮のもとに一般公衆の利用に供し、その教養、調査研究、レクリエーショ

ン等に資するために必要な事業を行うという要素がございまして、先ほどおっ

しゃるように調査研究が大きな柱であるわけです。そこについてはしっかり教

育的配慮とうたっていますので、教育委員会と調整しながら展示の研究等につ

いては引き続きやるわけですけれども、一般公衆の利用に供するという観点を

とらまえまして、そこのほうについては知事部局のほうでそういった展示を一

般公衆に公開しながらやっていくということでございます。

きょうしか資料を見てないのであれですけれども、教育庁文○前田政明委員

化課の博物館法に関することは残るということはどういうことでしょうか。

教育庁に残ります博物館法に関することは、市○池田克紀行政改革推進課長

町村にありますとか、市町村立博物館を登録する業務は、引き続き教育庁に置

くということです。

休憩いたします。○當間盛夫委員長

（休憩中に、前田委員から博物館法に基づく博物館の登録についての確

認があり、再開して担当課が再答弁することとなった ）。

再開いたします。○當間盛夫委員長

萩尾俊章文化課班長。

博物館法で、登録博物館、それから博物館相当施設と○萩尾俊章文化課班長

いう分類がございまして、ある一定の基準を満たすと―例えば学芸員が何名以

上とか、施設規模とか、展示施設、館報とか館記を出しているか、そういう審

査基準がありまして、それを満たしているかどうかを審査しまして、それに合

致すると登録博物館という形で認定しまして、公報搭載をして、最終的に教育

委員会にあります登録簿に登録されるという方式でございます。
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私はわからないので聞くのですけれども、県立博物館・美術○前田政明委員

館関係の研究員とか、それから沖縄の美術関係者に、今度のことに対して皆さ

んは説明されたのですか。いわゆるこういう方向で機構が変わるけれどもどう

なのかという説明はやったのですか。いつ、どういう団体に対してやったのか

説明してください。

県立博物館・美術館はもちろん県の施設なので、そち○萩尾俊章文化課班長

らのほうには説明しておりますけれども、そういう美術館関係の団体には説明

しておりません。

、 、○前田政明委員 美術館を運営する場合 いろいろと専門家の皆さんも含めて

協力して運営するということになっているんでしょう。

はい。そういうことは必要です。○萩尾俊章文化課班長

そういう形でいろいろな大学の先生その他がいると思うのだ○前田政明委員

けれども、そういうところの肝心な県立博物館・美術館を支える方々への説明

はやっていないのか。

やっておりません。○萩尾俊章文化課班長

教育委員会は喜んで、今度このように知事部局に変わること○前田政明委員

を、どうぞ結構ですと、教育行政に合ってますということでやったのですか。

先ほどありましたように、博物館あるいは博物館相当○萩尾俊章文化課班長

施設というのは、社会教育法とか、博物館法に定めた社会教育施設ですので、

そういった点ではきちんとした形で運営されるべきだと思っておりますので、

今回事務委任ということになりますけれども、そういうところは新たな部に移

っても教育委員会としてはきちんと運営されていくように調整を図っていきた

いと思っております。

県立博物館・美術館をつくった際にも、随分大きな運動が起○前田政明委員

こったんですよ。私も修正案を出しましたよ。対案でこの博物館・美術館は別

々にすべきだと。美術館は、美術関係者が現代美術館と―沖縄の米軍占領下に

おけるアジア、それからアメリカを含めた特殊なこの沖縄の中における芸術、



- 84 -
H22.12.17-02

総務企画委員会記録

美術を展示するんだと。そこに沖縄県民の置かれた苦難を表現しているのが沖

縄の美術館だという議論もかなりありましたよね。また博物館は博物館の関係

でずっと学芸員などをふやして、美術館の問題でも学芸員の確保の問題とか、

イベントのいろいろな問題とか、民間委託をやったらどうなるのかとかいろい

ろなことがあって、本当に皆が待ちに待った美術館というものがある面ではね

、 、 、じ曲げられてしまって 博物館法の趣旨からいっても分離できるものを いや

１人の館長だと言って、本来美術館の館長、博物館の館長というかなりの知識

その他のことが求められる中で、ある面では―商業主義的と言ったらまずいと

思うのですけれども、美術館の皆さんやその他の皆さんからすると本当に残念

だと。一生懸命盛り上げてきたけれども、結果的には行政のやり方によってと

いう形の中で美術館問題、博物館問題があったと思うのですよ。そういう面で

は、私は教育委員会から大事な琉球列島、沖縄の―本土ともある面では文化的

に違う。これをただ文化イベント、観光という―先ほどのどうしたら観光客を

寄せられるか、どうしたら効果的にこれを広げるかという形を目的とする部に

移すということは、沖縄県民にとって大変な損失になると思いますよ。私ども

はそう考えておりますけれども。あとはやはり観光を考えるのであるならば、

私は本当に琉球列島を自然遺産登録を含めて、この沖縄の宝を守るためにどう

するのかということをしっかりとやる。部が頑張る。そしてあとは農林水産業

―本当に農業、水産業はその中でしか生活できませんよ。農業、水産業が破壊

されたら地域の生活はないですよ。それでは生活はどこに行っても同じように

スーパーが並んで、大きい画一的なところしか沖縄はなくなりますよ。地域に

人が住む。やはり限界集落をなくしていって、そういう面では農業、水産業を

しっかり守っていくということが大事ではないかなと。そういう面では先ほど

もありましたけれども、関係部局としっかりと協議してやると。そういう面で

は観光部なり、本当に思い切って観光産業が中心になるような、先ほど言いま

したホテルの皆さんが救われる。本当に身近になってホテル業者のよりよき相

談相手になって、そして来年からは職員も採用すると。雇用の問題でも実際上

なかなか臨時、アルバイトの時給も大変低いでしょう。そういう面で私はそこ

のところを打開していくために、総務部長を含めて尽力しなければならないと

思います。

それと最後に先ほどの空手道会館（仮称）とか県立郷土芸能会館（仮称 。）

これは結構ですけれども、これは部の改編をしなければいけないのですか。

事業できないということではなくて、それぞれの縦割りの○兼島規総務部長

、 、―申しわけございませんけれども 部局のほうで分散されているものですから
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ある面で観光の視点が大変大事だということで、その視点を入れながら県立郷

土芸能会館（仮称）であり、空手道会館（仮称）をつくっていくと。そういう

ことで組織の再編が加速させるということでございます。

行政機構ですから、やはり県民にとって効率的で効果的な機○前田政明委員

構改革というのは普通の条例案ではないと思うのですよ。県政全体にわたる。

我々県議会議員にとってみるとどのような行政機構が最も効果的なのか、それ

。 、 。はどうなのかと それから教育委員会の理念 文化環境部の理念は何なのかと

そういうことで常任委員会もそれぞれ配置されて、所管事務調査というものも

あるわけで。それをきょう追加資料をみせてもらって、今質疑しているのです

よ。これだけ大事な沖縄全県の機構をですよ。説明に来たときには、まだ詳し

いものは決まっておりませんという形で終わっておいてですよ。私は本当にそ

ういう意味では―ほかの条例も大事ですけれども、機構全体にかかわる、今後

の行政の運営、ある面では知事の公約全体にかかわる、そういう大事なものを

議論する場合には、それなりの全体的機構の中がわかって、先ほど私が言った

環境の問題その他の問題を含めて、総合的に沖縄県庁の機構がこのように変わ

るんだと。それが知事の公約だとわかるような形にしていただきたいし、そう

いう面では少なくともこれは継続審査ではないかなと思います。終わります。

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○當間盛夫委員長

よって、乙第５号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第19号議案当せん金付証票の発売について、審査を行います。

ただいまの議案について、総務部長の説明を求めます。

兼島規総務部長。

平成22年第６回沖縄県議会（定例会）議案（その２）の31○兼島規総務部長

ページをごらんください。

乙第19号議案当せん金付証票の発売について、御説明します。

この議案は、平成23年度において本県で発売する当せん金付証票、いわゆる

宝くじの発売総額について、当せん金付証票法第４条第１項の規定に基づき議

決を求めるものであります。
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発売総額は、142億円以内を見込んでおります。

以上、乙第19号議案の説明をいたしました。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

総務部長の説明は終わりました。○當間盛夫委員長

これより、乙第19号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○當間盛夫委員長

よって、乙第19号議案に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員等入れかえ）

再開いたします。○當間盛夫委員長

次に、総務部関係の陳情平成20年第83号外19件の審査を行います。

ただいまの陳情について、総務部長の説明を求めます。

なお、継続の陳情については、前定例会以降の新しい事実についてのみ説明

願います。

兼島規総務部長。

ただいま議案となりました総務部関係の陳情案件につい○兼島規総務部長

て、お手元にお配りしております総務企画委員会陳情説明資料に基づき、御説

明します。

資料の２枚目及び３枚目の陳情一覧表をごらんください。

総務部関係の陳情は、継続19件、新規１件となっております。

継続の陳情平成20年第83号から陳情第163号までの19件については、処理概

要に変更はございませんので、説明は省略させていただきます。

20ページをお開きください。

沖縄県私立中学校高等学校協会、会長稲福達也氏他１名から提出のあります

陳情第204号私学助成に関する陳情について、説明します。
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私立幼稚園、小学校、中学校、高等学校に対する経常費補助については、国

庫補助金や地方交付税の算定単価、他県の動向等を勘案し、今後とも経常費助

成等の予算措置に努めてまいります。

私立学校の校舎等の改築については、基本的に学校法人の責任において整備

されるものであることから、国庫補助の対象となっておりません。

本県の厳しい財政状況を踏まえると、独自の助成制度の創設は困難な状況に

ありますが、校舎等整備に関する支援の拡充等について、今後とも国に対し要

望するなど努力してまいります。

以上、総務部所管の陳情につきまして、処理概要を説明いたしました。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

総務部長の説明は終わりました○當間盛夫委員長

これより各陳情に対する質疑を行います。

質疑に当たっては、陳情番号を申し述べてから重複することがないように簡

潔にお願いいたします。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行うよ

うお願いいたします。

質疑はありませんか。

前田政明委員。

今の新規陳情の事項２ですが、この陳情事項は「インターナ○前田政明委員

ショナルスクール校舎の整備費とは違い」と書いてあるわけだから、それに対

して、処理概要の中でもその理由を書かないといけないのではないですか。

先ほど補正予算の審査のときに少し申し上げましたが、こ○兼島規総務部長

の時点の陳情のときには、具体的な老朽校舎の改築等々についての支援という

形でのお話ししかなかったものですから、そういう処理概要になっております

けれども、ここのほうは「国に対して要望するなど、努力してまいります 」。

と表現しておりますけれども、その後、各種団体のほうから具体的にどういっ

た内容なんですかとお聞きしましたら、自分たちのところでも今のところまだ

調整されていなくて、改築に向けてのどういった要求なのかということについ

てまだまとまっていないというお話でしたので、そこにつきましては先ほど補

正予算の審査のときに私が申し上げましたように、今後意見を聴取した上で適

切に処理したいと思っております。
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いや、私が言っているのは、ここに「インターナショナルス○前田政明委員

クール校舎の整備費とは違い」と書いてありますよね。ですからただ皆さんの

一方的な説明ではなくて、違いということに対する処理概要の中でその違いに

ついて、皆さんは法的に仕事をされているわけだから、私学助成の独自の助成

制度の創設は困難だと。では、なぜインターナショナルスクール校舎の整備は

独自の助成制度の枠外なのかということはちゃんと説明しておかないといけな

いのではないか。実質的にそれがやられているわけですから。そういう面では

独自の助成制度の創設は困難な状況にありますけれども、困難な状況にあるけ

れども、なぜインターナショナルスクール校舎の整備ができるのかという説明

がないですよ。処理概要には。

今少し処理概要で申し上げたのは、要するに国庫補助の対○兼島規総務部長

象になっていないというのが厳しいですよという１つの要件です。もう一つは

独自の助成制度を創設してほしいという要望なんですね。そこにつきましては

財政状況を踏まえると、支援が厳しい状況ではありますけれども、支援の拡充

等について国に要請するのはもちろんですけれども、先ほど補正予算の審査時

に説明しましたとおり、私学団体のほうからこの助成制度の中身―校舎改築を

どこまで、どういった形で整備してほしいという具体的なものがないものです

からこういう表現になっておりますけれども、今後意見を聴取しながら、それ

につきましては適切に処理するということでございます。

先ほども質疑したからあれですけれども、すなわち「インタ○前田政明委員

」 、ーナショナルスクール校舎の整備費と違い というところの違いがないように

しっかりと対応に努力するということですか。

ここで要請者のほうがおっしゃっているのが、インターナ○兼島規総務部長

ショナルスクール校舎整備費と違って、既存の私学には校舎を改築する補助金

の制度がないと。これは国の制度がないということなんです。インターナショ

ナルスクールは先ほど議論がございましたけれども、私どものほうでは地域お

こし―私学の助成ということではなくて、地域おこしという観点からの国・県

の助成措置なんですけれども、私学の見方はそうではなくて、インターナショ

ナルスクールはやはり私学ですから私学に対する何らかの国・県の措置がされ

ているんだと。それとの見合いでもって私学についての校舎の改築についても

独自の助成制度をつくってくださいという要望と承っているものですから、こ

ういう処理概要となっております。
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私のところに他府県の私学関係者から電話があったんです○前田政明委員

よ。これは私学ですよね。助成できたのはすばらしいことではないですかと。

これをぜひ広げたいのだけれどもということで、自分たちもこれを政府に要請

したいという問い合わせがあったんですよ。そういう面ではこれはそういうよ

い方向に―やはりだめだということではなくて、本来私学は地域おこしとして

も、学校の先生含めてその他地域おこしでは―何度も言いますけれども、既存

の私立学校が大いに地域おこしどころか、雇用の面でも人材の問題でも頑張っ

ているわけですから。私が言いたいことは、そのように注目されている。そう

いう面でちゃんと法のもとの平等といいますか、やはりひとしく恩恵を受ける

権利はあるわけですから、そういう面では日本の国家の法制度の中で政治的に

判断してやれるということではなくて、本当に同じように私学であるならば平

等にその恩恵を受けると。そういう面ではインターナショナルスクール校舎の

整備に対して国が補助金を出すことは大いに結構だと。では沖縄でそれをやる

ならば、そういう形のものを当然行政の恩恵をひとしく受ける権利があるとい

うことで、これを先例としてちゃんと国に補助ができるように制度化してほし

いという思いで電話があったんですけれども。そういう面では私は少なくとも

そういう立場で県もこのインターナショナルスクールの問題を足がかりにし

て、やはりしっかりと私学の皆さんの願いにこたえる方向で理論的にも皆さん

がきっちりと仕事をして、整備して、大変困難な中での―ちょうど老朽校舎が

建てかえの時期ですから、何らかの形での制度が実現できるように、ある面で

は沖縄の振興策の中での位置づけとか、戦後米軍占領下の中でも一貫して教育

を支えてきたと。少なくともそういう意味では沖縄の状況からしても云々―こ

れはやり方がいろいろあると思いますから、今の私学の皆さんが経済的にもし

っかりと経営ができて、この老朽校舎が耐震度も含めて生徒が安心して学べる

環境をつくるために全力を尽くしてほしいと思います。最後にお願いします。

老朽校舎の改築等については、国の助成制度はございませ○兼島規総務部長

ん。その中で沖縄の公立学校等については高率補助での改築費用があります。

そこらあたりをとらまえまして、その差分―オールジャパンの差分と沖縄県独

自でやっている公立学校の差分、これはやはりウチナービケンといいますか、

沖縄の独特なものであれば、そこらあたりは引き続き国に対する助成を理論づ

けて求めていくことも大事だと思います。ただ一方では、先ほど来―先だって

の２月定例会での附帯決議もございます。私学団体は国の助成制度を待ってい

られない状況ですので、県単費で何とかしてほしいという要請ですので、そこ
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の部分は今回の措置との均衡上ということを頭に置きながら、何らかの形がで

きるのかどうか、それについては意見交換をしながら検討していきたいと思い

ます。

そういう立場で見直していただきたいということで終わりま○前田政明委員

す。

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○當間盛夫委員長

以上で、総務部関係の陳情に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

どうぞ御退席ください。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員等入れかえ）

再開いたします。○當間盛夫委員長

次に、乙第９号議案工事請負契約について、審査を行います。

ただいまの議案について、企画部長の説明を求めます。

川上好久企画部長。

乙第９号議案の工事請負契約について、御説明いたしま○川上好久企画部長

す。18ページをごらんください。

この議案は、南北大東地区での県域地上デジタル放送実施を目的に、沖縄本

島と南大東島を結ぶ放送伝送路構築の一環として、前の工程で製作した海底光

ケーブルの敷設及びそれに接続する地上部の放送伝送路構築に要するもので

す。

契約の方法は随意契約。契約金額は９億300万円。契約の相手方は西日本電

信電話株式会社沖縄支店を予定しております。

配付の地上デジタル放送推進事業のイメージ図で、事業概要と今回の工事概

要を説明します。

１ページをごらんください。
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本事業は、地理的な関係でテレビの地上放送波が届かないため、東京都の小

笠原諸島向け衛星放送を視聴してきた南北大東島において、県域の地上デジタ

ル放送が視聴できる環境を構築するために海底光ケーブル等の放送伝送路及び

テレビ中継局整備を行うものです。

続いて２ページをごらんください。

上の図は、沖縄本島から南大東島までの海底光ケーブル敷設ルート上の水深

図であり、浅い沿岸部から、水深約6500メートルの琉球海溝まで大きな水深の

差がある中を敷設していくことを示しております。

下の写真は、海底光ケーブルの外装の例であり、浅瀬では厳重な外装を、深

海においては薄い外装となることを示しており、前の工程において今回の敷設

ルートに適した外装を施した海底光ケーブルの製作を行っています。

今回の工事は、前述の敷設ルート上に海底光ケーブルを敷設していくもので

あり、別途発注のテレビ中継局整備とあわせて、平成23年７月の地上デジタル

移行までに放送を開始する計画をしております。

説明は以上でございます。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

企画部長の説明は終わりました。○當間盛夫委員長

これより、乙第９号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

前田政明委員

この随意契約という理由は何ですか。○前田政明委員

今御説明したとおり、工事自体が非常に特殊なものでご○川上好久企画部長

ざいまして、また、これを整備した後県と一緒になって保守運用とか、負担金

が検討できるような相手でないといけないということで、事業者の要件としま

して技術力だけではなくて、県との共同敷設、県の現行負担の範囲内―今小笠

原のテレビ中継ございますけれども、その負担の範囲内で共同運営ができる能

力が必要ということで、そういう条件でプロポーザル方式による企画提案を公

募いたしました。その結果、その公募に対する提案はＮＴＴ西日本１者だけが

手を挙げたという状況もございました。また、こういう条件のもとやれるとこ

ろは少ないということをもって、今般随意契約という形で行ったものでござい
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ます。

地上デジタル放送―地デジはいつからでしたかね。○前田政明委員

来年の７月でございます。○川上好久企画部長

、 。○前田政明委員 そういう意味では北大東村 南大東村は間に合うわけですか

その予定で事業を進めています。○川上好久企画部長

ちょっと関連で、この地上デジタル放送のことでうちの国会○前田政明委員

議員と一緒にあちらこちら回ったんですけど、沖縄県が非常に切りかえがおく

れていると。そういう意味で間に合うのかと。特に先島―宮古・八重山含めて

ですね。それから先ほども議論がありましたけれども、ホテル関係とか、部屋

のテレビですね。そういう面が非常に弱いということで、それと設備そのもの

が非常におくれているというような形で、本当にこれはどうなるかと。あちら

こちら調査回って、ひょっとしたら来年受信できない県民がけっこういるんじ

ゃないかということを実感したんですけれども、そこはどうですか。

確かに、現時点において全国で一番低いレベルになって○川上好久企画部長

いるわけですけれども、沖縄の特殊性として１つは離島の多さとか、年収の低

い方々がおられるところも多いということと、あと１つは沖縄の県民性といい

ますか、非常にのんきな部分もあるということで、これから年明けにかけてふ

えていくのかなとは見ています。県のほうも支援策を実施しておりまして、今

アナログ放送でその支援策については周知をしています。そういうものを活用

しながら今後ふえていくものと見ております。

先ほどの全国と沖縄の加入率というか、切りかえ状況の数字○前田政明委員

だけ言ってくれませんか。

数字のほうを御説明させていただきます。平成22年９○武村勲情報政策課長

月に総務省が公表した資料―これが最新でございますが、沖縄県は78.9％、そ

して全国平均は90.3％ということで、11.4ポイントの差となっております。

ついでにホテル関係の切りかえ率。○前田政明委員
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これはまだ速報値しか出ておりませんで、詳細な分析○武村勲情報政策課長

は国のほうからも発表されておりません。それとホテル関係という形では数字

は毎回発表されておりませんので、このほうはないかと思います。

県として押さえていますか。○前田政明委員

この調査は国の全国調査ということになっておりまし○武村勲情報政策課長

て、県として把握はしておりません。

これは他府県ではほとんど掌握していて、私も国会議員と同○前田政明委員

席していて思ったんですけれども、那覇市安謝にありますよね―その何という

か忘れましたけれども、地デジの対策のところ。それで沖縄で非常に不安なの

は旅館・ホテル関係。この実態が掌握されていない。そのことが少し問題では

ないかということがあって。ですからここのところは県民がひとしく、また観

光客含めて受けるための設備としては最低必要だと思うのだけれども、そこの

見通しとしては皆さんとしてどのように見ているのですか。この実態について

は全く関係ない、掌握する立場にないのですか。

こういう、業種別の統計はとっていないということなん○川上好久企画部長

ですけれども、この辺はもし必要があれば、観光商工部等々から情報を収集し

たいと思います。

これはぜひ掌握しないと大変なことになると思うのですよ。○前田政明委員

そういう面では、経済的な対応ができなくて困っているのか―個人ならあるけ

れども、これは営業ですよね。そういう面では、そこのところはぜひ早急に掌

握して対応しないと間に合わないのではないか。もう一つは、電気店のない離

島、これはどうなのかということで、要するに切りかえようにも電気店がない

島がいっぱいあるわけですよ。そこに住んでる方々はお年寄りやそういう方々

が多いこともあるけれども、そこに対しては、県としてどのような対応を考え

ていますか。

確かに、沖縄県につきましては、電気店のない離島が○武村勲情報政策課長

約20カ所ございます。これは国、それから国の委託先でありますテレビ受信者

支援センター―デジサポと連携しまして、７月から渡名喜村を初めとしまして
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ことし12月まで全離島をすべて一緒に回って、市町村とも連携して普及に努め

ているところでございます。

そうそう、デジサポに行ったんですよ。そこで今の電気店も○前田政明委員

連れて行って―それでも全部ではないというのです。要するに、その日に全部

来られているわけではなくて。やはりこれはどうなんでしょうか。そういう面

では、地デジ化がおくれていたこともあって、沖縄県として判断しないといけ

ないのは、ほんとにこれは―来年の７月ですか。それまでに県民がひとしく受

。 。信ができる状況にあるのかと ここのところの判断が非常に大事ではないかと

そういう面で私どもも調べて、うちの塩川国会議員はこの前も質問してますけ

れども、沖縄においては宮古・八重山含めて大変だったと。そういう面では、

本当にこの実施時期にできるのかと。場合によっては、延期することも必要で

はないかと。民放関係者などとも琉球放送株式会社でお会いして、意見交換し

て、放送関係者はぜひ実施できるようにしてもらいたいという要望は承ったん

ですけれども、ただ実際上、市町村やさっき言った電気店のない離島、それか

ら宮古・八重山、それからこの説明にもあるように、南北大東村でもこれから

受信できる施設の準備をすると。そういう面では、政府との関係では沖縄県と

して、やはり県民がひとしくデジタル放送が受信できる状況にあるのかという

判断が、特に問われると思うのですよ。私どもの塩川国会議員は、そこのとこ

ろは延長も含めてこれはちょっと間に合わないと、そういう面で対応すること

も必要ではないかということを国会で質問しているのですけれども、沖縄県と

してはどのようにお考えなのでしょうか。実施時期に向けて、このまま突入し

ても大丈夫かという判断が非常に問われるところですし、先ほど言った、そう

いうところの対策も特化して急がなければならない状況ではないかなと思うの

ですけれども、そこに対して何らかの形の施策はありますか。

、 、○武村勲情報政策課長 先ほど委員が言われましたように 電気店のない離島

これについてはまだ十分でないところもありますので、デジサポと一緒に２回

目、３回目という形で今後また―年明けに伺う予定をしております。それから

来年の７月に迫っておりますけれども、県民がひとしく受信できるよう、放送

事業者、それから国―総合通信事務所と連携しまして、現在、広報、それから

支援策を強化するような形で調整をしておりますので、それに間に合わせて全

部進めていきたいと思います。

終わりますけれども、企画部長、これは先ほどのホテル含め○前田政明委員
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てよく状況を踏まえて、やはり場合によっては間に合わないと。そういう面で

少なくとも時期を延ばすべきだという提言も必要になってくる状況が今の状況

ではないかと思うのです。そこも含めてぜひしっかりと恩恵が受けられるよう

に、ちゃんと国との関係、また沖縄県独自の状況を判断して、いやいや、県民

の何割かが受信できないという状況になることは許されないと思いますので、

そこのところの決意だけお願いします。

今情報政策課長のほうからもございましたけれども、離○川上好久企画部長

島の多い本県においては少しほかの県と違う状況もございますけれども、デジ

サポ等々と連携をしながら、２回、３回と十分サポートする形で、７月の地デ

ジ移行に間に合わせていきたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

照屋守之委員。

確認させてください。これはいつまでに工事が終わるんです○照屋守之委員

か。工期が入ってないよね。どうなってますか、具体的に。

今回の敷設工事は来年３月に予定しておりますけれど○武村勲情報政策課長

も、場合によっては繰り越して、少なくとも来年の７月には間に合わせて、そ

の辺の開通、また中継局の整備もあわせて開局ができるような体制をとるとい

うことになっております。

来年の７月と言ったら……。受信機は全部やらないといけな○照屋守之委員

いわけでしょう。工事は３月に終わるということですか。

受信機は、もう既にいろいろな形で整備が進んでおり○武村勲情報政策課長

ます。

対象は何世帯ぐらいありますか。○照屋守之委員

両島合わせまして800世帯でございます。○武村勲情報政策課長

このケーブルは工事をやりますよね。その後の維持管理とか○照屋守之委員

はどうなっていくのですか。
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維持管理は共同で行えるような形で業者の選定を行っ○武村勲情報政策課長

ております。

その経費はどうなるんですかということですよ。○照屋守之委員

経費につきましては、県、両村、それから放送事業者○武村勲情報政策課長

がこれまでも費用負担しておりますので、これまでの費用負担の範囲内ででき

るということを条件に、現在工事を進めております。

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○當間盛夫委員長

よって、乙第９号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、企画部関係の陳情平成20年第60号外27件の審査を行います。

ただいまの陳情平成20年第150号を除く陳情28件について、企画部長の説明

を求めます。

継続の陳情については、前定例会以降の新しい事実についてのみ説明をお願

いいたします。

なお、陳情平成20年第150号につきましては、知事公室と共管になっており

ますので、知事公室関係の陳情審査のときに一括して説明を求め、審査を行い

ますので、御協力をお願いいたします。

川上好久企画部長

企画部に関する請願及び陳情案件につきまして、お手元○川上好久企画部長

の総務企画委員会請願及び陳情に対する説明資料により、処理方針を御説明申

し上げます。

、 、表紙をめくっていただきまして 目次の１ページから３ページにかけまして

陳情の一覧表がございます。企画部関係の陳情につきましては、継続の陳情が

28件、新規が１件となっております。

継続審査になっている陳情については、前回の処理方針に変更はございませ

んので説明を省略いたします。

それでは、新規の陳情について、御説明いたします。
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29ページをお開きください。

陳情第192号石垣空港発着路線の航空運賃低減を求める陳情について、御説

明いたします。

石垣路線を含む離島路線については、航空機燃料税並びに国管理空港の空港

着陸料及び航行援助施設利用料の軽減により運賃の低減化が図られています。

さらに平成９年より県管理空港の着陸料を軽減することより、航空会社にお

いて、離島住民を対象とした割引運賃を設定しております。

しかしながら、県は、人的・物的な移動にかかるコストが依然として割高な

状況にあると認識しており、航空運賃の低減化に向けた新たな仕組みが構築で

きるよう検討していきたいと考えております。

以上で、企画部に関する陳情案件の処理方針の説明を終わります。

企画部長の説明は終わりました。○當間盛夫委員長

これより各陳情に対する質疑を行います。

質疑に当たっては、陳情番号を申し述べてから重複することがないように簡

潔にお願いいたします。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行うよ

うお願いいたします。

質疑はありませんか。

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○當間盛夫委員長

以上で、企画部関係の陳情平成20第150号を除く陳情28件に対する質疑を終

結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

どうぞ御退席ください。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員等の入れかえ）

再開いたします。○當間盛夫委員長

次に、乙第１号議案沖縄県危険物の製造所、貯蔵所又は取扱所の設置許可申

請等手数料条例の一部を改正する条例について、審査を行います。

ただいまの議案について、知事公室長の説明を求めます。
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又吉進知事公室長。

それでは、乙第１号議案の御説明をいたします。○又吉進知事公室長

資料の平成22年第６回沖縄県議会(定例会)議案(その２)をごらんください。

１ページをお開きください。

乙第１号議案沖縄県危険物の製造所、貯蔵所又は取扱所の設置許可申請等手

数料条例の一部を改正する条例について、御説明いたします。

危険物の製造所、貯蔵所又は取扱所の設置許可申請等手数料については、地

方自治法第228条に基づき、地方公共団体の手数料の標準に関する政令で定め

る金額を標準として条例で定めることとされています。

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部が改正され、特定屋外タン

ク貯蔵所の設置の許可等の申請に対する審査、完成検査前検査、保安に関する

検査手数料の額が引き下げられました。

政令の一部改正に伴い、特定屋外タンク貯蔵所の設置の許可の申請に対する

審査に係る手数料等の額を改める必要があります。

以上、乙第１号議案の説明をいたしました。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

知事公室長の説明は終わりました。○當間盛夫委員長

これより、乙第１号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

新里米吉委員。

この特定屋外タンク貯蔵所というのはどんなものですか。○新里米吉委員

屋外タンク貯蔵所というのがございまして、そこに例え○又吉進知事公室長

ば原油とか、ガソリンとか灯油、重油といったものを貯蔵するわけでございま

すけれども、その最大数量が1000キロリットル以上のものを特定屋外タンク貯

蔵所と申します。

ちなみに、500キロリットル以上1000キロリットル未満の準特定屋外タンク

貯蔵所と呼んでおります。

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長
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前田政明委員。

先ほどの1000キロリットル以上に関する事業所というのはど○前田政明委員

のぐらいあるのですか。

県内で平成22年３月末現在ですけれども、特定屋外タン○又吉進知事公室長

ク貯蔵所が135、準特定屋外タンク貯蔵所が38でございます。

休憩いたします。○當間盛夫委員長

（休憩中に、前田委員から準特定屋外タンク貯蔵所の定義の再確認、特

定屋外タンク貯蔵所の具体的な場所等についての確認があった ）。

再開いたします。○當間盛夫委員長

ほかに質疑はありませんか。

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○當間盛夫委員長

よって、乙第１号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、知事公室関係の陳情平成20年第65号外８件及び企画部関係の陳情平成

20年第150号の審査を一括して行います。

まず、知事公室関係の陳情９件について、知事公室長の説明を求めます。

なお、継続の陳情については、前定例会以降の新しい事実についてのみ説明

をお願いいたします。

又吉進知事公室長。

ただいま議題となっております知事公室所管に係る陳情○又吉進知事公室長

につきまして、御説明いたします。

知事公室所管の陳情は、継続９件であります。そのうち１件は、企画部との

共管となっております。

継続審査となっている９件につきましては、前回の処理概要に変更はござい

ませんので、説明は省略させていただきます。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。
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知事公室長の説明は終わりました。○又吉進知事公室長

次に、陳情平成20年第150号について、企画部交通政策課長の説明を求めま

す。

なお、継続の陳情については、前定例会以降の新しい事実についてのみ説明

をお願いいたします。

下地明和交通政策課長。

陳情平成20年第150号航空自衛隊那覇基地へのＦ15○下地明和交通政策課長

戦闘機配備などの機能強化に反対し、那覇空港の民間専用化を求める意見書の

可決を求める陳情については、前回の処理概要に変更はございませんので、説

明は省略させていただきます。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

交通政策課長の説明は終わりました。○當間盛夫委員長

これより各陳情に対する質疑を行います。

質疑に当たっては、陳情番号を申し述べてから重複することがないように簡

潔にお願いいたします。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行うよ

うお願いいたします。

質疑はありませんか。

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○當間盛夫委員長

以上で、知事公室関係の陳情に対する質疑を終結いたします。

執行部の皆さん、大変御苦労さまでした。

どうぞ御退席ください。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員等入れかえ）

再開いたします。○當間盛夫委員長

次に、乙第８号議案沖縄県風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律施行条例の一部を改正する条例について、審査を行います。

ただいまの議案について、警察本部生活安全部長の説明を求めます。



- 101 -
H22.12.17-02

総務企画委員会記録

波平明生活安全部長。

お手元の平成22年第６回沖縄県議会 定例会 議案 そ○波平明生活安全部長 （ ） （

の２）の17ページ、乙第８号議案をごらんください。

沖縄県風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例の一部を

改正する条例について御説明いたします。

まず、改正の経緯及び改正の必要性について御説明いたします。

平成22年７月９日付けで、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律施行令の一部が改正され、法で規制しているラブホテル等営業の要件が拡充

されたほか、出会い系喫茶営業が風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

、 、る法律に規定する店舗型性風俗特殊営業として 新たに規制の対象に加えられ

平成23年１月１日から施行されることになりました。

法の規定により、店舗型性風俗特殊営業につきましては、学校や図書館など

の保護対象施設の敷地の周囲200メートルの区域内では営業を行うことはでき

ません。

これに加え、法から委任された県条例の規定により店舗型性風俗特殊営業の

種別によって、営業ができる地域や時間等についても規制されております。

今回、新たに店舗型性風俗特殊営業として規制対象に加えられた出会い系喫

茶営業については、少年の健全育成や善良な風俗環境の保持といった観点から

条例を一部改正し、営業を禁止する地域や営業を制限する時間等について定め

る必要があります。

改正内容につきましては、現在規制されているテレホンクラブと同様に、出

会い系喫茶営業についてもその営業を禁止する地域を県内全域とするととも

に、営業時間については午前０時から日の出時までの間を制限するものです。

なお、施行期日は、改正政令が施行される平成23年１月１日を予定しており

ます。

以上で、乙第８号議案の説明を終わります。

生活安全部長の説明は終わりました。○當間盛夫委員長

これより、乙第８号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

新里米吉委員。
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議案補足説明資料のチャート図の１から６までについて、営○新里米吉委員

業場所―例えば学校などから200メートル以上離れていないといけないとか、

先ほど午前０時以降は営業させないとか。大体主にこの２つですか。

今あります出会い系喫茶―那覇市牧志のほうに１店舗○波平明生活安全部長

、 。ありますけれども 沖縄県青少年保護育成条例では商業地域だったらできると

それで営業時間は24時間できますよと。それを今度の施行令の改正によりまし

て、県内全地域で営業できませんというのが１点目です。しかし、既に１店舗

ありますので、既得権が発生しておりますので、その店舗については営業でき

ます。それから営業時間については、24時間営業を午前０時から日の出までの

間は営業させませんよというのが２つ目の大きなポイントです。

出会い系喫茶は今のお話でよくわかったのですが、ほかにも○新里米吉委員

たくさん書いてありますね。いろいろファッションヘルスとかよくわけのわか

らないものが。こういったものも含めて何らかの制限があるわけでしょう。

ちょっとわかりやすい図面をお配りします。○波平明生活安全部長

休憩いたします。○當間盛夫委員長

（休憩中に、追加説明資料を委員に配付）

再開いたします。○當間盛夫委員長

波平明生活安全部長。

あと１つの改正のポイントは、現在類似ラブホテルと○波平明生活安全部長

いうものがあります。これはカーモーテルに外観がよく似ているのですけれど

も、カーモーテルとしての規制の対象にはなっておりません。これが上の図１

号、２号、３号と説明を読んでもらえばわかると思うのですが、こういう形態

のものはカーモーテルとして認められておりません。例えば３号の場合―図を

見てもらいたいのですけれども、通路がございます。通路と書いてございます

ね。外から通路が見えれば、カーモーテルとは認めないというのが現行の規定

です。これが政令の改正によりまして、下の図のように通路が見えようが見え

まいが、外から通路―アベックが歩いているのが見えようが見えまいが、カー

モーテル、類似ラブホテルとして規制しますよということです。
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ただし、上のような形態での営業につきましては、既得権がありますので、

そのまま届け出がありましたら営業してもよいですよと。

規制がやや強化されたということですよね。○新里米吉委員

規制の対象に入りますよということです。今まで紛ら○波平明生活安全部長

わしいカーモーテルとかありましたけれども、規制しますよと。

カーモーテルもどきがあったけれども、このもどきもカーモ○新里米吉委員

ーテルと同じように規制しますよと。

はい。○波平明生活安全部長

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

山内末子委員。

この改正のポイントとしましては何なんですか。なぜこれを○山内末子委員

改正するに至ったのですか。

こういうカーモーテルとか、類似ラブホテルとかはそ○波平明生活安全部長

ういうところで児童買春が―例えば去年１年間で県内で37店舗利用されており

ます。ことしの10月末現在で22店舗ですね。そういった児童買春の温床になっ

ているということと健全育成によくないということで、規制の対象にしましょ

うということで政令が改正されております。

結局、犯罪防止につながるということですね。○山内末子委員

青少年の健全育成と犯罪防止につながるということで○波平明生活安全部長

す。

ほかに質疑はありませんか。○當間盛夫委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○當間盛夫委員長
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よって、乙第８号議案に対する質疑を終結いたします。

説明員のみなさん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員等入れかえ）

再開いたします。○當間盛夫委員長

次に、公安委員会関係の陳情平成21年第100号及び陳情第168号の２件の審査

を行います。

まず初めに、陳情平成21年第100号について、警察本部交通部長の説明を求

めます。

なお、継続の陳情については、前定例会以降の新しい事実についてのみ説明

をお願いいたします。

北川秀行交通部長。

公安委員会所管に係る陳情平成21年第100号県道222号線○北川秀行交通部長

への信号機・横断歩道設置に関する陳情につきましては継続案件であります

が、処理方針に変更がありませんので、説明は省略させていただきます。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

交通部長の説明は終わりました。○當間盛夫委員長

次に、陳情第168号について、警察本部生活安全部長の説明を求めます。

波平明生活安全部長。

陳情第168号八重山観光振興に関する陳情における、○波平明生活安全部長

マリンレジャーの安全確保と質の保持のため、県条例で営業を許可制にするこ

とにつきましては継続案件であり、処理方針に変更がありませんので、説明は

省略させていただきます。

御審査のほど、よろしくお願いします。

生活安全部長の説明は終わりました。○當間盛夫委員長

これより各陳情に対する質疑を行います。

質疑に当たっては、陳情番号を申し述べてから重複することがないように簡

潔にお願いいたします。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行うよ



- 105 -

うお願いいたします。

質疑はありませんか。

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○當間盛夫委員長

以上で、公安委員会関係の陳情に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

どうぞ御退席ください。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員等退席）

再開いたします。○當間盛夫委員長

議案及び陳情等の質疑についてはすべて終結し、採決を残すのみとなってお

ります。

休憩いたします。

（休憩中に、議案及び陳情等の採決の順序及び方法について協議）

再開いたします。○當間盛夫委員長

前田政明委員。

乙第５号議案につきましては、審査の中でもいろいろな問○前田政明委員

題が出てまいりましたので、継続して審査をする必要があると思いますので、

継続審査の動議を提案いたします。お諮り願います。

ただいま、乙第５号議案に対し、前田委員から継続審査の○當間盛夫委員長

動議の提出があります。

、 、 。よって この際 乙第５号議案に対する継続審査の動議を議題といたします

これより、本動議を採決いたします。

本案は、挙手により採決いたします。

なお、挙手しない者は、これを否とみなします。

お諮りいたします。

本案は、閉会中継続審査とすることに賛成の諸君の挙手を求めます。
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（挙手）

可否同数であります。○當間盛夫委員長

よって、委員会条例第14条の規定により、委員長が本動議に対する可否を裁

決いたします。

委員長は、乙第５号議案について継続審査とすることと裁決いたします。

次に、乙第１号議案から乙第４号議案まで及び第８号議案の条例議案５件を

一括して採決いたします。

お諮りいたします。

ただいまの議案５件は、原案のとおり決することに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○當間盛夫委員長

よって、乙第１号議案から乙第４議案まで及び乙第８号議案の条例議案５件

は原案のとおり可決されました。

次に、乙第９号議案及び乙第19号議案の議決議案２件を一括して採決いたし

ます。

お諮りいたします。

ただいまの議案２件は、可決することに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○當間盛夫委員長

よって、乙第９号議案及び乙第19号議案の議決議案２件は可決されました。

次に、甲第１号議案平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第４号）の採決を

行いますが、その前に意見、討論等はありませんか。

前田政明委員。

詳しくは本会議でやりますが、やはり県議会の附帯決議に反○前田政明委員

する対応になっておりますので、反対したいと思います。

ほかにありませんか。○當間盛夫委員長
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（ 意見・討論なし」と呼ぶ者あり）「

意見、討論等なしと認めます。○當間盛夫委員長

以上で、意見、討論等を終結いたします。

これより甲第１号議案平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第４号）を採決

いたします。

本案は、挙手により採決いたします。

なお、挙手しない者は、これを否とみなします。

お諮りいたします。

本案は、原案のとおり決することに賛成の諸君の挙手を求めます。

（挙手）

挙手多数であります。○當間盛夫委員長

よって、甲第１号議案は、原案のとおり可決されました。

次に、陳情等の採決を行います。

陳情等の採決に入ります前に、その取り扱いについて御協議をお願いいたし

ます。

休憩いたします。

（休憩中に、議案等採決区分表により協議）

再開いたします。○當間盛夫委員長

お諮りいたします。

陳情については、休憩中に御協議いたしました議案等採決区分表のとおり決

することに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○當間盛夫委員長

よって、さよう決定いたしました。

次に、閉会中継続審査・調査事件の申し出の件についてお諮りいたします。

先ほど、閉会中継続審査・調査すべきものとして決定した乙第５号議案沖縄

県部等設置条例の一部を改正する条例、陳情57件及びお手元に配付してありま

す本委員会所管事務調査事項を閉会中継続審査及び調査事件として、議長に申
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し出たいと思いますが、これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○當間盛夫委員長

よって、さよう決定いたしました。

次に、お諮りいたします。

ただいま議決しました議案等に対する委員会審査報告書の作成等につきまし

ては、委員長に御一任願いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○當間盛夫委員長

よって、さよう決定いたしました。

休憩いたします。

（休憩中に、地方議会の機能拡充・活性化を求める意見書及び公職選挙

法の改正を求める意見書を議員提出議案として提出するかどうか協議

したが、意見の一致を見なかった）

再開いたします。○當間盛夫委員長

以上で、本委員会に付託された議案等の処理はすべて終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 當 間 盛 夫
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